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第　 41　 号　 熊本県会計年度任用職員の給与等に関する 条例及び熊本県職員

　 　 　 　 　 　 等の育児休業等に関する 条例の一部を改正する 条例の制定につ

　 　 　 　 　 　 いて （ 　 1 　 ）

第　 42　 号　 熊本県職員の特殊勤務手当に関する 条例の一部を改正する 条例
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第　 45　 号　 熊本県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する 条例の制定に
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第　 46　 号　 熊本県税条例の一部を改正する 条例の制定について （ 　 11　 ）

第　 47　 号　 熊本県行政手続における 特定の個人を識別する ための番号の利

　 　 　 　 　 　 用等に関する 法律に基づく 個人番号の利用、 特定個人情報の提

　 　 　 　 　 　 供等に関する 条例の一部を改正する 条例の制定について （ 　 12　 ）

第　 49　 号　 熊本県指定介護療養型医療施設の人員、 設備及び運営の基準に

　 　 　 　 　 　 関する 条例を廃止する 条例の制定について （ 　 17　 ）

第　 50　 号　 熊本県女性相談センタ ー条例等の一部を改正する 条例の制定に

　 　 　 　 　 　 ついて （ 　 18　 ）

第　 51　 号　 熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する 条例等の一

　 　 　 　 　 　 部を改正する 条例の制定について （ 　 20　 ）

第　 52　 号　 熊本県指定障害福祉サービス の事業等の人員、 設備及び運営の

　 　 　 　 　 　 基準等に関する 条例等の一部を改正する 条例の制定について （ 　 36　 ）

第　 53　 号　 熊本県病院及び診療所の人員、 施設等の基準に関する 条例の一

　 　 　 　 　 　 部を改正する 条例の制定について （ 　 59　 ）

第　 54　 号　 熊本県立職業能力開発校条例の一部を改正する 条例の制定につ
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第　 4 1 　 号

熊本県会計年度任用職員の給与等に関する 条例及び熊本県職員等の育児休業等に関

する 条例の一部を改正する 条例の制定について

　 熊本県会計年度任用職員の給与等に関する 条例及び熊本県職員等の育児休業等に関する

条例の一部を改正する 条例を次のよ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県会計年度任用職員の給与等に関する 条例及び熊本県職員等の育児休業等に関

する 条例の一部を改正する 条例

　 （ 熊本県会計年度任用職員の給与等に関する 条例の一部改正）

第 1 条　 熊本県会計年度任用職員の給与等に関する 条例（ 令和元年熊本県条例第 3 号） の

一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 2 条第 1 項及び第 3 項中「 及び期末手当」 を「 、 期末手当及び勤勉手当」 に改める 。

　 （ 熊本県職員等の育児休業等に関する 条例の一部改正）

第 2 条　 熊本県職員等の育児休業等に関する 条例（ 平成 4 年熊本県条例第 1 4 号） の一部

を次のよ う に改正する 。

　 第 7 条第 2 項中「 （ 地方公務員法第 2 2 条の 2 第 1 項に規定する 会計年度任用職員（

以下「 会計年度任用職員」 と いう 。 ） を除く 。 ） 」 を削る 。

　 第 8 条中「 会計年度任用職員」 を「 地方公務員法第 2 2 条の 2 第 1 項に規定する 会計

年度任用職員（ 以下「 会計年度任用職員」 と いう 。 ） 」 に改める 。

　 附則に次の 2 項を加える 。

（ 一般職給与条例附則第 1 2 項等の規定が適用さ れる 育児短時間勤務をし ている 職員

等に関する 読替え）

3 　 育児短時間勤務をし ている 職員に対する 一般職給与条例附則第 1 2 項、 県立学校職

員給与条例附則第 1 4 項又は市町村立学校職員給与条例附則第 9 項の規定の適用につ

いては、 こ れら の規定中「 ） と する 」 と ある のは、 「 ） に、 勤務時間条例第 2 条第 2

項の規定によ り 定めら れた当該職員の勤務時間を同条第 1 項に規定する 勤務時間で除

し て得た数を乗じ て得た額と する 」 と する 。

4 　 育児休業法第 1 7 条の規定によ る 勤務をし ている 職員が一般職給与条例附則第 1 2

項、 県立学校職員給与条例附則第 1 4 項又は市町村立学校職員給与条例附則第 9 項の

規定の適用を受ける 場合における 第 2 2 条の規定の適用については、 同条中「 第 1 9

条ま で」 と ある のは、 「 第 1 9 条ま で及び附則第 3 項」 と する 。

　 　 　 附　 則

1 　 こ の条例は、 令和 6 年 4 月 1 日から 施行する 。 ただし 、 第 2 条中熊本県職員等の育児
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休業等に関する 条例附則に 2 項を加える 改正規定は、 公布の日から 施行する 。

2 　 こ の条例の施行に関し 必要な事項は、 人事委員会規則で定める 。

　 （ 提案理由）

　 地方自治法（ 昭和 2 2 年法律第 6 7 号） の一部改正等を踏ま え、 関係規定を整備する 必

要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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第　 4 2 　 号

　 　 　 熊本県職員の特殊勤務手当に関する 条例の一部を改正する 条例の制定について

　 熊本県職員の特殊勤務手当に関する 条例の一部を改正する 条例を次のよ う に制定する こ

と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県職員の特殊勤務手当に関する 条例の一部を改正する 条例

　 熊本県職員の特殊勤務手当に関する 条例（ 昭和 3 1 年熊本県条例第 3 5 号） の一部を次

のよ う に改正する 。

　 第 2 5 条の 1 3 第 1 項中「 保健所」 の次に「 若し く は動物愛護センタ ー」 を、 「 勤務す

る 職員」 の次に「 又は狂犬病の防疫に従事する 職員のう ち知事が定める も の」 を加える 。

　 　 　 附　 則

　 こ の条例は、 公布の日から 施行し 、 改正後の熊本県職員の特殊勤務手当に関する 条例の

規定は、 令和 6 年 3 月 1 日から 適用する 。

　 （ 提案理由）

　 動物愛護センタ ーの設置等に伴い、 狂犬病防疫作業手当の支給対象の見直し を行う 必要

がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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第　 4 3 　 号

　 　 　 熊本県手数料条例の一部を改正する 条例の制定について

　 熊本県手数料条例の一部を改正する 条例を次のよ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県手数料条例の一部を改正する 条例

　 熊本県手数料条例（ 平成 1 2 年熊本県条例第 9 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 第 2 条第 1 項第 8 2 号ア中「 6 ， 6 0 0 円」 を「 7 ， 2 0 0 円」 に改め、 同号イ 中「 4 ，

6 0 0 円」 を「 5 ， 3 0 0 円」 に改め、 同号ウ 中「 3 ， 7 0 0 円」 を「 4 ， 2 0 0 円」 に

改め、 同項第 8 3 号中「 4 ， 7 0 0 円」 を「 5 ， 3 0 0 円」 に改め、 同項第 8 6 号ア中「

5 ， 7 0 0 円」 を「 6 ， 6 0 0 円」 に改め、 同号イ 中「 3 ， 8 0 0 円」 を「 4 ， 4 0 0 円」

に改め、 同項第 1 5 2 号及び第 1 5 3 号を次のよ う に改める 。

　（ 152） 及び（ 153） 　 削除

　 第 2 条第 1 項第 1 8 0 号及び第 1 8 2 号中「 建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る 法律」 を「 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する 法律」 に改め、 同項第 2 6 2

号中「 応じ た額」 の次に「 （ 同項第 1 号に該当する 者であって、 当該許可に係る 液化石油

ガス の製造のための設備と し て移動式製造設備（ 高圧ガス の製造のための設備で移動する

こ と ができ る よ う に設計し たも のをいう 。 別表第 1 3 から 第 1 5 ま でにおいて同じ 。 ） の

みを使用し て高圧ガス の製造をする も の（ 当該移動式製造設備について液化石油ガス の保

安の確保及び取引の適正化に関する 法律（ 昭和 4 2 年法律第 1 4 9 号） 第 3 7 条の 4 第 1

項の許可を受けた者に限る 。 ） の高圧ガス の製造の許可の申請に係る 審査にあっては、 6 ，

0 0 0 円） 」 を加え、 同項第 2 6 6 号中「 （ 昭和 4 2 年法律第 1 4 9 号） 」 を削り 、 同項

第 3 6 3 号の 2 中「 1 2 ， 7 0 0 円」 を「 1 4 ， 0 0 0 円」 に改め、 同項第 4 9 2 号の 2

中「 第 3 0 条の 3 2 第 2 項」 の次に「 （ 同法第 3 0 条の 4 4 の 1 2 において準用する 場合

を含む。 ） 」 を、 「 基づく 本人確認情報」 の次に「 （ 同法第 3 0 条の 4 1 第 1 項に規定す

る 附票本人確認情報を含む。 ） 」 を加え、 同項第 5 0 2 号中「 又は第 3 項」 を「 若し く は

第 3 項又は同法第 3 9 条の 2 2 第 1 項」 に、 「 の合計額」 を「 と の合計額」 に改め、 同項

第 5 3 2 号ア中「（ ア）から（ エ）ま で」 を「（ ア）から（ オ）ま で」 に改め、 同号ア（ ア）中「（ エ

を「（ オ）」 に改め、 同号ア（ エ）中「 実施日が」 を「 実施日の」 に、 「 2 5 歳」 を「 2 3 歳」

に改め、 「 であり 、 かつ、 受検の申請の日において雇用保険法第 4 条第 1 項に規定する 被

保険者」 を削り 、 「 出入国管理及び難民認定法」 を「 入管法」 に改め、 同号ア（ エ）を同号

ア（ オ）と し 、 同号ア（ ウ ）中「（ エ）」 を「（ オ）」 に改め、 同号ア（ ウ ）を同号ア（ エ）と し 、 同

号ア（ イ ）中「 2 級又は」 を削り 、 「 2 5 歳」 を「 2 3 歳」 に、 「 出入国管理及び難民認定

法（ 昭和 2 6 年政令第 3 1 9 号） 」 を「 入管法」 に、 「（ エ）」 を「（ オ）」 に改め、 同号ア

）」
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（ イ ）を同号ア（ ウ ）と し 、 同号ア（ ア）の次に次のよ う に加える 。

（ イ ）　 実技試験の 3 級を受けよ う と する 者であって、 当該試験の実施日の属する

年度の 4 月 1 日において 2 3 歳未満である 受検者（ 出入国管理及び難民認定法

（ 昭和 2 6 年政令第 3 1 9 号。 以下こ の号において「 入管法」 と いう 。 ） 別表

第 1 の上欄の在留資格をも って在留する 者並びに（ ウ ）及び（ オ）に掲げる 者を除

く 。 ） 　 1 職種につき 　 1 3 ， 7 0 0 円

　 第 2 条第 1 項第 5 5 0 号の次に次の 1 号を加える 。

　（ 550） の 2 　 電気工事業の業務の適正化に関する 法律第 3 4 条第 4 項の規定に基づく 届

出があったこ と の証明書の交付

　 　 　 電気工事業届出証明書交付手数料　 1 通につき 　 4 0 0 円

　 第 2 条第 1 項第 5 7 1 号を次のよ う に改める 。

　（ 571） 　 削除

　 第 2 条第 1 項第 5 7 2 号中「 認定証の」 を「 認定の」 に、 「 警備業認定証有効期間更新

申請手数料」 を「 警備業認定有効期間更新申請手数料」 に改め、 同項第 5 7 3 号を次のよ

う に改める 。

　（ 573） 　 削除

　 第 2 条第 1 項第 6 2 1 号の 4 及び第 6 2 1 号の 5 を次のよ う に改める 。

　（ 621） の 4 及び（ 621） の 5 　 削除

　 第 2 条第 1 項第 6 2 3 号の 1 3 及び第 6 2 3 号の 1 4 を次のよ う に改める 。

　（ 623） の13及び（ 623） の14　 削除

　 第 2 条第 1 項第 6 2 4 号から 第 6 2 4 号の 3 ま でを次のよ う に改める 。

　（ 624） から（ 624） の 3 ま で　 削除

　 第 2 条第 1 項第 6 2 5 号ア（ ア）、 第 6 2 5 号の 4 の 2 、 第 6 2 5 号の 4 の 3 、 第 6 2 5

号の 5 、 第 6 2 5 号の 6 及び第 6 2 5 号の 7 中「 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する 法律」 を「 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する 法律」 に改め、 同項第 6 2

5 号の 7 の 2 中「 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する 法律施行規則」 を「 建築物

のエネルギー消費性能の向上等に関する 法律施行規則」 に改める 。

　 別表第 1 0 の 2 備考中「 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する 法律施行令」 を「

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する 法律施行令」 に改める 。

　 別表第 1 3 の 2 の項中「 （ 高圧ガス の製造のための設備で移動する こ と ができ る よ う に

設計し たも のをいう 。 別表第 1 4 及び第 1 5 において同じ 。 ） 」 を削る 。

　 別表第 2 6 の 1 1 の 2 備考 1 中「 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する 法律」 を

「 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する 法律」 に、 同表備考 2 中「 建築物のエネ

ルギー消費性能の向上に関する 法律施行令」 を「 建築物のエネルギー消費性能の向上等に
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関する 法律施行令」 に改める 。

　 別表第 2 6 の 1 1 の 3 備考 1 中「 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する 法律」 を

「 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する 法律」 に、 同表備考 2 中「 建築物のエネ

ルギー消費性能の向上に関する 法律施行令」 を「 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する 法律施行令」 に改める 。

　 別表第 2 6 の 1 2 住宅部分（ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する 法律第 1 1 条

第 1 項に規定する 住宅部分をいう ｡ 以下こ の表から 別表第 2 6 の 1 4 ま でにおいて同じ ｡ ）

の項及び非住宅部分（ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する 法律第 1 1 条第 1 項に

規定する 非住宅部分をいう ｡ 以下こ の表から 別表第 2 6 の 1 4 ま でにおいて同じ ｡ ） の項

並びに備考 1 中「 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する 法律」 を「 建築物のエネル

ギー消費性能の向上等に関する 法律」 に改める 。

　 別表第 2 6 の 1 3 備考 1 及び 8 並びに別表第 2 6 の 1 4 備考 1 、 2 及び 3（ 1 ）中「 建築

物のエネルギー消費性能の向上に関する 法律」 を「 建築物のエネルギー消費性能の向上等

に関する 法律」 に改める 。

　 　 　 附　 則

　 （ 施行期日）

1 　 こ の条例は、 次の各号に掲げる 区分に応じ 、 当該各号に定める 日から 施行する 。

　（ 1 ）　 第 2 条第 1 項第 1 5 2 号、 第 1 5 3 号及び第 5 0 2 号の改正規定、 同項第 5 5 0

号の次に 1 号を加える 改正規定、 次項の規定並びに附則第 3 項の規定（ 熊本県収入証

紙条例（ 昭和 3 9 年熊本県条例第 2 4 号） 別表第 1 手数料の項第 1 4 4 号及び第 1 4

　 　 5 号の改正規定並びに同項第 4 9 8 号の次に 1 号を加える 改正規定に限る 。 ） 　 公布

の日

　（ 2 ）　 前号、 次号及び第 4 号に掲げる 規定以外の規定　 令和 6 年 4 月 1 日

　（ 3 ）　 第 2 条第 1 項第 8 2 号、 第 8 3 号及び第 8 6 号の改正規定　 令和 6 年 5 月 1 日

　（ 4 ）　 第 2 条第 1 項第 4 9 2 号の 2 の改正規定　 公布の日又は情報通信技術の活用によ

る 行政手続等に係る 関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図る

ための行政手続等における 情報通信の技術の利用に関する 法律等の一部を改正する 法

律（ 令和元年法律第 1 6 号） 附則第 1 条第 1 0 号に掲げる 規定の施行の日のいずれか

遅い日

　 （ 経過措置）

2 　 こ の条例の施行の際現にさ れている 申請等に対する 改正前の熊本県手数料条例第 2 条

第 1 項に掲げる 事務に係る 手数料については、 なお従前の例によ る 。

　 （ 熊本県収入証紙条例の一部改正）

3 　 熊本県収入証紙条例の一部を次のよ う に改正する 。
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　 　 別表第 1 手数料の項第 1 4 4 号及び第 1 4 5 号を次のよ う に改める 。

　 　 144 及び 145 　 削除

　 　 別表第 1 手数料の項第 4 9 8 号の次に次の 1 号を加える 。

　 　 498 の 2 　 電気工事業届出証明書交付手数料

　 　 別表第 1 手数料の項第 5 1 8 号から 第 5 2 0 号ま でを次のよ う に改める 。

　 　 518 　 削除

　 　 519 　 警備業認定有効期間更新申請手数料

　 　 520 　 削除

　 　 別表第 1 手数料の項第 5 6 3 号の 1 0 及び第 5 6 3 号の 1 1 を次のよ う に改める 。

　 　 563 の10及び 563 の11 　 削除

　 　 別表第 1 手数料の項第 5 6 4 号の 1 2 及び第 5 6 4 号の 1 3 を次のよ う に改める 。

　 　 564 の12及び 564 の13 　 削除

　 　 別表第 1 手数料の項第 5 6 4 号の 3 0 から 第 5 6 4 号の 3 2 ま でを次のよ う に改める 。

　 　 564 の30から 564 の32ま で　 削除

　 （ 提案理由）

　 地方公共団体の手数料の標準に関する 政令（ 平成 1 2 年政令第 1 6 号） の一部改正等に

伴い、 手数料の規定を整備する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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第　 4 4 　 号

　 　 　 熊本県財産条例の一部を改正する 条例の制定について

　 熊本県財産条例の一部を改正する 条例を次のよ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県財産条例の一部を改正する 条例

　 熊本県財産条例（ 昭和 3 9 年熊本県条例第 2 3 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 別表中備考以外の部分を次のよ う に改める 。

別表（ 第 7 条関係）

区　 分

使用料

単位
所在地

第 1 級地第 2 級地第 3 級地第 4 級地

土地電柱類を設置する 場合 1 年 電気通信事業法施行令（ 昭和 6 0 年

政令第 7 5 号） 第 8 条の規定の例に

よ り 算定し た額

電線その他こ れに類する も のを電柱類

に設置する 場合（ 電柱類を設置する 場

合を除く 。 ）

1 年 電柱類を設置する 場合の使用料の額

の範囲内で知事が別に定める 額

地下埋設物

を設置する

場合

外径が 0 ． 0 7 メ ート ル未

満のも の

長さ 1

メ ―ト

ルにつ

き 1 年

2 7 円 2 5 円 2 3 円 2 3 円

外径が 0 ． 0 7 メ ート ル以

上 0 ． 1 メ ート ル未満のも

の

3 8 円 3 6 円 3 3 円 3 2 円

外径が 0 ． 1 メ ート ル以上

0 ． 1 5 メ ート ル未満のも

の

5 8 円 5 4 円 5 0 円 4 8 円

外径が 0 ． 1 5 メ ート ル以

上 0 ． 2 メ ート ル未満のも

の

7 7 円 7 2 円 6 6 円 6 4 円

外径が 0 ． 2 メ ート ル以上

0 ． 3 メ ート ル未満のも の

1 2 0 円 1 1 0 円 9 9 円 9 7 円

外径が 0 ． 3 メ ート ル以上

0 ． 4 メ ート ル未満のも の

1 5 0 円 1 4 0 円 1 3 0 円 1 3 0 円

外径が 0 ． 4 メ ート ル以上 2 7 0 円 2 5 0 円 2 3 0 円 2 3 0 円
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　 　 　 附　 則

1 　 こ の条例は、 令和 6 年 4 月 1 日から 施行する 。

2 　 改正後の別表の規定は、 こ の条例の施行の日以後の使用に係る 使用料について適用し 、

同日前の使用に係る 使用料については、 なお従前の例によ る 。

　 （ 提案理由）

　 行政財産である 土地に地下埋設物を設置する 場合の使用料の額を見直す必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。

0 ． 7 メ ート ル未満のも の

外径が 0 ． 7 メ ート ル以上

1 メ ート ル未満のも の

3 8 0 円 3 6 0 円 3 3 0 円 3 2 0 円

外径が 1 メ ート ル以上のも

の

7 7 0 円 7 2 0 円 6 6 0 円 6 4 0 円

その他の場合 1 年 当該土地の台帳価格に 1 0 0 分の 4

を乗じ て得た額に当該土地のう ち使

用さ せる 部分の面積を乗じ て当該土

地の面積で除し て得た額

建物 1 年 当該建物の台帳価格に 1 0 0 分の 7

を乗じ て得た額と 当該建物の建築面

積相当の土地の使用料の額と の合算

額に当該建物のう ち使用さ せる 部分

の延べ面積を乗じ て当該建物の延べ

面積で除し て得た額

その他 1 年 土地又は建物に準じ て知事が別に定

める 額
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第　 4 5 　 号

　 　 　 熊本県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する 条例の制定について

　 熊本県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する 条例を次のよ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する 条例

　 熊本県住民基本台帳法施行条例（ 平成 1 4 年熊本県条例第 4 4 号） の一部を次のよ う に

改正する 。

　 別表第 1 の 7 の項を削る 。

　 別表第 2 中 1 の項を削り 、 2 の項を 1 の項と し 、 3 の項から 2 2 の項ま でを 1 項ずつ繰

り 上げる 。

　 　 　 附　 則

　 こ の条例は、 公布の日から 施行する 。

　 （ 提案理由）

　 住民基本台帳法（ 昭和 4 2 年法律第 8 1 号） の一部改正等に伴い、 関係規定を整理する

必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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第　 4 6 　 号

　 　 　 熊本県税条例の一部を改正する 条例の制定について

　 熊本県税条例の一部を改正する 条例を次のよ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県税条例の一部を改正する 条例

　 熊本県税条例（ 昭和 2 9 年熊本県条例第 2 8 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 附則第 9 条の 2 第 2 項中「 前項」 を「 第 1 項」 に改め、 同項を同条第 3 項と し 、 同条第

1 項の次に次の 1 項を加える 。

2 　 第 1 0 1 条第 3 項の規定は、 前項第 1 号の規定の適用を受ける 自家用の乗用車につい

て準用する 。

　 　 　 附　 則

1 　 こ の条例は、 令和 6 年 4 月 1 日から 施行する 。

2 　 改正後の附則第 9 条の 2 第 2 項の規定は、 令和 6 年度以後の年度分の自動車税の種別

割について適用し 、 令和 5 年度分ま での自動車税の種別割については、 なお従前の例に

よ る 。

　 （ 提案理由）

　 地方税法（ 昭和 2 5 年法律第 2 2 6 号） の一部改正に伴い、 関係規定を整備する 必要が

ある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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第 ４７ 号 

   熊本県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用、特定個人情報の提供等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

 熊本県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ 

く個人番号の利用、特定個人情報の提供等に関する条例の一部を改正する条例を次のよう 

に制定することとする。 

  令和６年２月９日提出 

                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

   熊本県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用、特定個人情報の提供等に関する条例の一部を改正する条例 

 熊本県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ 

く個人番号の利用、特定個人情報の提供等に関する条例（平成２７年熊本県条例第５７号）

の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項第２号中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「法第１９条第８号に規

定する特定個人番号利用事務」に改め、同条第３項中「法別表第２の第４欄に掲げる特定 

個人情報」を「法第１９条第８号に規定する利用特定個人情報」に、「当該特定個人情報」

を「当該利用特定個人情報」に改める。 

                 「災害救助法（昭和 

                  ２２年法律第１１ 

                  ８号）による救助 

            又は扶助金の支給 

に関する情報であ 

って規則で定める 

もの 

                  児童福祉法による 

小児慢性特定疾病 

医療費、療育の給 

付又は障害児入所 

給付費の支給に関 

する情報であって 

規則で定めるもの 

生活保護関係情報 

であって規則で定 
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めるもの 

児童扶養手当法に 

よる児童扶養手当 

の支給に関する情 

報であって規則で 

定めるもの 

母子及び父子並び 

に寡婦福祉法（昭 

和３９年法律第１ 

２９号）による資 

金の貸付け又は給 

付金の支給に関す 

る情報であって規 

則で定めるもの 

特別児童扶養手当 

等の支給に関する 

法律による特別児 

童扶養手当、障害 

児福祉手当又は特 

別障害者手当の支 

給に関する情報で 

あって規則で定め 

るもの 

労働施策の総合的 

な推進並びに労働 

者の雇用の安定及 

び職業生活の充実 

等に関する法律（ 

昭和４１年法律第 

１３２号）による 

職業転換給付金の 

「法別表第２の２６   支給に関する情報 

別表第２中 の項の第４欄に掲 を であって規則で定 に改める。 

げる特定個人情報」  めるもの 
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国民年金法等の一 

部を改正する法律 

（昭和６０年法律 

第３４号）附則第 

９７条第１項の福 

祉手当の支給に関 

する情報であって 

規則で定めるもの 

中国残留邦人等の 

円滑な帰国の促進 

並びに永住帰国し 

た中国残留邦人等 

及び特定配偶者の 

自立の支援に関す 

る法律（平成６年 

法律第３０号）に 

よる永住帰国旅費 

、自立支度金、一 

時金、支援給付、 

配偶者支援金又は 

一時帰国旅費の支 

給に関する情報で 

あって規則で定め 

るもの 

原子爆弾被爆者に 

対する援護に関す 

る法律（平成６年 

法律第１１７号） 

による手当等の支 

給に関する情報で 

あって規則で定め 

るもの 

障害者の日常生活 

及び社会生活を総 
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合的に支援するた 

めの法律（平成１ 

７年法律第１２３ 

号）による自立支 

援給付の支給に関 

する情報であって 

規則で定めるもの 

難病の患者に対す 

   る医療等に関する 

 法律（平成２６年 

  法律第５０号）に 

よる特定医療費の 

支給に関する情報 

であって規則で定 

めるもの    」 

                      「特別支援学校への就学奨励に 

                       関する法律による特別支援学 

                       校への就学のため必要な経費 

     の支弁に関する情報であって 

「法別表第２の２６の項の第４   規則で定めるもの 

欄に掲げる特定個人情報のう   学校保健安全法（昭和３３年 

ち教育委員会が保有するもの   法律第５６号）による医療に 

特別支援学校への就学奨励に   要する費用についての援助に 

別表第３中 関する法律の趣旨に基づく特 を 関する情報であって規則で定 に改め 

別支援学校への就学のため必   めるもの          

要な経費の支弁（同法による   特別支援学校への就学奨励に 

経費の支弁を除く。）に関す   関する法律の趣旨に基づく特 

る情報であって規則で定める   別支援学校への就学のため必 

もの           」  要な経費の支弁（同法による 

経費の支弁を除く。）に関す 

る情報であって規則で定める 

もの           」 

る。 

   附 則 
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この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行の日から施行する。 

（提案理由） 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年

法律第２７号）の一部改正に伴い、関係規定を整理する必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 
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第　 4 9 　 号

熊本県指定介護療養型医療施設の人員、 設備及び運営の基準に関する 条例を廃止す

る 条例の制定について

　 熊本県指定介護療養型医療施設の人員、 設備及び運営の基準に関する 条例を廃止する 条

例を次のよ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

熊本県指定介護療養型医療施設の人員、 設備及び運営の基準に関する 条例を廃止す

る 条例

　 熊本県指定介護療養型医療施設の人員、 設備及び運営の基準に関する 条例（ 平成 2 4 年

熊本県条例第 7 3 号） は、 廃止する 。

　 　 　 附　 則

　 こ の条例は、 令和 6 年 4 月 1 日から 施行する 。

　 （ 提案理由）

　 健康保険法等の一部を改正する 法律（ 平成 1 8 年法律第 8 3 号） 第 2 6 条の規定によ る

改正前の介護保険法（ 平成 9 年法律第 1 2 3 号） の規定中指定介護療養型医療施設に関す

る 部分が失効する こ と に伴い、 熊本県指定介護療養型医療施設の人員、 設備及び運営の基

準に関する 条例を廃止する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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第　 5 0 　 号

　 　 　 熊本県女性相談センタ ー条例等の一部を改正する 条例の制定について

　 熊本県女性相談センタ ー条例等の一部を改正する 条例を次のよ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県女性相談センタ ー条例等の一部を改正する 条例

　 （ 熊本県女性相談センタ ー条例の一部改正）

第 1 条　 熊本県女性相談センタ ー条例（ 昭和 3 9 年熊本県条例第 5 1 号） の一部を次のよ

う に改正する 。

　 第 1 条中「 売春防止法（ 昭和 3 1 年法律第 1 1 8 号） 第 3 4 条第 1 項」 を「 困難な問

題を抱える 女性への支援に関する 法律（ 令和 4 年法律第 5 2 号。 以下「 法」 と いう 。 ）

第 9 条第 1 項」 に、 「 婦人相談所」 を「 女性相談支援センタ ー」 に改める 。

　 第 3 条第 1 項中「 性行又は環境に照ら し て売春を行う おそれのある 女子（ 以下「 要保

護女子」 と いう 。 ） の保護更生」 を「 困難な問題を抱える 女性（ 法第 2 条に規定する 困

難な問題を抱える 女性をいう 。 以下同じ 。 ） への支援」 に改め、 同項各号を次のよ う に

改める 。

（ 1 ）　 困難な問題を抱える 女性に関する 各般の問題について、 困難な問題を抱える 女

性の立場に立って相談に応ずる こ と 又は法第 1 1 条第 1 項に規定する 女性相談支援

員若し く は相談を行う 機関を紹介する こ と 。

（ 2 ）　 困難な問題を抱える 女性（ 困難な問題を抱える 女性がその家族を同伴する 場合

にあっては、 困難な問題を抱える 女性及びその同伴する 家族。 次号から 第 5 号ま で

及び第 4 条において同じ 。 ） の緊急時における 安全の確保及び一時保護を行う こ と 。

（ 3 ）　 困難な問題を抱える 女性の心身の健康の回復を図る ため、 医学的又は心理学的

な援助その他必要な援助を行う こ と 。

（ 4 ）　 困難な問題を抱える 女性が自立し て生活する こ と を促進する ため、 就労の支援、

住宅の確保、 援護、 児童の保育等に関する 制度の利用等について、 情報の提供、 助

言、 関係機関と の連絡調整その他の援助を行う こ と 。

（ 5 ）　 困難な問題を抱える 女性が居住し て保護を受ける こ と ができ る 施設の利用につ

いて、 情報の提供、 助言、 関係機関と の連絡調整その他の援助を行う こ と 。

　 第 3 条第 2 項を削る 。

　 第 4 条中「 要保護女子」 を「 困難な問題を抱える 女性」 に改める 。

　 （ 熊本県知事の権限に属する 事務処理の特例に関する 条例の一部改正）

第 2 条　 熊本県知事の権限に属する 事務処理の特例に関する 条例（ 平成 1 1 年熊本県条例

第 5 8 号） の一部を次のよ う に改正する 。
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　 別表第 6 6 号事務の欄中「 婦人相談所」 を「 女性相談支援センタ ー」 に、 「 婦人保護

施設」 を「 女性自立支援施設」 に改める 。

　 （ 熊本県入浴施設における レ ジオネラ 症の発生防止のための衛生管理に関する 条例の一

部改正）

第 3 条　 熊本県入浴施設における レ ジオネラ 症の発生防止のための衛生管理に関する 条例

（ 平成 1 6 年熊本県条例第 1 3 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 第 2 条第 4 号オ中「 売春防止法（ 昭和 3 1 年法律第 1 1 8 号） 」 を「 困難な問題を抱

える 女性への支援に関する 法律（ 令和 4 年法律第 5 2 号） 」 に、 「 婦人相談所」 を「 女

性相談支援センタ ー」 に、 「 婦人保護施設」 を「 女性自立支援施設」 に改める 。

　 （ 熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する 条例の一部改正）

第 4 条　 熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する 条例（ 平成 2 4 年熊本県条例

第 7 5 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 4 3 条中「 婦人相談所」 を「 女性相談支援センタ ー」 に改める 。

　 　 第 1 1 7 条第 2 項中「 婦人相談員」 を「 女性相談支援員」 に改める 。

　 　 　 附　 則

　 こ の条例は、 令和 6 年 4 月 1 日から 施行する 。

　 （ 提案理由）

　 困難な問題を抱える 女性への支援に関する 法律（ 令和 4 年法律第 5 2 号） の施行を踏ま

え、 関係条例の規定を整備する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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第　 5 1 　 号

熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する 条例等の一部を改正する 条例の

制定について

　 熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する 条例等の一部を改正する 条例を次の

よ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する 条例等の一部を改正する 条例

　 （ 熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する 条例の一部改正）

第 1 条　 熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する 条例（ 平成 2 4 年熊本県条例

第 7 5 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 目次中「 福祉型児童発達支援センタ ー」 を「 児童発達支援センタ ー」 に、 「 第 1 1 章

　 　 医療型児童発達支援センタ ー（ 第 9 1 条－第 9 5 条） 」 を「 第 1 1 章　 削除」 に、 「

　
第 1 5 章　 雑則（ 第 1 1 9 条） 」 を

「 第 1 5 章　 里親支援センタ ー（ 第 1 1 9 条－第 1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 第 1 6 章　 雑則（ 第 1 2 5 条）

　 2 4 条）

　 　 　 　 　 」
に改める 。

　 第 5 条の 3 第 1 項及び第 1 4 条第 1 項中「 及び児童家庭支援センタ ー」 を「 、 児童家

庭支援センタ ー及び里親支援センタ ー」 に改める 。

　 第 2 7 条第 5 項中「 精神保健福祉士」 を「 社会福祉士若し く は精神保健福祉士」 に改

める 。

　 第 2 9 条第 1 項第 4 号ア中「 第 1 3 条第 3 項第 2 号」 を「 第 1 3 条第 3 項第 3 号」 に

改める 。

　 第 3 2 条中「 及び」 を「 について、 年齢、 発達の状況その他の当該乳幼児の事情に応

じ 意見聴取その他の措置をと る こ と によ り 、 当該乳幼児の意見又は意向、 当該乳幼児や」

に改める 。

　 第 3 4 条中「 児童家庭支援センタ ー」 の次に「 、 里親支援センタ ー」 を加える 。

　 第 4 0 条中「 及び」 を「 について、 年齢、 発達の状況その他の当該母子の事情に応じ

意見聴取その他の措置をと る こ と によ り 、 当該母子それぞれの意見又は意向、 当該母子

や」 に改める 。

　 第 4 3 条中「 児童家庭支援センタ ー」 の次に「 、 里親支援センタ ー」 を加える 。

　 第 5 9 条第 3 項中「 精神保健福祉士」 を「 社会福祉士若し く は精神保健福祉士」 に改

める 。

　 第 6 4 条中「 及びその家庭の状況等を勘案し 」 を「 について、 年齢、 発達の状況その
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他の当該児童の事情に応じ 意見聴取その他の措置をと る こ と によ り 、 当該児童の意見又

は意向、 当該児童やその家庭の状況等を勘案し て」 に改める 。

　 第 6 7 条中「 児童家庭支援センタ ー」 の次に「 、 里親支援センタ ー」 を加える 。

　 第 6 8 条第 6 項第 2 号及び第 7 項第 2 号中「 訓練室」 を「 支援室」 に改め、 同条第 8

項中「 肢体不自由」 の次に「 （ 法第 6 条の 2 の 2 第 2 項に規定する 者を いう 。 以下同

じ 。 ） 」 を加え、 同項第 1 号中「 訓練室」 を「 支援室」 に改め、 同項第 2 号中「 屋外訓

練場」 を「 屋外遊戯場」 に改める 。

　 第 6 9 条第 2 2 項中「 心理指導を」 を「 心理支援を」 に、 「 心理指導担当職員」 を「

心理担当職員」 に改め、 同条第 2 3 項中「 心理指導担当職員」 を「 心理担当職員」 に改

める 。

　 第 7 8 条第 1 項第 2 号中「 訓練室」 を「 支援室」 に改め、 同条第 3 項第 1 号中「 屋外

訓練場」 を「 屋外遊戯場」 に改め、 同項第 3 号中「 訓練」 を「 支援」 に改める 。

　 第 7 9 条第 6 項第 6 号中「 心理指導」 を「 心理支援」 に改める 。

　 　 第 1 0 章の章名を次のよ う に改める 。

　 　 　 　 第 1 0 章　 児童発達支援センタ ー

　 第 8 4 条第 1 項中「 福祉型児童発達支援センタ ー（ 主と し て重症心身障害児を通わせ

る 福祉型児童発達支援センタ ーを除く 。 第 3 号において同じ 。 ） 」 を「 児童発達支援セ

ンタ ー」 に改め、 同項第 1 号「 指導訓練室」 を「 発達支援室」 に改め、 同項第 3 号「 福

祉型児童発達支援センタ ー」 を「 児童発達支援センタ ー」 に改め、 同項第 8 号を同項第

9 号と し 、 同項第 7 号の次に次の 1 号を加える 。

　 　（ 8 ）　 静養室

　 第 8 4 条第 3 項から 第 5 項ま でを削り 、 同条第 2 項中「 前項第 1 号及び第 2 号」 を「

第 1 項第 1 号及び第 2 号」 に改め、 「 （ 主と し て難聴児を通わせる 福祉型児童発達支援

センタ ーに設ける 設備を除く 。 ） 」 を削り 、 同項第 1 号中「 指導訓練室」 を「 発達支援

室」 に改め、 同項を同条第 3 項と し 、 同条第 1 項の次に次の 1 項を加える 。

2 　 前項各号（ 第 4 号を除く 。 ） に掲げる 設備のほか、 肢体不自由のある 児童に対し て

治療を行う 児童発達支援センタ ーには、 医療法に規定する 診療所と し て必要な設備を

設けなければなら ない。

　 第 8 5 条第 1 項中「 福祉型児童発達支援センタ ー（ 主と し て難聴児を通わせる 福祉型

児童発達支援センタ ー及び主に重症心身障害児を通わせる 福祉型児童発達支援センタ ー

を除く 。 第 2 項、 第 3 項及び第 6 項において同じ 。 ） 」 を「 児童発達支援センタ ー」 に

改め、 同条第 2 項中「 福祉型児童発達支援センタ ー」 を「 児童発達支援センタ ー」 に改

め、 同条第 3 項中「 福祉型児童発達支援センタ ー」 を「 児童発達支援センタ ー」 に改め、

同項第 2 号中「 第 1 0 項第 2 号において同じ 。 」 を削り 、 同項第 3 号中「 第 1 0 項第 3



22

号において同じ 。 」 を削り 、 同条第 8 項から 第 2 0 項ま でを削り 、 同条第 2 1 項中「 第

9 2 条第 2 項において同じ 。 」 を削り 、 「 福祉型児童発達支援センタ ー」 を「 児童発達

支援センタ ー」 に改め、 同項を同条第 9 項と し 、 同条第 7 項を同条第 8 項と し 、 同条第

6 項中「 福祉型児童発達支援センタ ー」 を「 児童発達支援センタ ー」 に改め、 同項を同

条第 7 項と し 、 同条第 5 項を同条第 6 項と し 、 同条第 4 項中「 （ 主と し て知的障害のあ

る 児童を通わせる 福祉型児童発達支援センタ ーの嘱託医に限る 。 ） 」 を削り 、 同項を同

条第 5 項と し 、 同条第 3 項の次に次の 1 項を加える 。

4 　 児童発達支援センタ ーは、 肢体不自由のある 児童に対し て治療を行う 場合は、 第 1

項各号（ 第 1 号を除く 。 ） に掲げる 職員に加えて、 医療法に規定する 診療所と し て必

要な職員を配置し なければなら ない。

　 第 8 6 条から 第 8 8 条ま での規定中「 福祉型児童発達支援センタ ー」 を「 児童発達支

援センタ ー」 に改める 。

　 第 8 9 条を次のよ う に改める 。

第 8 9 条　 削除

　 第 9 0 条を次のよ う に改める 。

　 　 （ 心理学的及び精神医学的診査）

第 9 0 条　 児童発達支援センタ ーは、 児童に対し て心理学的及び精神医学的診査を行う

場合は、 児童の福祉に有害な実験に及んではなら ない。

　 　 第 1 1 章を次のよ う に改める 。

　 　 　 　 第 1 1 章　 削除

　 第 9 1 条から 第 9 5 条ま で　 削除

　 第 9 7 条第 6 項中「 精神保健福祉士」 を「 社会福祉士若し く は精神保健福祉士」 に改

める 。

　 第 1 0 0 条中「 及びその家庭の状況等を勘案し 」 を「 について、 年齢、 発達の状況そ

の他の当該児童の事情に応じ 意見聴取その他の措置をと る こ と によ り 、 当該児童の意見

又は意向、 当該児童やその家庭の状況等を勘案し て」 に改める 。

　 第 1 0 3 条中「 児童家庭支援センタ ー」 の次に「 、 里親支援センタ ー」 を加える 。

　 第 1 0 5 条第 3 項中「 精神保健福祉士」 を「 社会福祉士若し く は精神保健福祉士」 に

改める 。

　 第 1 1 0 条中「 個々の児童について、 児童及びその家庭の状況等を勘案し 」 を「 児童

について、 年齢、 発達の状況その他の当該児童の事情に応じ 意見聴取その他の措置をと

る こ と によ り 、 当該児童の意見又は意向、 当該児童やその家庭の状況等を勘案し て」 に

改める 。

　 第 1 1 3 条中「 児童家庭支援センタ ー」 の次に「 、 里親支援センタ ー」 を加える 。
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　 第 1 1 9 条を第 1 2 5 条と する 。

　 　 第 1 5 章を第 1 6 章と し 、 第 1 4 章の次に次の 1 章を加える 。

　 　 　 　 第 1 5 章　 里親支援センタ ー

　 　 （ 設備の基準）

第 1 1 9 条　 里親支援センタ ーには、 事務室、 相談室等の里親及び里親に養育さ れる 児

童並びに里親になろう と する 者（ 以下「 里親等」 と いう 。 ） が訪問でき る 設備その他

事業を実施する ために必要な設備を設けなければなら ない。

　 　 （ 従業者の配置の基準等）

第 1 2 0 条　 里親支援センタ ーに配置し なければなら ない従業者は、 次に掲げる と おり

と する 。

　 　（ 1 ）　 里親制度等普及促進担当者

　 　（ 2 ）　 里親等支援員

　 　（ 3 ）　 里親研修等担当者

2 　 前項第 1 号に掲げる 里親制度等普及促進担当者は、 次の各号のいずれかに該当する

者でなければなら ない。

（ 1 ）　 法第 1 3 条第 3 項各号のいずれかに該当する 者

（ 2 ）　 里親と し て 5 年以上の委託児童（ 法第 2 7 条第 1 項第 3 号の規定によ り 里親に

委託さ れた児童をいう 。 以下こ の条及び次条において同じ 。 ） の養育の経験を有す

る 者又は小規模住居型児童養育事業の養育者等（ 児童福祉法施行規則第 1 条の 1 0

に規定する 養育者等をいう 。 以下こ の条及び次条において同じ 。 ） 若し く は児童養

護施設、 乳児院、 児童心理治療施設若し く は児童自立支援施設の職員と し て、 児童

の養育に 5 年以上従事し た者であって、 里親制度その他の児童の養育に必要な制度

への理解及びソ ーシャ ルワ ーク の視点を有する 者

（ 3 ）　 里親制度その他の児童の養育に必要な制度の普及促進及び新たに里親になる こ

と を希望する 者の開拓に関し て、 知事が前 2 号に該当する 者と 同等以上の能力を有

する と 認める 者

3 　 第 1 項第 2 号に掲げる 里親等支援員は、 次の各号のいずれかに該当する 者でなけれ

ばなら ない。

（ 1 ）　 法第 1 3 条第 3 項各号のいずれかに該当する 者

（ 2 ）　 里親と し て 5 年以上の委託児童の養育の経験を有する 者又は小規模住居型児童

養育事業の養育者等若し く は児童養護施設、 乳児院、 児童心理治療施設若し く は児

童自立支援施設の職員と し て、 児童の養育に 5 年以上従事し た者であって、 里親制

度その他の児童の養育に必要な制度への理解及びソ ーシャ ルワ ーク の視点を有する

者
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（ 3 ）　 里親等への支援の実施に関し て、 知事が前 2 号に該当する 者と 同等以上の能力

を有する と 認める 者

4 　 第 1 項第 3 号に掲げる 里親研修等担当者は、 次の各号のいずれかに該当する 者でな

ければなら ない。

（ 1 ）　 法第 1 3 条第 3 項各号のいずれかに該当する 者

（ 2 ）　 里親と し て 5 年以上の委託児童の養育の経験を有する 者又は小規模住居型児童

養育事業の養育者等若し く は児童養護施設、 乳児院、 児童心理治療施設若し く は児

童自立支援施設の職員と し て、 児童の養育に 5 年以上従事し た者であって、 里親制

度その他の児童の養育に必要な制度への理解及びソ ーシャ ルワ ーク の視点を有する

者

（ 3 ）　 里親及び里親になろう と する 者への研修の実施に関し て、 知事が前 2 号に該当

する 者と 同等以上の能力を有する と 認める 者

　 　 （ 里親支援センタ ーの長の資格等）

第 1 2 1 条　 里親支援センタ ーの長は、 次の各号のいずれかに該当し 、 かつ、 法第 1 1

条第 4 項に規定する 里親支援事業の業務の十分な経験を有する 者であって、 里親支援

センタ ーを適切に運営する 能力を有する も のでなければなら ない。

（ 1 ）　 法第 1 3 条第 3 項各号のいずれかに該当する 者

（ 2 ）　 里親と し て 5 年以上の委託児童の養育の経験を有する 者又は小規模住居型児童

養育事業の養育者等若し く は児童養護施設、 乳児院、 児童心理治療施設若し く は児

童自立支援施設の職員と し て、 児童の養育に 5 年以上従事し た者であって、 里親制

度その他の児童の養育に必要な制度への理解及びソ ーシャ ルワ ーク の視点を有する

者

（ 3 ）　 知事が前 2 号に該当する 者と 同等以上の能力を有する と 認める 者

　 　 （ 里親支援）

第 1 2 2 条　 里親支援センタ ーにおける 支援は、 里親制度その他の児童の養育に必要な

制度の普及促進、 新たに里親になる こ と を希望する 者の開拓、 里親、 小規模住居型児

童養育事業に従事する 者及び里親になろう と する 者への研修の実施、 法第 2 7 条第 1

項第 3 号の規定によ る 児童の委託の推進、 里親、 小規模住居型児童養育事業に従事す

る 者、 里親又は小規模住居型児童養育事業に従事する 者に養育さ れる 児童及び里親に

なろう と する 者への支援その他の必要な支援を包括的に行う こ と によ り 、 里親に養育

さ れる 児童が心身と も に健やかに育成さ れる よ う 、 その最善の利益を実現する こ と を

目的と し て行わなければなら ない。

　 　 （ 業務の質の評価等）

第 1 2 3 条　 里親支援センタ ーは、 自ら その行う 法第 4 4 条の 3 第 1 項に規定する 業務
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の質の評価を行う と と も に、 定期的に外部の者によ る 評価を受けて、 それら の結果を

公表し 、 常に当該業務の質の改善を図ら なければなら ない。

　 　 （ 関係機関と の連携）

第 1 2 4 条　 里親支援センタ ーの長は、 県、 市町村、 児童相談所及び里親に養育さ れる

児童の通学する 学校並びに必要に応じ 児童福祉施設、 児童委員等関係機関と 密接に連

携し て、 里親等への支援に当たら なければなら ない。

　 （ 熊本県こ ども 総合療育センタ ー条例の一部改正）

第 2 条　 熊本県こ ど も 総合療育センタ ー条例（ 昭和 3 0 年熊本県条例第 2 8 号） の一部を

次のよ う に改正する 。

　 　 第 2 条第 2 号を次のよ う に改める 。

　 　（ 2 ）　 法第 4 3 条に規定する 児童発達支援センタ ー

　 　 第 2 条第 3 号を削る 。

　 （ 熊本県看護師等修学資金貸与条例の一部改正）

第 3 条　 熊本県看護師等修学資金貸与条例（ 昭和 3 7 年熊本県条例第 3 3 号） の一部を次

のよ う に改正する 。

　 第 7 条第 1 項第 1 号ア（ イ ） 中「 第 6 条の 2 の 2 第 3 項」 を「 第 7 条第 2 項」 に改め、

同号ア（ ク ） 中「 母子保健法（ 昭和 4 0 年法律第 1 4 1 号） 第 2 2 条第 2 項」 を「 児童

福祉法第 1 0 条の 2 第 1 項」 に、 「 母子健康包括支援センタ ー」 を「 こ ど も 家庭センタ

ー」 に改める 。

（ 熊本県入浴施設における レ ジオネラ 症の発生防止のための衛生管理に関する 条例の一

部改正）

第 4 条　 熊本県入浴施設における レ ジオネラ 症の発生防止のための衛生管理に関する 条例

（ 平成 1 6 年熊本県条例第 1 3 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 第 2 条第 4 号イ 中「 、 医療型児童発達支援」 を削り 、 「 児童自立支援施設」 の次に「 、

こ ども 家庭センタ ー」 を加え、 同号ク を削り 、 同号ケを同号ク と し 、 同号コ から シま で

を同号ケから サま でと し 、 同号ス 中「 シま で」 を「 サま で」 に改め、 同号ス を同号シと

する 。

　 （ 熊本県指定通所支援の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例の一部改正）

第 5 条　 熊本県指定通所支援の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例（ 平成

2 4 年熊本県条例第 8 2 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 　 　 　 「 第 3 章　 医療型児童発達支援

　 　 　 　 　 　 　 第 1 節　 基本方針（ 第 6 2 条）

　 　 目次中　 　 第 2 節　 人員に関する 基準（ 第 6 3 条－第 6 4 条） 　 を「 第 3 章　 削除」

　 　 　 　 　 　 　 第 3 節　 設備に関する 基準（ 第 6 5 条）
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　 　 　 　 　 　 　 第 4 節　 運営に関する 基準（ 第 6 6 条－第 7 1 条） 」

　 に改める 。

　 第 2 条第 2 項第 3 号中「 指定障害児通所支援事業者等」 を「 指定障害児通所支援事業

者」 に改め、 同項第 4 号中「 、 第 6 2 条に規定する 指定医療型児童発達支援の事業」 を

削る 。

　 第 3 条（ 見出し を含む。 ） 中「 指定障害児通所支援事業者等」 を「 指定障害児通所支

援事業者」 に改める 。

　 第 4 条第 2 項中「 医療型児童発達支援」 を「 児童発達支援」 に改める 。

　 第 5 条中「 指導及び訓練」 を「 支援をし 、 又はこ れに併せて治療（ 上肢、 下肢又は体

幹の機能の障害のある 児童に対し て行われる も のに限る 。 以下同じ 。 ） 」 に改める 。

　 第 7 条第 6 項及び第 7 項を削り 、 同条第 5 項中「 前項」 を「 第 4 項」 に改め、 同項を

同条第 6 項と し 、 同条第 4 項の次に次の 1 項を加える 。

5 　 第 1 項各号及び第 4 項に掲げる 従業者のほか、 指定児童発達支援事業所において、

治療を行う 場合には、 医療法（ 昭和 2 3 年法律第 2 0 5 号） に規定する 診療所と し て

必要と さ れる 数の従業者を有し なければなら ない。

　 第 7 条第 8 項中「 第 5 項」 を「 前項」 に改め、 同項を同条第 7 項と し 、 同条第 9 項中

「 、 第 6 項第 1 号」 を削り 、 同項を同条第 8 項と し 、 同条第 1 0 項中「 第 7 項ま で（ 第

1 項第 1 号を除く 。 ） 」 を「 第 4 項ま で（ 第 1 項第 1 号を除く 。 ） 及び第 6 項」 に改め、

同項を同条第 9 項と し 、 同項の次に次の 1 項を加える 。

1 0 　 第 5 項に規定する 従業者は、 専ら 当該指定児童発達支援事業所の職務に従事する

者でなければなら ない。 ただし 、 障害児の支援に支障がない場合は、 障害児の保護に

直接従事する 従業者を除き 、 併せて設置する 他の社会福祉施設の職務に従事さ せる こ

と ができ る 。

　 第 7 条第 1 1 項中「 前項」 を「 前 2 項」 に改める 。

　 第 8 条ただし 書中「 同一敷地内にある 他の」 を「 当該指定児童発達支援事業所以外の」

に改める 。

　 第 1 0 条中「 指導訓練室」 を「 発達支援室」 に、 「 訓練に」 を「 支援に」 に改める 。

　 第 1 1 条第 1 項第 1 号中「 指導訓練室」 を「 発達支援室」 に改め、 同項第 8 号を同項

第 9 号と し 、 同項第 7 号の次に次の 1 号を加える 。

　 　（ 8 ）　 静養室

　 　 第 1 1 条第 2 項を次のよ う に改める 。

2 　 前項各号（ 第 4 号を除く 。 ） に掲げる 設備のほか、 治療を行う 指定児童発達支援事

業所は、 医療法に規定する 診療所と し て必要な設備を設けなければなら ない。

　 第 1 1 条第 3 項中「 指導訓練室」 を「 発達支援室」 に改め、 同項ただし 書を削り 、 同
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条第 4 項を削り 、 同条第 5 項中「 第 1 項各号」 の次に「 及び第 2 項」 を加え、 「 並びに

前項の静養室及び聴力検査室」 を削り 、 同項ただし 書中「 場合は、 」 の次に「 第 2 項に

掲げる 設備を除き 、 」 を加え、 同項を同条第 4 項と する 。

　 第 1 2 条ただし 書中「 指定児童発達支援事業所」 の次に「 （ 児童発達支援センタ ーで

ある も のを除く 。 ） 」 を加える 。

　 第 2 4 条第 2 項中「 当該指定児童発達支援に係る 指定通所支援費用基準額」 を「 、 次

の各号に掲げる 区分に応じ 、 当該各号に定める 額」 に改め、 同項に次の各号を加える 。

（ 1 ）　 次号に掲げる 場合以外の場合　 当該指定児童発達支援に係る 指定通所支援費用

基準額

（ 2 ）　 治療を行う 場合　 前号に掲げる 額のほか、 当該指定児童発達支援のう ち肢体不

自由児通所医療（ 食事療養（ 健康保険法（ 大正 1 1 年法律第 7 0 号） 第 6 3 条第 2

項第 1 号に規定する 食事療養をいう 。 ） を除く 。 以下同じ 。 ） に係る も のにつき 健

康保険の療養に要する 費用の額の算定方法の例によ り 算定し た費用の額

　 第 2 5 条中「 指定障害児通所支援事業者等」 を「 指定障害児通所支援事業者」 に改め

る 。

　 第 2 6 条第 1 項中「 の支給」 を「 又は肢体不自由児通所医療費の支給」 に、 「 の額」

を「 及び肢体不自由児通所医療費の額」 に改める 。

　 第 2 7 条第 5 項中「 当該児童発達支援を利用する 障害児の」 を削り 、 同項を同条第 7

項と し 、 同条第 4 項中「 前項の評価」 を「 自己評価及び保護者評価」 に、 「 及び同項の」

を「 並びに前項に規定する 」 に改め、 「 内容を」 の次に「 保護者に示すと と も に、 」 を

加え、 同項を同条第 6 項と し 、 同条第 3 項中「 ついて、 」 の次に「 指定児童発達支援事

業所の従事者によ る 評価を受けた上で、 」 を、 「 自ら 評価」 の次に「 （ 以下こ の条にお

いて「 自己評価」 と いう 。 ） 」 を加え、 「 保護者」 を「 通所給付決定保護者（ 以下こ の

条において「 保護者」 と いう 。 ） 」 に改め、 「 によ る 評価」 の次に「 （ 以下こ の条にお

いて「 保護者評価」 と いう 。 ） 」 を加え、 同項を同条第 5 項と し 、 同条第 2 項を同条第

3 項と し 、 同項の次に次の 1 項を加える 。

4 　 指定児童発達支援事業者は、 障害児の適性、 障害の特性その他の事情を踏ま えた指

定児童発達支援（ 治療に係る 部分を除く 。 以下こ の条及び次条において同じ 。 ） の確

保並びに次項の規定によ る 指定児童発達支援の質の評価及びその改善の適切な実施の

観点から 、 指定児童発達支援の提供に当たっては、 心身の健康等に関する 領域を含む

総合的な支援を行わなければなら ない。

　 　 第 2 7 条第 1 項の次に次の 1 項を加える 。

2 　 指定児童発達支援事業者は、 障害児が自立し た日常生活又は社会生活を営むこ と が

でき る よ う 、 障害児及びその保護者の意思をでき る 限り 尊重する ための配慮をし なけ
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ればなら ない。

　 　 第 2 7 条の次に次の 2 条を加える 。

第 2 7 条の 2 　 指定児童発達支援事業者は、 指定児童発達支援事業所ごと に指定児童発

達支援プロ グラ ム（ 前条第 4 項に規定する 領域と の関連性を明確にし た指定児童発達

支援の実施に関する 計画をいう 。 ） を策定し 、 イ ンタ ーネッ ト の利用その他の方法に

よ り 公表し なければなら ない。

　 　 （ 障害児の地域社会への参加・ 包摂の推進）

第 2 7 条の 3 　 指定児童発達支援事業者は、 障害児が指定児童発達支援を利用する こ と

によ り 、 地域の保育、 教育等の支援を受ける こ と ができ る よ う にする こ と で、 障害の

有無にかかわら ず、 全ての児童が共に成長でき る よ う 、 地域社会への参加及び包摂（

以下「 イ ンク ルージョ ン」 と いう 。 ） の推進に努めなければなら ない。

　 第 2 8 条第 2 項中「 行い、 」 を「 行う と と も に、 障害児の年齢及び発達の程度に応じ

て、 その意見が尊重さ れ、 その最善の利益が優先し て考慮さ れ、 心身と も に健やかに育

成さ れる よ う 」 に改め、 同条第 4 項中「 課題、 」 の次に「 第 2 7 条第 4 項に規定する 領

域と の関連性及びイ ンク ルージョ ンの観点を踏ま えた」 を加え、 同条第 5 項中「 当たっ

ては」 の次に「 、 障害児の意見が尊重さ れ、 その最善の利益が優先し て考慮さ れる 体制

を確保し た上で」 を加え、 同条第 7 項中「 通所給付決定保護者」 の次に「 及び当該通所

給付決定保護者に対し て指定障害児相談支援（ 法第 2 4 条の 2 6 第 2 項に規定する 指定

障害児相談支援をいう 。 ） を提供する 者」 を加える 。

　 第 2 9 条に次の 1 項を加える 。

2 　 児童発達支援管理責任者は、 業務を行う に当たっては、 障害児が自立し た日常生活

又は社会生活を営むこ と ができ る よ う 、 障害児及び通所給付決定保護者の意思をでき

る 限り 尊重する よ う 努めなければなら ない。

　 第 3 1 条の見出し 並びに同条第 1 項及び第 3 項から 第 5 項ま での規定中「 指導、 訓練

等」 を「 支援」 に改める 。

　 第 3 6 条中「 特例障害児通所給付費」 の次に「 又は肢体不自由児通所医療費」 を加え

る 。

　 第 4 0 条中「 指導訓練室」 を「 発達支援室」 に改める 。

　 第 4 1 条の 2 第 3 項中「 保護者」 を「 通所給付決定保護者」 に改める 。

　 第 4 3 条中「 指定児童発達支援事業者は」 を「 指定児童発達支援事業者（ 治療を行う

も のを除く 。 ） は」 に改める 。

　 第 5 0 条第 1 項中「 第 5 条第 1 8 項」 を「 第 5 条第 1 9 項」 に改める 。

　 第 5 7 条第 1 項中「 指導訓練」 を「 発達支援」 に改め、 同条第 2 項中「 指導訓練」 を

「 発達支援」 に、 「 訓練に」 を「 支援に」 に改める 。
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　 　 第 3 章を次のよ う に改める 。

　 　 　 　 第 3 章　 削除

　 第 6 2 条から 第 7 1 条ま で　 削除

　 第 7 2 条中「 必要な訓練」 を「 必要な支援」 に、 「 指導及び訓練」 を「 支援」 に改め

る 。

　 第 7 5 条第 1 項中「 指導訓練室」 を「 発達支援室」 に改め、 同条第 2 項中「 指導訓練

室」 を「 発達支援室」 に、 「 訓練に」 を「 支援に」 に改める 。

　 第 8 0 条第 1 項中「 指導訓練」 を「 発達支援」 に改め、 同条第 2 項中「 指導訓練」 を

「 発達支援」 に、 「 訓練に」 を「 支援に」 に改める 。

　 第 8 1 条の 3 第 2 項中「 心理指導担当職員」 を「 心理担当職員」 に、 「 の指導、 知識

技能の付与」 を「 及び知識技能の習得」 に、 「 必要な訓練」 を「 必要な支援」 に改め、

「 以下」 の次に「 こ の項において単に」 を加え、 「 訓練等」 を「 支援」 に、 「 ） を行い、

及び」 を「 ） を行い、 並びに」 に、 「 又は職業教育」 を「 若し く は職業教育」 に改める 。

　 第 8 1 条の 7 の次に次の 1 条を加える 。

　 　 （ 指定居宅訪問型児童発達支援の取扱方針）

第 8 1 条の 7 の 2 　 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、 第 8 1 条の 9 において準用

する 第 2 8 条第 1 項に規定する 居宅訪問型児童発達支援計画に基づき 、 障害児の心身

の状況等に応じ て、 障害児の支援を適切に行う と と も に、 指定居宅訪問型児童発達支

援の提供が漫然かつ画一的なも のと なら ないよ う 配慮し なければなら ない。

2 　 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、 障害児が自立し た日常生活又は社会生活を

営むこ と ができ る よ う 、 障害児及びその保護者の意思をでき る 限り 尊重する ための配

慮をし なければなら ない。

3 　 指定居宅訪問型児童発達支援事業所の従業者は、 指定居宅訪問型児童発達支援の提

供に当たっては、 懇切丁寧に行う こ と を旨と し 、 通所給付決定保護者及び障害児に対

し 支援上必要な事項について理解し やすいよ う に説明を行わなければなら ない。

4 　 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、 障害児の適性、 障害の特性その他の事情を

踏ま えた指定居宅訪問型児童発達支援（ 治療に係る 部分を除く 。 以下こ の条において

同じ 。 ） の確保並びに次項の規定によ る 指定居宅訪問型児童発達支援の質の評価及び

その改善の適切な実施の観点から 、 指定居宅訪問型児童発達支援の提供に当たっては、

心身の健康等に関する 領域を含む総合的な支援内容と し なければなら ない。

5 　 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、 その提供する 指定居宅訪問型児童発達支援

の質について自ら 評価を行い、 常にその指定居宅訪問型児童発達支援の質の改善を図

ら なければなら ない。

6 　 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、 前項の評価の結果を公表する よ う 努めなけ
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ればなら ない。

7 　 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、 その提供する 指定居宅訪問型児童発達支援

の質について定期的に外部の者によ る 評価を受け、 その結果を公表し 、 常にその指定

居宅訪問型児童発達支援の質の改善を図る よ う 努めなければなら ない。

　 第 8 1 条の 9 中「 第 2 6 条」 の次に「 、 第 2 7 条の 2 」 を加え、 「 第 4 8 条、 第 5 0

条、 第 5 1 条」 を「 第 4 8 条から 第 5 1 条ま で」 に、 「 、 第 5 3 条から 第 5 5 条の 2 ま

で、 第 6 3 条の 2 並びに第 6 9 条の 2 」 を「 並びに第 5 3 条から 第 5 5 条の 2 ま で」 に、

「 第 6 9 条の 2 第 1 項中「 第 7 1 条」 と ある のは「 第 8 1 条の 9 」 と 、 「 医療型児童発

達支援計画」 と ある のは「 居宅訪問型児童発達支援計画」 と 」 を「 第 2 8 条第 4 項中「

第 2 7 条第 4 項に規定する 領域と の関連性及びイ ンク ルージョ ンの観点を踏ま えた」 と

ある のは「 第 2 7 条第 4 項に掲げる 領域と の関連性を踏ま えた」 と 、 第 4 9 条第 1 項中

「 行わなければなら ない」 と ある のは「 行う よ う 努めなければなら ない」 と 」 に改める 。

　 第 8 9 条中「 第 2 6 条」 の次に「 、 第 2 7 条（ 第 4 項を除く 。 ） 、 第 2 7 条の 3 」 を

加え、 「 第 4 8 条、 第 5 0 条、 第 5 1 条」 を「 第 4 8 条から 第 5 1 条ま で」 に、 「 第 6

3 条の 2 、 第 6 9 条の 2 並びに第 8 1 条の 6 から 第 8 1 条の 8 ま で」 を「 第 8 1 条の 6 、

第 8 1 条の 7 並びに第 8 1 条の 8 」 に、 「 第 2 8 条（ 」 を「 第 2 7 条第 1 項及び第 2 8

条（ 」 に、 「 第 4 4 条第 1 項」 を「 第 2 7 条第 5 項中「 を受け」 と ある のは「 及び当該

事業所の訪問支援員が当該障害児に対し て保育所等訪問支援を行う に当たって訪問する

施設（ 以下「 訪問先施設」 と いう 。 ） によ る 評価（ 以下「 訪問先施設評価」 と いう 。 ）

を受け」 と 、 同項第 5 号中「 障害児及びその保護者」 と ある のは「 障害児及びその保護

者並びに当該訪問先施設」 と 、 同条第 6 項中「 自己評価及び保護者評価」 と ある のは「

自己評価、 保護者評価及び訪問先施設評価」 と 、 「 保護者に示す」 と ある のは「 保護者

及び訪問先に示す」 と 、 第 2 8 条第 4 項中「 第 2 7 条第 4 項に規定する 領域と の関連性

及びイ ンク ルージョ ンの観点を踏ま えた」 と ある のは「 イ ンク ルージョ ンの観点を踏ま

えた」 と 、 同条第 5 項中「 担当者等」 と ある のは「 担当者及び当該障害児に係る 訪問先

施設の担当者等」 と 、 第 4 4 条第 1 項」 に改め、 「 勤務体制」 と 」 の次に「 、 第 4 9 条

第 1 項中「 行わなければなら ない」 と ある のは「 行う よ う 努めなければなら ない」 と 」

を加え、 「 、 第 6 9 条の 2 第 1 項中「 第 7 1 条」 と ある のは「 第 8 9 条」 と 、 「 医療型

児童発達支援計画」 と ある のは「 保育所等訪問支援計画」 と 」 を削る 。

　 第 9 0 条第 1 項中「 第 5 項及び第 8 項」 を「 第 6 項及び第 7 項」 に改め、 「 、 第 6 3

条」 を削り 、 「 第 6 項」 を「 第 5 項」 に、 「 同項第 1 号中「 指定児童発達支援」 と ある

のは「 指定通所支援」 と 、 同条第 7 項中「 指定児童発達支援事業所」 と ある のは「 多機

能型事業所」 と 、 同条第 9 項」 を「 同条第 8 項」 に、 「 同条第 1 0 項」 を「 同条第 9 項」

に、 「 第 6 3 条第 1 項中「 事業所（ 以下「 指定医療型児童発達支援事業所」 と いう 。 ） 」
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と あり 、 並びに同条第 2 項及び第 3 項中「 指定医療型児童発達支援事業所」 と ある のは

「 多機能型事業所」 と 」 を「 同条第 1 0 項中「 当該指定児童発達支援事業所」 と ある の

は「 当該多機能型事業所」 と 」 に改める 。

　 第 9 2 条第 1 項中「 、 第 6 6 条」 を削り 、 同条第 2 項中「 、 第 6 6 条」 を削り 、 「 、

指定医療型児童発達支援又は」 を「 又は」 に、 「 、 指定医療型児童発達支援の事業又は」

を「 又は」 に改め、 同条第 3 項及び第 4 項中「 、 第 6 6 条」 を削る 。

　 第 9 3 条第 1 項中「 指定障害児通所支援事業者等」 を「 指定障害児通所支援事業者」

に改め、 「 、 第 7 1 条」 を削り 、 同条第 2 項中「 指定障害児通所支援事業者等」 を「 指

定障害児通所支援事業者」 に改める 。

　 （ 熊本県指定障害児入所施設等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例の一部改正）

第 6 条　 熊本県指定障害児入所施設等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例（ 平成

2 4 年熊本県条例第 8 3 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 第 2 条第 2 項中「 第 2 4 条の 2 4 第 2 項」 を「 第 2 4 条の 2 4 第 3 項」 に改める 。

　 第 3 条第 1 項中「 いう 。 ） 」 の次に「 及び障害児（ 1 5 歳以上の障害児に限る 。 ） が

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する ための法律（ 平成 1 7 年法律第 1 2

3 号。 以下「 障害者総合支援法」 と いう 。 ） 第 5 条第 1 項に規定する 障害福祉サービス

（ 以下「 障害福祉サービス 」 と いう 。 ） その他のサービス を利用し つつ自立し た日常生

活又は社会生活を営むこ と ができ る よ う 、 自立し た日常生活又は社会生活への移行につ

いて支援する 上で必要な事項を定めた計画（ 以下「 移行支援計画」 と いう 。 ） 」 を加え、

同条第 3 項中「 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する ための法律（ 平成 1

7 年法律第 1 2 3 号。 以下「 障害者総合支援法」 と いう 。 ） 第 5 条第 1 項に規定する 障

害福祉サービス （ 第 4 6 条において「 障害福祉サービス 」 と いう 。 ） 」 を「 障害福祉サ

ービス 」 に改める 。

　 第 5 条第 1 項第 2 号イ 中「 第 6 条の 2 の 2 第 3 項」 を「 第 6 条の 2 の 2 第 2 項」 に改

め、 同条第 5 項中「 心理指導を」 を「 心理支援を」 に、 「 心理指導担当職員」 を「 心理

担当職員」 に改め、 同条第 6 項中「 心理指導担当職員」 を「 心理担当職員」 に改める 。

　 第 6 条第 4 項第 2 号及び第 3 号中「 訓練室」 を「 支援室」 に改め、 同項第 4 号中「 訓

練室」 を「 支援室」 に、 「 屋外訓練場」 を「 屋外遊戯場」 に改める 。

　 第 2 0 条中第 5 項を第 7 項と し 、 第 2 項から 第 4 項ま でを 2 項ずつ繰り 下げ、 同条第

1 項中「 入所支援計画」 の次に「 及び移行支援計画」 を加え、 同項の次に次の 2 項を加

える 。

2 　 指定福祉型障害児入所施設は、 障害児ができ る 限り 良好な家庭的環境において指定

入所支援を受ける こ と ができ る よ う 努めなければなら ない。

3 　 指定福祉型障害児入所施設は、 障害児が自立し た日常生活又は社会生活を営むこ と
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ができ る よ う 、 障害児及び入所給付決定保護者の意思をでき る 限り 尊重する ための配

慮をし なければなら ない。

　 第 2 1 条第 2 項中「 こ の条において」 を削り 、 「 行い、 」 を「 行う と と も に、 障害児

の年齢及び発達の程度に応じ て、 その意見が尊重さ れ、 その最善の利益が優先し て考慮

さ れ、 心身と も に健やかに育成さ れる よ う 」 に改め、 同条第 5 項「 当たっては、 」 の次

に「 障害児の意見が尊重さ れ、 その最善の利益が優先し て考慮さ れる 体制を確保し た上

で、 」 を加える 。

　 第 2 1 条の次に次の 1 条を加える 。

　 　 （ 移行支援計画の作成等）

第 2 1 条の 2 　 指定福祉型障害児入所施設の管理者は、 児童発達支援管理責任者に移行

支援計画の作成に関する 業務を担当さ せる も のと する 。

2 　 児童発達支援管理責任者は、 移行支援計画の作成に当たっては、 適切な方法によ り 、

障害児について、 アセス メ ント を行い、 障害児が障害福祉サービス その他のサービス

を利用し つつ自立し た日常生活又は社会生活を営むこ と ができ る よ う 、 自立し た日常

生活又は社会生活への移行について支援する 上で必要な支援内容の検討をし なければ

なら ない。

3 　 児童発達支援管理責任者は、 アセス メ ント 及び支援内容の検討結果に基づき 、 障害

児が障害福祉サービス その他のサービス を利用し つつ自立し た日常生活又は社会生活

を営むこ と ができ る よ う 、 自立し た日常生活又は社会生活への移行について支援する

上で必要な取組、 当該支援を提供する 上での留意事項その他必要な事項を記載し た移

行支援計画の原案を作成し なければなら ない。

4 　 児童発達支援管理責任者は、 移行支援計画の作成後、 移行支援計画の実施状況の把

握（ 障害児についての継続的なアセス メ ント を含む。 ） を行う と と も に、 障害児につ

いて解決すべき 課題を把握し 、 少なく と も 6 月に 1 回以上、 移行支援計画の見直し を

行い、 必要に応じ て移行支援計画の変更を行う も のと する 。

5 　 前条第 3 項及び第 5 項から 第 7 項ま での規定は、 第 2 項に規定する 移行支援計画の

作成について準用する 。

6 　 前条第 3 項、 第 5 項から 第 7 項ま で及び第 9 項並びに第 2 項及び第 3 項の規定は、

第 4 項に規定する 移行支援計画の変更について準用する 。

　 　 第 2 2 条に次の 1 項を加える 。

2 　 児童発達支援管理責任者は、 業務を行う に当たっては、 障害児が自立し た日常生活

又は社会生活を営むこ と ができ る よ う 、 障害児及び入所給付決定保護者の意思をでき

る 限り 尊重する よ う 努めなければなら ない。

　 第 2 5 条の見出し 並びに同条第 1 項及び第 3 項から 第 5 項ま での規定中「 指導、 訓練
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等」 を「 支援」 に改める 。

　 　 第 3 9 条に次の 2 項を加える 。

3 　 指定福祉型障害児入所施設は、 感染症の予防及び感染症の患者に対する 医療に関す

る 法律（ 平成 1 0 年法律第 1 1 4 号） 第 6 条第 1 7 項に規定する 第二種協定指定医療

機関（ 次項において単に「 第二種協定指定医療機関」 と いう 。 ） と の間で、 新興感染

症（ 同条第 7 項に規定する 新型イ ンフ ルエンザ等感染症、 同条第 8 項に規定する 指定

感染症又は同条第 9 項に規定する 新感染症をいう 。 次項において同じ 。 ） の発生時等

の対応を取り 決める よ う に努めなければなら ない。

4 　 指定福祉型障害児入所施設は、 協力医療機関が第二種協定指定医療機関である 場合

においては、 当該第二種協定指定医療機関と の間で、 新興感染症の発生時等の対応に

ついて協議を行わなければなら ない。

　 第 4 6 条第 1 項中「 第 5 条第 1 8 項」 を「 第 5 条第 1 9 項」 に改める 。

　 第 5 2 条第 1 項第 5 号中「 心理指導」 を「 心理支援」 に改める 。

　 第 5 3 条第 1 項第 2 号中「 訓練室」 を「 支援室」 に改め、 同条第 2 項第 2 号ア中「 屋

外訓練場」 を「 屋外遊戯場」 に改め、 同号ウ 中「 指導」 を「 支援」 に改める 。

　 　 　 附　 則

　 （ 施行期日）

1 　 こ の条例は、 令和 6 年 4 月 1 日から 施行する 。 ただし 、 第 5 条中熊本県指定通所支援

の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例第 5 0 条第 1 項の改正規定及び第

6 条中熊本県指定障害児入所施設等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例第 4 6

条第 1 項の改正規定は、 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する ための法律

等の一部を改正する 法律（ 令和 4 年法律第 1 0 4 号） 附則第 1 条第 4 号に掲げる 規定の

施行の日から 施行する 。

　 （ 経過措置）

2 　 児童福祉法等の一部を改正する 法律（ 令和 4 年法律第 6 6 号。 以下「 一部改正法」 と

いう 。 ） 附則第 1 1 条の規定によ り 一部改正法第 2 条の規定によ る 改正後の児童福祉法

（ 昭和 2 2 年法律第 1 6 4 号。 次項において「 新児童福祉法」 と いう 。 ） 第 4 3 条に規

定する 児童発達支援センタ ーを設置し ている も のと みなさ れる も のについては、 第 1 条

の規定によ る 改正後の熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準等に関する 条例（ 以下

「 新児童福祉施設基準条例」 と いう 。 ） 第 8 4 条の規定にかかわら ず、 当分の間、 なお

従前の例によ る こ と ができ る 。

3 　 一部改正法附則第 1 1 条の規定によ り 新児童福祉法第 4 3 条に規定する 児童発達支援

センタ ーを設置し ている も のと みなさ れる も のについては、 新児童福祉施設基準条例第

8 5 条の規定にかかわら ず、 令和 9 年 3 月 3 1 日ま での間、 なお従前の例によ る こ と が
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でき る 。

4 　 こ の条例の施行の際現に設置さ れている 第 1 条の規定によ る 改正前の熊本県児童福祉

施設の設備及び運営の基準等に関する 条例（ 次項において「 旧児童福祉施設基準条例」

と いう 。 ） 第 8 4 条第 4 項に規定する 主と し て難聴児を通わせる 福祉型児童発達支援セ

ンタ ー及び同条第 5 項に規定する 主と し て重症心身障害児を通わせる 福祉型児童発達支

援センタ ーについては、 新児童福祉施設基準条例第 8 4 条の規定にかかわら ず、 当分の

間、 なお従前の例によ る こ と ができ る 。

5 　 こ の条例の施行の際現に設置さ れている 旧児童福祉施設基準条例第 8 4 条第 4 項に規

定する 主と し て難聴児を通わせる 福祉型児童発達支援センタ ー及び同条第 5 項に規定す

る 主と し て重症心身障害児を通わせる 福祉型児童発達支援センタ ーについては、 新児童

福祉施設基準条例第 8 5 条の規定にかかわら ず、 令和 9 年 3 月 3 1 日ま での間、 なお従

前の例によ る こ と ができ る 。

6 　 こ の条例の施行の日前に第 3 条の規定によ る 改正前の熊本県看護師等修学資金貸与条

例第 7 条第 1 号ア（ ク ） に掲げる 施設において助産師の業務に従事し た者は、 当該施設

において従事し た期間に相当する 間、 第 3 条の規定によ る 改正後の熊本県看護師等修学

資金貸与条例第 7 条第 1 号ア（ ク ） に掲げる 施設において助産師の業務に従事し た者と

みなす。

7 　 こ の条例の施行の際現に指定を受けている 第 5 条の規定によ る 改正前の熊本県指定通

所支援の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例（ 以下「 旧指定通所支援基

準条例」 と いう 。 ） 第 6 3 条に規定する 指定医療型児童発達支援事業者については、 改

正後の熊本県指定通所支援の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例（ 以下

「 新指定通所支援基準条例」 と いう 。 ） 第 7 条の規定にかかわら ず、 令和 9 年 3 月 3 1

日ま での間、 なお従前の例によ る こ と ができ る 。

8 　 こ の条例の施行の際現に指定を受けている 旧指定通所支援基準条例第 6 3 条に規定す

る 指定医療型児童発達支援事業者については、 新指定通所支援基準条例第 1 0 条の規定

にかかわら ず、 当分の間、 なお従前の例によ る こ と ができ る 。

9 　 こ の条例の施行の際現に設置さ れている 旧指定通所支援基準条例第 7 条第 6 項に規定

する 主と し て難聴児を通わせる 指定児童発達支援事業所及び同条第 7 項に規定する 主と

し て重症心身障害児を通わせる 指定児童発達支援事業所については、 新指定通所支援基

準条例第 7 条及び第 1 2 条の規定にかかわら ず、 令和 9 年 3 月 3 1 日ま での間、 なお従

前の例によ る こ と ができ る 。

1 0 　 こ の条例の施行の際現に設置さ れている 旧指定通所支援基準条例第 7 条第 6 項に規

定する 主と し て難聴児を通わせる 指定児童発達支援事業所及び同条第 7 項に規定する 主

と し て重症心身障害児を通わせる 指定児童発達支援事業所については、 新指定通所支援



35

基準条例第 1 1 条の規定にかかわら ず、 当分の間、 なお従前の例によ る こ と ができ る 。

1 1 　 新指定通所支援基準条例第 2 7 条の 2 （ 新指定通所支援基準条例第 5 5 条の 6 、 第

5 9 条、 第 7 8 条、 第 7 8 条の 2 、 第 8 1 条及び第 8 1 条の 9 において準用する 場合を

含む。 ） の規定の適用については、 令和 7 年 3 月 3 1 日ま での間、 新指定通所支援基準

条例第 2 7 条の 2 中「 公表し なければ」 と ある のは「 公表する よ う 努めなければ」 と す

る 。

　 （ 提案理由）

　 児童福祉法（ 昭和 2 2 年法律第 1 6 4 号） の一部改正等を踏ま え、 関係条例の規定を整

備する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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第　 5 2 　 号

熊本県指定障害福祉サービス の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例

等の一部を改正する 条例の制定について

　 熊本県指定障害福祉サービス の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例等の

一部を改正する 条例を次のよ う に制定する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

熊本県指定障害福祉サービス の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例

等の一部を改正する 条例

（ 熊本県指定障害福祉サービス の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例の

一部改正）

第 1 条　 熊本県指定障害福祉サービス の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条

例（ 平成 2 4 年熊本県条例第 7 6 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 目次中「 第 1 4 9 条の 4 」 を「 第 1 4 9 条の 5 」 に改める 。

　 第 2 条第 2 項第 6 号中「 、 指定通所支援基準条例第 6 2 条に規定する 指定医療型児童

発達支援の事業」 を削る 。

　 第 7 条ただし 書中「 同一敷地内にある 他の」 を「 当該指定居宅介護事業所以外の」 に

改める 。

　 第 2 6 条中第 4 号を第 5 号と し 、 第 3 号を第 4 号と し 、 第 2 号を第 3 号と し 、 第 1 号

の次に次の 1 号を加える 。

（ 2 ）　 指定居宅介護の提供に当たっては、 利用者が自立し た日常生活又は社会生活を

営むこ と ができ る よ う 、 利用者の意思決定の支援に配慮する こ と 。

　 第 2 7 条第 2 項中「 当該居宅介護計画を」 の次に「 利用者及びその同居の家族並びに

当該利用者又は障害児の保護者に対し て指定計画相談支援（ 法第 5 1 条の 1 7 第 2 項に

規定する 指定計画相談支援をいう 。 以下同じ 。 ） 又は指定障害児相談支援（ 児童福祉法

（ 昭和 2 2 年法律第 1 6 4 号） 第 2 4 条の 2 6 第 2 項に規定する 指定障害児相談支援を

いう 。 ） を行う 者（ 以下「 指定特定相談支援事業者等」 と いう 。 ） に」 を加え、 同条第

3 項中「 居宅介護計画作成後」 を「 第 1 項の居宅介護計画の作成後」 に改める 。

　 第 3 1 条に次の 1 項を加える 。

4 　 サービス 提供責任者は、 業務を行う に当たっては、 利用者の自己決定の尊重を原則

と し た上で、 利用者が自ら 意思を決定する こ と に困難を抱える 場合には、 適切に利用

者への意思決定の支援が行われる よ う 努めなければなら ない。

　 第 4 0 条第 4 項中「 によ り 知事」 の次に「 （ 地方自治法（ 昭和 2 2 年法律第 6 7 号）

第 2 5 2 条の 1 9 第 1 項の指定都市（ 以下「 指定都市」 と いう 。 ） にあっては、 当該指
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定都市の市長。 以下同じ 。 ） 」 を加える 。

　 第 4 6 条ただし 書中「 同一敷地内にある 他の」 を「 当該基準該当居宅介護事業所以外

の」 に改める 。

　 第 5 1 条第 7 項中「 （ 昭和 2 2 年法律第 1 6 4 号） 」 を削り 、 同条第 8 項中「 第 6 条

の 2 の 2 第 3 項」 を「 第 7 条第 2 項」 に改める 。

　 第 5 9 条中第 5 項を第 6 項と し 、 第 2 項から 第 4 項ま でを 1 項ずつ繰り 下げ、 第 1 項

の次に次の 1 項を加える 。

2 　 指定療養介護事業者は、 利用者が自立し た日常生活又は社会生活を営むこ と ができ

る よ う 、 利用者の意思決定の支援に配慮し なければなら ない。

　 第 6 0 条第 1 0 項中「 第 7 項」 を「 第 8 項」 に、 「 第 8 項」 を「 第 9 項」 に改め、 同

項を同条第 1 1 項と し 、 同条第 9 項を同条第 1 0 項と し 、 同条第 8 項を同条第 9 項と し 、

同条第 7 項中「 利用者」 の次に「 及び指定特定相談支援事業者等」 を加え、 同項を同条

第 8 項と し 、 同条第 6 項中「 第 4 項」 を「 第 5 項」 に改め、 同項を同条第 7 項と し 、 同

条第 5 項中「 利用者」 を「 利用者及び当該利用者」 に改め、 「 開催し 」 の次に「 、 当該

利用者の生活に対する 意向等を改めて確認する と と も に」 を加え、 同項を同条第 6 項と

し 、 同条第 4 項を同条第 5 項と し 、 同条第 3 項を同条第 4 項と し 、 同条第 2 項中「 行い」

を「 行う と と も に、 利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮し つつ」 に改め、

同項の次に次の 1 項を加える 。

3 　 サービス 管理責任者は、 アセス メ ント に当たっては、 利用者が自ら 意思を決定する

こ と に困難を抱える 場合には、 適切に意思決定の支援を行う ため、 当該利用者の意思

及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握し なければなら ない。

　 　 第 6 1 条に次の 1 項を加える 。

2 　 サービス 管理責任者は、 業務を行う に当たっては、 利用者の自己決定の尊重を原則

と し た上で、 利用者が自ら 意思を決定する こ と に困難を抱える 場合には、 適切に利用

者への意思決定の支援が行われる よ う 努めなければなら ない。

　 第 8 0 条中「 又は作業療法士」 を「 、 作業療法士又は言語聴覚士」 に改める 。

　 第 8 7 条の 2 第 1 項中「 障害者就業・ 生活支援センタ ー」 の次に「 （ 障害者の雇用の

促進等に関する 法律（ 昭和 3 5 年法律第 1 2 3 号） 第 2 7 条第 2 項に規定する 障害者就

業・ 生活支援センタ ーをいう 。 以下同じ 。 ） 」 を加える 。

　 第 9 5 条の 4 第 1 号及び第 2 号中「 第 1 4 9 条の 3 」 を「 第 1 4 9 条の 4 」 に改める 。

　 第 1 0 6 条中第 5 項を第 6 項と し 、 第 2 項から 第 4 項ま でを 1 項ずつ繰り 下げ、 第 1

項の次に次の 1 項を加える 。

2 　 指定短期入所事業者は、 利用者が自立し た日常生活又は社会生活を営むこ と ができ

る よ う 、 利用者の意思決定の支援に配慮し なければなら ない。
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　 第 1 2 0 条中第 5 項を第 6 項と し 、 第 2 項から 第 4 項ま でを 1 項ずつ繰り 下げ、 第 1

項の次に次の 1 項を加える 。

2 　 指定重度障害者等包括支援事業者は、 利用者が自立し た日常生活又は社会生活を営

むこ と ができ る よ う 、 利用者の意思決定の支援に配慮し なければなら ない。

　 第 1 2 1 条第 2 項中「 当該重度障害者等包括支援計画を」 の次に「 利用者及びその同

居の家族並びに指定特定相談支援事業者等に」 を加える 。

　 第 1 2 3 条中「 、 第 3 0 条」 を「 から 第 3 1 条ま で」 に改める 。

　 第 1 4 3 条中「 又は作業療法士」 を「 、 作業療法士又は言語聴覚士」 に改める 。

　 第 1 4 9 条中「 同条第 8 項」 を「 同条第 9 項」 に改める 。

　 第 8 章第 5 節中第 1 4 9 条の 4 を第 1 4 9 条の 5 と し 、 第 1 4 9 条の 3 を第 1 4 9 条

の 4 と し 、 第 1 4 9 条の 2 の次に次の 1 条を加える 。

（ 共生型自立訓練（ 機能訓練） の事業を行う 指定通所リ ハビリ テーショ ン事業者の基

準）

第 1 4 9 条の 3 　 共生型自立訓練（ 機能訓練） の事業を行う 指定通所リ ハビリ テーショ

ン事業者（ 指定居宅サービス 等基準条例第 1 3 8 条第 1 項に規定する 指定通所リ ハビ

リ テーショ ン事業者をいう 。 以下同じ 。 ） が当該事業に関し て満たすべき 基準は、 次

のと おり と する 。

（ 1 ）　 指定通所リ ハビリ テーショ ン事業所（ 指定居宅サービス 等基準条例第 1 3 8 条

第 1 項に規定する 指定通所リ ハビリ テーショ ン事業所をいう 。 以下同じ 。 ） の専用

の部屋等の面積（ 当該指定通所リ ハビリ テーショ ン事業所が介護老人保健施設（ 介

護保険法（ 平成 9 年法律第 1 2 3 号） 第 8 条第 2 8 項に規定する 介護老人保健施設

をいう 。 ） 又は介護医療院（ 同条第 2 9 項に規定する 介護医療院をいう 。 ） である

場合にあっては、 当該専用の部屋等の面積に利用者用に確保さ れている 食堂（ リ ハ

ビリ テーショ ンに供用さ れる も のに限る 。 ） の面積を加える も のと する 。 第 1 5 0

条第 2 号において同じ 。 ） を、 指定通所リ ハビリ テーショ ン（ 指定居宅サービス 等

基準条例第 1 3 7 条に規定する 指定通所リ ハビリ テーショ ンをいう 。 以下同じ 。 ）

の利用者の数と 共生型自立訓練（ 機能訓練） の利用者の数の合計数で除し て得た面

積が 3 平方メ ート ル以上である こ と 。

（ 2 ）　 指定通所リ ハビリ テーショ ン事業所の従業者の員数が、 当該指定通所リ ハビリ

テーショ ン事業所が提供する 指定通所リ ハビリ テーショ ンの利用者の数を指定通所

リ ハビリ テーショ ンの利用者の数及び共生型自立訓練（ 機能訓練） の利用者の数の

合計数である と し た場合における 当該指定通所リ ハビリ テーショ ン事業所と し て必

要と さ れる 数以上である こ と 。

（ 3 ）　 共生型自立訓練（ 機能訓練） の利用者に対し て適切なサービス を提供する ため、
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指定自立訓練（ 機能訓練） 事業所その他の関係施設から 必要な技術的支援を受けて

いる こ と 。

　 第 1 5 0 条中「 基準該当障害福祉サービス （ 」 の次に「 第 1 5 0 条の 3 に規定する 病

院等基準該当自立訓練（ 機能訓練） 及び第 2 0 4 条に規定する 特定基準該当自立訓練（

機能訓練） を除く 。 」 を加え、 同条第 1 号中「 指定通所介護事業者等」 の次に「 又は指

定通所リ ハビリ テーショ ン事業者」 を、 「 指定通所介護等」 の次に「 又は指定通所リ ハ

ビリ テーショ ン」 を加え、 同条第 2 号中「 機能訓練室」 の次に「 又は指定通所リ ハビリ

テーショ ン事業所の専用の部屋等」 を、 「 指定通所介護等」 の次に「 又は指定通所リ ハ

ビリ テーショ ン」 を加え、 同条第 3 号中「 指定通所介護事業所等」 の次に「 又は指定通

所リ ハビリ テーショ ン事業所」 を、 「 指定通所介護等」 の次に「 又は指定通所リ ハビリ

テーショ ン」 を加える 。

　 第 1 5 0 条の 2 の次に次の 1 条を加える 。

（ 病院又は診療所における 基準該当障害福祉サービス （ 自立訓練） に関する 基準）

第 1 5 0 条の 3 　 地域において自立訓練（ 機能訓練） が提供さ れていないこ と 等によ り

自立訓練（ 機能訓練） を受ける こ と が困難な障害者に対し て病院又は診療所（ 以下「

病院等基準該当自立訓練（ 機能訓練） 事業者」 と いう 。 ） が行う 自立訓練（ 機能訓練）

に係る 基準該当障害福祉サービス （ 以下こ の条において「 病院等基準該当自立訓練（

機能訓練） 」 と いう 。 ） に関し て病院等基準該当自立訓練（ 機能訓練） 事業者が満た

すべき 基準は、 次のと おり と する 。

（ 1 ）　 病院等基準該当自立訓練（ 機能訓練） を行う 事業所（ 次号において「 病院等基

準該当自立訓練（ 機能訓練） 事業所」 と いう 。 ） の専用の部屋等の面積を、 病院等

基準該当自立訓練（ 機能訓練） を受ける 利用者の数で除し て得た面積が 3 平方メ ー

ト ル以上である こ と 。

（ 2 ）　 病院等基準該当自立訓練（ 機能訓練） 事業所ごと に、 管理者及び次のア又はイ

に掲げる 場合の区分に応じ て当該ア又はイ に掲げる 基準を満たす人員を配置し てい

る こ と 。

ア　 利用者の数が 1 0 人以下の場合　 専ら 当該病院等基準該当自立訓練（ 機能訓練）

の提供に当たる 理学療法士、 作業療法士若し く は言語聴覚士又は看護職員若し く

は介護職員が 1 以上確保さ れている こ と 。

イ 　 利用者の数が 1 0 人を超える 場合　 専ら 当該病院等基準該当自立訓練（ 機能訓

練） の提供に当たる 理学療法士、 作業療法士若し く は言語聴覚士又は看護職員若

し く は介護職員が、 利用者の数を 1 0 で除し た数以上確保さ れている こ と 。

（ 3 ）　 病院等基準該当自立訓練（ 機能訓練） を受ける 利用者に対し て適切なサービス

を提供する ため、 指定自立訓練（ 機能訓練） 事業所その他の関係施設から 必要な技
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術的支援を受けている こ と 。

　 第 1 5 9 条中「 同条第 8 項」 を「 同条第 9 項」 に改める 。

　 第 1 6 8 条第 2 項中「 （ 障害者の雇用の促進等に関する 法律（ 昭和 3 5 年法律第 1 2

3 号） 第 2 7 条第 2 項に規定する 障害者就業・ 生活支援センタ ーをいう 。 以下同じ 。 ） 」

を削る 。

　 第 1 7 2 条中「 同条第 8 項」 を「 同条第 9 項」 に改める 。

　 第 1 9 0 条中「 第 1 4 7 条」 の次に「 、 第 1 8 0 条第 6 項」 を加え、 「 第 1 8 1 条第

1 項」 を「 第 1 8 0 条第 6 項中「 賃金及び工賃」 と ある のは「 第 1 8 9 条第 1 項の工賃」

と 、 第 1 8 1 条第 1 項」 に改める 。

　 第 1 9 4 条中「 第 1 4 7 条」 の次に「 、 第 1 8 0 条第 6 項」 を加え、 「 第 1 8 1 条第

1 項」 を「 第 1 8 0 条第 6 項中「 賃金及び工賃」 と ある のは「 第 1 9 3 条第 1 項の工賃」

と 、 第 1 8 1 条第 1 項」 に改める 。

　 第 1 9 4 条の 6 に次の 1 項を加える 。

2 　 サービス 管理責任者は、 業務を行う に当たっては、 利用者の自己決定の尊重を原則

と し た上で、 利用者が自ら 意思を決定する こ と に困難を抱える 場合には、 適切に利用

者への意思決定の支援が行われる よ う 努めなければなら ない。

　 第 1 9 4 条の 7 中「 過去 3 年間において平均 1 人以上、 通常の事業所に新たに障害者

を雇用さ せている 生活介護等に係る 指定障害福祉サービス 事業者」 を「 生活介護等に係

る 指定障害福祉サービス 事業者であって、 過去 3 年以内に当該事業者の事業所の 3 人以

上の利用者が新たに通常の事業所に雇用さ れたも の又は障害者就業・ 生活支援センタ ー」

に改める 。

　 第 1 9 4 条の 1 4 第 1 項第 2 号ア及びイ を次のよ う に改める 。

ア　 サービス 管理責任者が常勤である 場合　 次の（ ア） 又は（ イ ） に掲げる 利用者

の数の区分に応じ 、 それぞれ（ ア） 又は（ イ ） に掲げる 数

（ ア） 　 利用者の数が 6 0 以下　 1 以上

（ イ ） 　 利用者の数が 6 1 以上　 利用者の数から 6 0 を控除し て得た数を 6 0 で

除し て得た数（ その数に 1 に満たない端数が生じ た場合は、 こ れを切り 上げる

　 に 1 を加えて得た数以上

イ 　 ア以外の場合　 次の（ ア） 又は（ イ ） に掲げる 利用者の数の区分に応じ 、 それ

ぞれ（ ア） 又は（ イ ） に掲げる 数

（ ア） 　 利用者の数が 3 0 以下　 1 以上

（ イ ） 　 利用者の数が 3 1 以上　 利用者の数から 3 0 を控除し て得た数を 3 0 で

除し て得た数（ その数に 1 に満たない端数が生じ た場合は、 こ れを切り 上げる

　 に 1 を加えて得た数以上

。）

。）
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　 第 1 9 4 条の 1 4 中第 4 項を第 6 項と し 、 第 3 項を第 5 項と し 、 第 2 項の次に次の 2

項を加える 。

3 　 指定自立生活援助事業者が指定地域移行支援事業者（ 障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援する ための法律に基づく 指定地域相談支援の事業の人員及び運営に

関する 基準（ 平成 2 4 年厚生労働省令第 2 7 号。 以下こ の条において「 指定地域相談

支援基準」 と いう 。 ） 第 2 条第 3 項に規定する 指定地域移行支援事業者をいう 。 ） の

指定を併せて受け、 かつ、 指定自立生活援助の事業と 指定地域移行支援（ 指定地域相

談支援基準第 1 条第 1 1 号に規定する 指定地域移行支援をいう 。 ） の事業を同一の事

業所において一体的に運営し ている 場合にあっては、 指定地域相談支援基準第 3 条の

規定によ り 当該事業所に配置さ れた相談支援専門員（ 同条第 2 項に規定する 相談支援

専門員をいう 。 以下同じ 。 ） を第 1 項第 2 号の規定によ り 有し なければなら ないサー

ビス 管理責任者と みなすこ と ができ る 。

4 　 指定自立生活援助事業者が指定地域定着支援事業者（ 指定地域相談支援基準第 3 9

条第 3 項に規定する 指定地域定着支援事業者をいう 。 ） の指定を併せて受け、 かつ、

指定自立生活援助の事業と 指定地域定着支援（ 指定地域相談支援基準第 1 条第 1 2 号

に規定する 指定地域定着支援をいう 。 ） の事業を同一の事業所において一体的に運営

し ている 場合にあっては、 指定地域相談支援基準第 4 0 条において準用する 指定地域

相談支援基準第 3 条の規定によ り 当該事業所に配置さ れた相談支援専門員を第 1 項第

2 号の規定によ り 有し なければなら ないサービス 管理責任者と みなすこ と ができ る 。

　 第 1 9 4 条の 1 7 を次のよ う に改める 。

　 第 1 9 4 条の 1 7 　 削除

　 第 1 9 4 条の 1 8 の見出し 中「 訪問」 を「 訪問等」 に改め、 同条中「 おおむね週に 1

回以上、 」 を「 定期的に」 に改め、 「 によ り 、 」 の次に「 又はテレ ビ電話装置等を活用

し て、 」 を加える 。

　 第 1 9 4 条の 2 0 中「 第 6 0 条中」 を「 第 5 9 条第 1 項中「 次条第 1 項」 と ある のは

「 第 1 9 4 条の 2 0 において準用する 次条第 1 項」 と 、 「 療養介護計画」 と ある のは「

自立生活援助計画」 と 、 第 6 0 条中」 に、 「 同条第 8 項」 を「 同条第 9 項」 に改める 。

　 第 1 9 5 条中「 又は食事の介護」 を「 若し く は食事の介護」 に改め、 「 効果的に」 の

次に「 行い、 又はこ れに併せて、 居宅における 自立し た日常生活への移行を希望する 入

居者につき 当該日常生活への移行及び移行後の定着に関する 相談への対応、 住居の確保

に係る 援助その他居宅における 自立し た日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援

助を適切かつ効果的に」 を加える 。

　 第 1 9 8 条の 2 第 3 項中「 援助を」 の次に「 行い、 又はこ れに併せて居宅における 自

立し た日常生活への移行後の定着に必要な援助を」 を加える 。



42

　 第 1 9 8 条の 5 中第 6 項を第 7 項と し 、 第 2 項から 第 5 項ま でを 1 項ずつ繰り 下げ、

第 1 項の次に次の 1 項を加える 。

2 　 指定共同生活援助事業者は、 利用者が自立し た日常生活又は社会生活を営むこ と が

でき る よ う 、 利用者の意思決定の支援に配慮し なければなら ない。

　 第 1 9 8 条の 6 に次の 1 項を加える 。

2 　 サービス 管理責任者は、 業務を行う に当たっては、 利用者の自己決定の尊重を原則

と し た上で、 利用者が自ら 意思を決定する こ と に困難を抱える 場合には、 適切に利用

者への意思決定の支援が行われる よ う 努めなければなら ない。

　 第 1 9 8 条の 6 の次に次の 1 条を加える 。

　 　 （ 地域と の連携等）

第 1 9 8 条の 7 　 指定共同生活援助事業者は、 指定共同生活援助の提供に当たっては、

地域住民と 連携し 、 又はその自発的な活動等に協力する 等地域と の交流を図ら なけれ

ばなら ない。

2 　 指定共同生活援助事業者は、 利用者が地域住民と 交流でき る 機会を確保する よ う 努

めなければなら ない。

3 　 指定共同生活援助事業者は、 指定共同生活援助の提供に当たっては、 利用者及びそ

の家族、 地域住民の代表者、 共同生活援助について知見を有する 者並びに市町村の担

当者等によ り 構成さ れる 協議会（ テレ ビ電話装置等を活用し て行う こ と ができ る も の

と する 。 以下こ の条及び第 2 0 1 条の 1 0 において「 地域連携推進会議」 と いう 。 ）

を開催し 、 おおむね 1 年に 1 回以上、 地域連携推進会議において、 事業の運営に係る

状況を報告する と と も に、 必要な要望、 助言等を聴く 機会を設けなければなら ない。

4 　 指定共同生活援助事業者は、 地域連携推進会議の開催のほか、 おおむね 1 年に 1 回

以上、 当該地域連携推進会議の構成員が指定共同生活援助事業所を見学する 機会を設

けなければなら ない。

5 　 指定共同生活援助事業者は、 第 3 項の報告、 要望、 助言等についての記録を作成す

る と と も に、 当該記録を公表し なければなら ない。

6 　 前 3 項の規定は、 指定共同生活援助事業者がその提供する 指定共同生活援助の質に

係る 外部の者によ る 評価及び当該評価の実施状況の公表又はこ れに準ずる 措置と し て

知事が定める も のを講じ ている 場合には、 適用し ない。

　 第 2 0 0 条の 4 に次の 2 項を加える 。

3 　 指定共同生活援助事業者は、 感染症の予防及び感染症の患者に対する 医療に関する

法律（ 平成 1 0 年法律第 1 1 4 号） 第 6 条第 1 7 項に規定する 第二種協定指定医療機

関（ 次項において「 第二種協定指定医療機関」 と いう 。 ） と の間で、 新興感染症（ 同

条第 7 項に規定する 新型イ ンフ ルエンザ等感染症、 同条第 8 項に規定する 指定感染症
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又は同条第 9 項に規定する 新感染症をいう 。 次項において同じ 。 ） の発生時等の対応

を取り 決める よ う に努めなければなら ない。

4 　 指定共同生活援助事業者は、 協力医療機関が第二種協定指定医療機関である 場合に

おいては、 当該第二種協定指定医療機関と の間で、 新興感染症の発生時等の対応につ

いて協議を行わなければなら ない。

　 第 2 0 1 条中「 、 第 7 6 条」 を削る 。

　 第 2 0 1 条の 2 中「 入浴、 排せつ、 食事の介護その他の日常生活上の援助」 を「 相談

への対応、 入浴、 排せつ若し く は食事の介護その他の日常生活上の援助又はこ れに併せ

て行われる 居宅における 自立し た日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援助」 に

改める 。

　 第 2 0 1 条の 3 中「 相談、 入浴、 排せつ又は食事の介護その他の日常生活上の援助」

を「 相談への対応、 入浴、 排せつ若し く は食事の介護その他の日常生活上の援助又はこ

れに併せて行われる 居宅における 自立し た日常生活への移行及び移行後の定着に必要な

援助」 に改める 。

　 第 2 0 1 条の 1 0 の見出し を「 （ 地域と の連携等） 」 に改め、 同条第 2 項中「 前項の」

の次に「 協議会等における 」 を加え、 同項を同条第 8 項と し 、 同条第 1 項中「 、 日中サ

ービス 支援型指定共同生活援助の提供に当たっては」 を削り 、 「 都道府県知事」 を「 知

事」 に改め、 「 実施状況」 の次に「 及び第 3 項の報告、 要望、 助言等の内容又は前項の

評価の結果」 を加え、 同項を同条第 7 項と し 、 同条に第 1 項から 第 6 項ま でと し て次の

6 項を加える 。

　 日中サービス 支援型指定共同生活援助事業者は、 日中サービス 支援型指定共同生活

援助の提供に当たっては、 地域住民と 連携し 、 又はその自発的な活動等に協力する 等

地域と の交流を図ら なければなら ない。

2 　 日中サービス 支援型指定共同生活援助事業者は、 利用者が地域住民と 交流でき る 機

会を確保する よ う 努めなければなら ない。

3 　 日中サービス 支援型指定共同生活援助事業者は、 日中サービス 支援型指定共同生活

援助の提供に当たっては、 地域連携推進会議を開催し 、 おおむね 1 年に 1 回以上、 地

域連携推進会議において、 事業の運営に係る 状況を報告する と と も に、 必要な要望、

助言等を聴く 機会を設けなければなら ない。

4 　 日中サービス 支援型指定共同生活援助事業者は、 地域連携推進会議の開催のほか、

おおむね 1 年に 1 回以上、 当該地域連携推進会議の構成員が日中サービス 支援型指定

共同生活援助事業所を見学する 機会を設けなければなら ない。

5 　 日中サービス 支援型指定共同生活援助事業者は、 第 3 項の報告、 要望、 助言等につ

いての記録を作成する と と も に、 当該記録を公表し なければなら ない。
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6 　 前 3 項の規定は、 日中サービス 支援型指定共同生活援助事業者がその提供する 日中

サービス 支援型指定共同生活援助の質に係る 外部の者によ る 評価及び当該評価の実施

状況の公表又はこ れに準ずる 措置と し て知事が定める も の（ 次項に規定する も のを除

く 。 ） を講じ ている 場合には、 適用し ない。

　 第 2 0 1 条の 1 1 中「 、 第 7 6 条」 を削る 。

　 第 2 0 1 条の 1 2 中「 相談その他の日常生活上の援助」 を「 相談への対応その他の日

常生活上の援助又はこ れに併せて行われる 居宅における 自立し た日常生活への移行及び

移行後の定着に必要な援助」 に改める 。

　 第 2 0 1 条の 1 3 中「 及び食事の介護」 を「 若し く は食事の介護」 に改め、 「 日常生

活上の援助」 の次に「 又はこ れに併せて行われる 居宅における 自立し た日常生活への移

行及び移行後の定着に必要な援助」 を加える 。

　 第 2 0 1 条の 2 2 中「 、 第 7 6 条」 を削る 。

　 第 2 0 2 条第 1 項中「 、 指定医療型児童発達支援事業所（ 指定通所支援基準条例第 6

3 条に規定する 指定医療型児童発達支援事業所をいう 。 ） 」 を削り 、 同条第 2 項中「 、

指定医療型児童発達支援事業所」 を削る 。

　 第 2 0 5 条第 1 項第 3 号及び同条第 2 項中「 又は作業療法士」 を「 、 作業療法士又は

言語聴覚士」 に改める 。

　 第 2 0 6 条ただし 書中「 他の職務に従事」 の次に「 さ せ、 又は当該特定基準該当障害

福祉サービス 事業所以外の事業所、 施設等の職務に従事」 を加える 。

　 第 2 0 8 条第 1 項中「 同条第 8 項」 を「 同条第 9 項」 に改める 。

　 第 2 0 9 条第 1 項中「 第 1 4 9 条の 4 」 を「 第 1 4 9 条の 5 」 に改める 。

　 附則第 1 0 項中「 同条第 4 項」 を「 同条第 5 項」 に改める 。

　 附則第 1 3 項及び第 1 4 項中「 令和 6 年 3 月 3 1 日」 を「 令和 9 年 3 月 3 1 日」 に改

める 。

第 2 条　 熊本県指定障害福祉サービス の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条

例の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 「 第 9 章の 2 　 就労選択支援

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 第 1 節　 基本方針（ 第 1 6 1 条の 2 ）

　 　
目次中「 第 1 0 章　 就労移行支援」 を

　 　 第 2 節　 人員に関する 基準（ 第 1 6 1 条の

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 第 3 節　 設備に関する 基準（ 第 1 6 1 条の

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 第 4 節　 運営に関する 基準（ 第 1 6 1 条の

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 第 1 0 章　 就労移行支援
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3 ・ 第 1 6 1 条の 4 ）
　 に改める 。

5 ）

6 －第 1 6 1 条の 9 ）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 」

　 第 3 条第 1 項中「 及び第 7 章から 」 を「 、 第 8 章、 第 9 章及び第 1 0 章から 」 に改め

る 。

　 第 9 章の次に次の 1 章を加える 。

　 　 　 　 第 9 章の 2 　 就労選択支援

　 　 　 　 　 第 1 節　 基本方針

第 1 6 1 条の 2 　 就労選択支援に係る 指定障害福祉サービス （ 以下「 指定就労選択支援」

と いう 。 ） の事業は、 利用者が自立し た日常生活又は社会生活を営むこ と ができ る よ

う 、 施行省令第 6 条の 7 の 2 に規定する 者につき 、 短期間の生産活動その他の活動の

機会の提供を通じ て、 就労に関する 適性、 知識及び能力の評価並びに施行省令第 6 条

の 7 の 3 に規定する 事項の整理を行い、 又はこ れに併せて、 当該評価及び当該整理の

結果に基づき 、 施行省令第 6 条の 7 の 4 に規定する 便宜を適切かつ効果的に供与する

も のでなければなら ない。

　 　 　 　 　 第 2 節　 人員に関する 基準

　 　 （ 従業者の員数）

第 1 6 1 条の 3 　 指定就労選択支援の事業を行う 者（ 以下「 指定就労選択支援事業者」

と いう 。 ） が当該事業を行う 事業所（ 以下「 指定就労選択支援事業所」 と いう 。 ） に

有し なければなら ない就労選択支援員（ 指定就労選択支援の提供に当たる 者と し て厚

生労働大臣が定める 者をいう 。 以下同じ 。 ） の数は、 指定就労選択支援事業所ごと に、

常勤換算方法で、 利用者の数を 1 5 で除し た数以上と する 。

2 　 前項の利用者の数は、 前年度の平均値と する 。 ただし 、 新規に指定を受ける 場合は、

推定数によ る 。

3 　 第 1 項に規定する 指定就労選択支援事業所の就労選択支援員は、 専ら 当該指定就労

選択支援事業所の職務に従事する 者でなければなら ない。 ただし 、 利用者の支援に支

障がない場合はこ の限り でない。

　 　 （ 準用）

　 第 1 6 1 条の 4 　 第 5 2 条の規定は、 指定就労選択支援の事業について準用する 。

　 　 　 　 　 第 3 節　 設備に関する 基準

　 　 （ 準用）

　 第 1 6 1 条の 5 　 第 8 3 条の規定は、 指定就労選択支援の事業について準用する 。

　 　 　 　 　 第 4 節　 運営に関する 基準
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　 　 （ 実施主体）

第 1 6 1 条の 6 　 指定就労選択支援事業者は、 就労移行支援又は就労継続支援に係る 指

定障害福祉サービス を行う 事業者であって、 過去 3 年以内に当該事業者の事業所の 3

人以上の利用者が新たに通常の事業所に雇用さ れたも のその他のこ れら と 同等の障害

者に対する 就労支援の経験及び実績を有する と 知事が認める 事業者でなければなら な

い。

　 　 （ 評価及び整理の実施）

第 1 6 1 条の 7 　 指定就労選択支援事業者は、 短期間の生産活動その他の活動の機会を

通じ て、 就労に関する 適性、 知識及び能力の評価並びに施行省令第 6 条の 7 の 3 に規

定する 事項の整理（ 以下こ の節において「 アセス メ ント 」 と いう 。 ） を行う も のと す

る 。

2 　 障害者就業・ 生活支援センタ ーその他の機関がアセス メ ント と 同様の評価及び整理

を実施し た場合には、 指定就労選択支援事業者は、 当該同様の評価及び整理をも って、

アセス メ ント の実施に代える こ と ができ る 。 こ の場合において、 指定就労選択支援事

業者は、 次項の規定によ る 会議の開催、 アセス メ ント の結果の作成又は指定障害福祉

サービス 事業者その他の関係機関と の連絡調整に当たり 、 当該障害者就業・ 生活支援

センタ ーその他の機関に対し 、 当該会議への参加その他の必要な協力を求める こ と が

でき る 。

3 　 指定就労選択支援事業者は、 アセス メ ント の結果の作成に当たり 、 利用者及び市町

村、 指定特定相談支援事業者等、 公共職業安定所その他の関係機関の担当者等を招集

し て会議（ テレ ビ電話装置等を活用し て行う こ と ができ る も のと する 。 ） を開催し 、

当該利用者の就労に関する 意向を改めて確認する と と も に、 当該担当者等に意見を求

める も のと する 。

4 　 指定就労選択支援事業者は、 アセス メ ント の結果を作成し たと き は、 当該結果に係

る 情報を利用者及び指定特定相談支援事業者等に提供し なければなら ない。

　 　 （ 関係機関と の連絡調整等の実施）

第 1 6 1 条の 8 　 指定就労選択支援事業者は、 アセス メ ント の結果を踏ま え、 必要に応

じ て公共職業安定所、 障害者就業・ 生活支援センタ ーその他の関係機関と の連絡調整

を行わなければなら ない。

2 　 指定就労選択支援事業者は、 法第 8 9 条の 3 第 1 項に規定する 協議会への定期的な

参加、 公共職業安定所への訪問等によ り 、 地域における 就労支援に係る 社会資源、 雇

用に関する 事例等に関する 情報の収集に努める と と も に、 利用者に対し て進路選択に

資する 情報を提供する よ う 努めなければなら ない。

　 　 （ 準用）
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第 1 6 1 条の 9 　 第 1 0 条から 第 2 1 条ま で、 第 2 4 条、 第 2 9 条、 第 3 4 条の 2 、 第

3 6 条の 2 から 第 4 2 条ま で、 第 5 9 条、 第 6 2 条、 第 6 8 条、 第 7 0 条から 第 7 2

条ま で、 第 7 6 条、 第 7 7 条（ 第 2 項第 1 号を除く 。 ） 、 第 8 6 条、 第 8 7 条、 第 8

　 8 条から 第 9 4 条ま で、 第 1 4 6 条及び第 1 5 7 条の 2 の規定は、 指定就労選択支援

の事業について準用する 。 こ の場合において、 第 1 0 条第 1 項中「 第 3 2 条」 と ある

のは「 第 1 6 1 条の 9 において準用する 第 9 1 条」 と 、 第 2 1 条第 2 項中「 次条第 1

項」 と ある のは「 第 1 6 1 条の 9 において準用する 第 1 4 6 条第 1 項」 と 、 第 2 4 条

第 2 項中「 第 2 2 条第 2 項」 と ある のは「 第 1 6 1 条の 9 において準用する 第 1 4 6

条第 2 項」 と 、 第 5 9 条第 1 項中「 次条第 1 項に規定する 療養介護計画に基づき 、 利

用者の心身の状況等に応じ て」 と ある のは「 利用者の心身の状況等に応じ て」 と 、 第

7 7 条第 2 項第 2 号中「 第 5 5 条第 1 項」 と ある のは「 第 1 6 1 条の 9 において準用

する 第 2 0 条第 1 項」 と 、 同項第 3 号中「 第 6 7 条」 と ある のは「 第 1 6 1 条の 9 に

おいて準用する 第 9 0 条」 と 、 同項第 4 号から 第 6 号ま での規定中「 次条」 と ある の

は「 第 1 6 1 条の 9 」 と 、 第 9 1 条中「 第 9 4 条第 1 項」 と ある のは「 第 1 6 1 条の

9 において準用する 第 9 4 条第 1 項」 と 、 第 9 4 条第 1 項中「 前条」 と ある のは「 第

1 6 1 条の 9 において準用する 前条」 と 、 第 1 5 7 条の 2 第 1 項中「 指定宿泊型自立

訓練を受ける 者及び基準省令第 1 7 0 条の 2 第 1 項に規定する 厚生労働大臣が定める

も のに限る 。 」 と ある のは「 基準省令第 1 7 3 条の 9 において読み替えて準用する 基

準省令第 1 7 0 条の 2 第 1 項に規定する 厚生労働大臣が定める も のに限る 。 以下こ の

項において同じ 。 」 と 、 同条第 2 項中「 指定宿泊型自立訓練を受ける 者及び基準省令

第 1 7 0 条の 2 第 2 項に規定する 厚生労働大臣が定める 者」 と ある のは「 基準省令第

1 7 3 条の 9 において読み替えて準用する 基準省令第 1 7 0 条の 2 第 2 項に規定する

厚生労働大臣が定める 者」 と 読み替える も のと する 。

　 第 1 6 8 条第 2 項中「 （ 障害者の雇用の促進等に関する 法律（ 昭和 3 5 年法律第 1 2

3 号） 第 2 7 条第 2 項に規定する 障害者就業・ 生活支援センタ ーをいう 。 以下同じ 。 ） 」

を削る 。

　 第 1 7 1 条の次に次の 1 条を加える 。

　 　 （ 就労選択支援に関する 情報提供）

第 1 7 1 条の 2 　 指定就労移行支援事業者は、 利用者に対し 、 指定計画相談支援を行う

者と 連携し 、 定期的に就労選択支援に関する 情報提供を行う も のと する 。

　 第 1 8 5 条中「 及び第 1 4 7 条」 を「 、 第 1 4 7 条及び第 1 7 1 条の 2 」 に改める 。

　 　 第 1 9 0 条及び第 1 9 4 条中「 第 1 4 7 条」 の次に「 、 第 1 7 1 条の 2 」 を加える 。

　 （ 熊本県指定障害者支援施設の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例の一部改正）

第 3 条　 熊本県指定障害者支援施設の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例（ 平成 2
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　 4 年熊本県条例第 7 7 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 3 条に次の 2 項を加える 。

4 　 指定障害者支援施設は、 利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮し つつ、

利用者の地域生活への移行に関する 意向を把握し 、 当該意向を定期的に確認する と と

も に、 法第 7 7 条第 3 項各号に掲げる 事業を行う 者又は一般相談支援事業若し く は特

定相談支援事業を行う 者と 連携を図り つつ、 利用者の希望に沿って地域生活への移行

に向けた措置を講じ なければなら ない。

5 　 指定障害者支援施設は、 利用者の当該指定障害者支援施設以外における 指定障害福

祉サービス 等の利用状況等を把握する と と も に、 利用者の自己決定の尊重及び意思決

定の支援に配慮し つつ、 利用者の当該指定障害者支援施設以外における 指定障害福祉

サービス 等の利用に関する 意向を定期的に確認し 、 一般相談支援事業又は特定相談支

援事業を行う 者と 連携を図り つつ、 必要な援助を行わなければなら ない。

　 第 5 条中「 又は作業療法士」 を「 、 作業療法士又は言語聴覚士」 に改める 。

　 第 2 6 条中第 5 項を第 6 項と し 、 第 2 項から 第 4 項ま でを 1 項ずつ繰り 下げ、 第 1 項

の次に次の 1 項を加える 。

2 　 指定障害者支援施設は、 利用者が自立し た日常生活又は社会生活を営むこ と ができ

る よ う 、 利用者の意思決定の支援に配慮し なければなら ない。

　 第 2 7 条第 1 0 項中「 第 7 項」 を「 第 8 項」 に、 「 第 8 項」 を「 第 9 項」 に改め、 同

項を同条第 1 1 項と し 、 同条第 9 項を同条第 1 0 項と し 、 同条第 8 項を同条第 9 項と し 、

同条第 7 項中「 利用者」 の次に「 及び当該利用者に対し て指定計画相談支援（ 法第 5 1

条の 1 7 第 2 項に規定する 指定計画相談支援をいう 。 ） を行う 者」 を加え、 同項を同条

第 8 項と し 、 同条第 6 項中「 第 4 項」 を「 第 5 項」 に改め、 同項を同条第 7 項と し 、 同

条第 5 項中「 利用者」 の次に「 及び当該利用者」 を、 「 担当者等」 の次に「 （ 地域移行

等意向確認担当者を含む。 ） 」 を、 「 開催し 」 の次に「 、 当該利用者の生活に対する 意

向等を改めて確認する と と も に」 を加え、 同項を同条第 6 項と し 、 同条第 4 項を同条第

5 項と し 、 同条第 3 項を同条第 4 項と し 、 同条第 2 項中「 行い」 を「 行う と と も に、 利

用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮し つつ」 に改め、 同項に後段と し て次

のよ う に加える 。

　 こ の場合において、 サービス 管理責任者は、 第 2 8 条の 3 第 1 項の地域移行等意向

確認担当者（ 以下「 地域移行等意向確認担当者」 と いう 。 ） が把握し た利用者の地域

生活への移行に関する 意向等を踏ま える も のと する 。

　 　 第 2 7 条第 2 項の次に次の 1 項を加える 。

3 　 サービス 管理責任者は、 アセス メ ント に当たっては、 利用者が自ら 意思を決定する

こ と に困難を抱える 場合には、 適切に意思決定の支援を行う ため、 当該利用者の意思
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及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握し なければなら ない。

　 第 2 8 条に次の 1 項を加える 。

2 　 サービス 管理責任者は、 業務を行う に当たっては、 利用者の自己決定の尊重を原則

と し た上で、 利用者が自ら 意思を決定する こ と に困難を抱える 場合には、 適切に利用

者への意思決定の支援が行われる よ う 努めなければなら ない。

　 第 2 8 条の次に次の 2 条を加える 。

　 　 （ 地域と の連携等）

第 2 8 条の 2 　 指定障害者支援施設は、 施設障害福祉サービス の提供に当たっては、 地

域住民と 連携し 、 又はその自発的な活動等に協力する 等地域と の交流を図ら なければ

なら ない。

2 　 指定障害者支援施設は、 利用者が地域住民と 交流でき る 機会を確保する よ う 努めな

ければなら ない。

3 　 指定障害者支援施設は、 施設障害福祉サービス の提供に当たっては、 利用者及びそ

の家族、 地域住民の代表者、 施設障害福祉サービス について知見を有する 者並びに市

町村の担当者等によ り 構成さ れる 協議会（ テレ ビ電話装置等を活用し て行う こ と がで

き る も のと する 。 以下こ の条において「 地域連携推進会議」 と いう 。 ） を開催し 、 お

おむね 1 年に 1 回以上、 地域連携推進会議において、 事業の運営に係る 状況を報告す

る と と も に、 必要な要望、 助言等を聴く 機会を設けなければなら ない。

4 　 指定障害者支援施設は、 前項に規定する 地域連携推進会議の開催のほか、 おおむね

1 年に 1 回以上、 地域連携推進会議の構成員が指定障害者支援施設を見学する 機会を

設けなければなら ない。

5 　 指定障害者支援施設は、 第 3 項の報告、 要望、 助言等についての記録を作成する と

と も に、 当該記録を公表し なければなら ない。

6 　 前 3 項の規定は、 指定障害者支援施設がその提供する 施設障害福祉サービス の質に

係る 外部の者によ る 評価及び当該評価の実施状況の公表又はこ れに準ずる 措置と し て

知事が定める も のを講じ ている 場合には、 適用し ない。

　 　 （ 地域移行等意向確認担当者の選任等）

第 2 8 条の 3 　 指定障害者支援施設は、 利用者の地域生活への移行に関する 意向の把握、

利用者の当該指定障害者支援施設以外における 指定障害福祉サービス 等の利用状況等

の把握及び利用者の当該指定障害者支援施設以外における 指定障害福祉サービス 等の

利用に関する 意向の定期的な確認（ 以下こ の条において「 地域移行等意向確認等」 と

いう 。 ） を適切に行う ため、 地域移行等意向確認等に関する 指針を定める と と も に、

地域移行等意向確認担当者を選任し なければなら ない。

2 　 地域移行等意向確認担当者は、 前項の指針に基づき 、 地域移行等意向確認等を実施
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し 、 アセス メ ント の際に地域移行等意向確認等において把握又は確認し た内容をサー

ビス 管理責任者に報告する と と も に、 当該内容を第 2 7 条第 6 項に規定する 施設障害

福祉サービス 計画の作成に係る 会議に報告し なければなら ない。

3 　 地域移行等意向確認担当者は、 地域移行等意向確認等に当たっては、 法第 7 7 条第

3 項各号に掲げる 事業を行う 者又は一般相談支援事業若し く は特定相談支援事業を行

う 者と 連携し 、 地域における 障害福祉サービス の体験的な利用に係る 支援その他の地

域生活への移行に向けた支援を行う よ う 努めなければなら ない。

　 　 第 5 1 条に次の 2 項を加える 。

3 　 指定障害者支援施設は、 感染症の予防及び感染症の患者に対する 医療に関する 法律

（ 平成 1 0 年法律第 1 1 4 号） 第 6 条第 1 7 項に規定する 第二種協定指定医療機関（

次項において「 第二種協定指定医療機関」 と いう 。 ） と の間で、 新興感染症（ 同条第

7 項に規定する 新型イ ンフ ルエンザ等感染症、 同条第 8 項に規定する 指定感染症又は

同条第 9 項に規定する 新感染症をいう 。 次項において同じ 。 ） の発生時等の対応を取

り 決める よ う に努めなければなら ない。

4 　 指定障害者支援施設は、 協力医療機関が第二種協定指定医療機関である 場合におい

ては、 当該第二種協定指定医療機関と の間で、 新興感染症の発生時等の対応について

協議を行わなければなら ない。

　 第 5 7 条第 4 項中「 によ り 知事」 の次に「 （ 地方自治法（ 昭和 2 2 年法律第 6 7 号）

第 2 5 2 条の 1 9 第 1 項の指定都市（ 以下「 指定都市」 と いう 。 ） にあっては、 当該指

定都市の市長。 以下同じ 。 ） 」 を加える 。

　 　 第 5 8 条を次のよ う に改める 。

　 第 5 8 条　 削除

　 （ 熊本県障害福祉サービス 事業の設備及び運営の基準に関する 条例の一部改正）

第 4 条　 熊本県障害福祉サービス 事業の設備及び運営の基準に関する 条例（ 平成 2 4 年熊

本県条例第 7 8 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 第 2 条第 2 項第 3 号中「 、 医療型児童発達支援（ 同条第 3 項に規定する 医療型児童発

達支援をいう 。 ） の事業」 を削り 、 「 同条第 4 項」 を「 同条第 3 項」 に、 「 同条第 5 項」

を「 同条第 4 項」 に、 「 同条第 6 項」 を「 同条第 5 項」 に改める 。

　 第 1 6 条中第 5 項を第 6 項と し 、 第 2 項から 第 4 項ま でを 1 項ずつ繰り 下げ、 第 1 項

の次に次の 1 項を加える 。

2 　 療養介護事業者は、 利用者が自立し た日常生活又は社会生活を営むこ と ができ る よ

う 、 利用者の意思決定の支援に配慮する よ う 努めなければなら ない。

　 第 1 7 条第 1 0 項中「 第 7 項」 を「 第 8 項」 に、 「 第 8 項」 を「 第 9 項」 に改め、 同

項を同条第 1 1 項と し 、 同条第 9 項を同条第 1 0 項と し 、 同条第 8 項を同条第 9 項と し 、
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同条第 7 項中「 利用者」 の次に「 及び当該利用者又は障害児の保護者に対し て指定計画

相談支援（ 法第 5 1 条の 1 7 第 2 項に規定する 指定計画相談支援をいう 。 以下同じ 。 ）

又は指定障害児相談支援（ 児童福祉法第 2 4 条の 2 6 第 2 項に規定する 指定障害児相談

支援をいう 。 ） を行う 者（ 以下「 指定特定相談支援事業者等」 と いう 。 ） 」 を加え、 同

項を同条第 8 項と し 、 同条第 6 項中「 第 4 項」 を「 第 5 項」 に改め、 同項を同条第 7 項

と し 、 同条第 5 項中「 利用者」 の次に「 及び当該利用者」 を加え、 「 開催し 」 の次に「 、

当該利用者の生活に対する 意向等を改めて確認する と と も に」 を加え、 同項を同条第 6

項と し 、 同条第 4 項を同条第 5 項と し 、 同条第 3 項を同条第 4 項と し 、 同条第 2 項中「

行い」 を「 行う と と も に、 利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮し つつ」

に改め、 同項の次に次の 1 項を加える 。

3 　 サービス 管理責任者は、 アセス メ ント に当たっては、 利用者が自ら 意思を決定する

こ と に困難を抱える 場合には、 適切に意思決定の支援を行う ため、 当該利用者の意思

及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握し なければなら ない。

　 　 第 1 8 条に次の 1 項を加える 。

2 　 サービス 管理責任者は、 業務を行う に当たっては、 利用者の自己決定の尊重を原則

と し た上で、 利用者が自ら 意思を決定する こ と に困難を抱える 場合には、 適切に利用

者への意思決定の支援が行われる よ う 努めなければなら ない。

　 第 3 9 条中「 又は作業療法士」 を「 、 作業療法士又は言語聴覚士」 に改める 。

　 第 4 4 条の 2 第 1 項中「 障害者就業・ 生活支援センタ ー」 の次に「 （ 障害者の雇用の

促進等に関する 法律（ 昭和 3 5 年法律第 1 2 3 号） 第 2 7 条第 2 項に規定する 障害者就

業・ 生活支援センタ ーをいう 。 以下同じ 。 ） 」 を加える 。

　 第 5 2 条中「 又は作業療法士」 を「 、 作業療法士又は言語聴覚士」 に改める 。

　 第 5 4 条中「 第 6 3 条第 1 項」 を「 第 6 1 条の 2 」 に改める 。

　 第 5 5 条中「 同条第 8 項」 を「 同条第 9 項」 に改める 。

　 第 5 8 条第 4 項中「 前項第各号」 を「 前項各号」 に改める 。

　 第 6 0 条中「 同条第 8 項」 を「 同条第 9 項」 に改める 。

　 第 6 1 条の次に次の 1 条を加える 。

　 　 （ 規模）

第 6 1 条の 2 　 就労移行支援の事業を行う 者（ 以下「 就労移行支援事業者」 と いう 。 ）

が当該事業を行う 事業所（ 以下「 就労移行支援事業所」 と いう 。 ） は、 1 0 人以上の

人員が利用でき る 規模を有し なければなら ない。

　 第 6 3 条第 1 項各号列記以外の部分中「 就労移行支援の事業を行う 者（ 以下「 就労移

行支援事業者」 と いう 。 ） が当該事業を行う 事業所（ 以下「 就労移行支援事業所」 と い

う 。 ） 」 を「 就労移行支援事業所」 に改める 。
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　 第 6 9 条中「 第 3 8 条ま で」 を「 第 3 6 条ま で、 第 3 8 条」 に、 「 同条第 8 項」 を「

同条第 9 項」 に改め、 「 第 3 7 条ただし 書及び」 を削る 。

　 第 8 8 条第 1 項中「 、 指定医療型児童発達支援（ 指定通所支援等基準条例第 6 2 条に

規定する 指定医療型児童発達支援をいう 。 ） の事業」 を削る 。

第 5 条　 熊本県障害福祉サービス 事業の設備及び運営の基準に関する 条例の一部を次のよ

う に改正する 。

　 　
目次中「 第 5 章　 自立訓練（ 生活訓練） （ 第 5 6 条－第 6 0 条） 」 を

「 第 5 章　 自立

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 第 5 章の 2

　 訓練（ 生活訓練） （ 第 5 6 条－第 6 0 条）

　 就労選択支援（ 第 6 0 条の 2 －第 6 0 条の 8 ） 」
に改める 。

　 　 第 3 条第 1 項中「 次章から 」 の次に「 第 5 章ま で及び第 6 章から 」 を加える 。

　 　 第 5 章の次に次の 1 章を加える 。

　 　 　 　 第 5 章の 2 　 就労選択支援

　 　 （ 基本方針）

第 6 0 条の 2 　 就労選択支援の事業は、 利用者が自立し た日常生活又は社会生活を営む

こ と ができ る よ う 、 施行省令第 6 条の 7 の 2 に規定する 者につき 、 短期間の生産活動

その他の活動の機会の提供を通じ て、 就労に関する 適性、 知識及び能力の評価並びに

施行省令第 6 条の 7 の 3 に規定する 事項の整理を行い、 又はこ れに併せて、 当該評価

及び当該整理の結果に基づき 、 施行省令第 6 条の 7 の 4 に規定する 便宜を適切かつ効

果的に供与する も のでなければなら ない。

　 　 （ 規模）

第 6 0 条の 3 　 就労選択支援の事業を行う 者（ 以下「 就労選択支援事業者」 と いう 。 ）

が当該事業を行う 事業所（ 以下「 就労選択支援事業所」 と いう 。 ） は、 1 0 人以上の

人員が利用でき る 規模を有し なければなら ない。

　 　 （ 従業者の配置の基準）

第 6 0 条の 4 　 就労選択支援事業所に有し なければなら ない就労選択支援員（ 就労選択

支援の提供に当たる 者と し て厚生労働大臣が定める 者をいう 。 以下同じ 。 ） の数は、

就労選択支援事業所ごと に、 常勤換算方法で、 利用者の数を 1 5 で除し た数以上と す

る 。

2 　 前項の利用者の数は、 前年度の平均値と する 。 ただし 、 新規に事業を開始する 場合

は、 推定数によ る 。

3 　 第 1 項に規定する 就労選択支援事業所の就労選択支援員は、 専ら 当該就労選択支援

事業所の職務に従事する 者でなければなら ない。 ただし 、 利用者の支援に支障がない

場合はこ の限り でない。
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　 　 （ 実施主体）

第 6 0 条の 5 　 就労選択支援事業者は、 就労移行支援又は就労継続支援に係る 指定障害

福祉サービス 事業者であって、 過去 3 年以内に当該事業者の事業所の 3 人以上の利用

者が新たに通常の事業所に雇用さ れたも のその他のこ れら と 同等の障害者に対する 就

労支援の経験及び実績を有する 事業者でなければなら ない。

　 　 （ 評価及び整理の実施）

第 6 0 条の 6 　 就労選択支援事業者は、 短期間の生産活動その他の活動の機会を通じ て、

就労に関する 適性、 知識及び能力の評価並びに施行省令第 6 条の 7 の 3 に規定する 事

項の整理（ 以下こ の章において「 アセス メ ント 」 と いう 。 ） を行う も のと する 。

2 　 障害者就業・ 生活支援センタ ーその他の機関がアセス メ ント と 同様の評価及び整理

を実施し た場合には、 就労選択支援事業者は、 当該同様の評価及び整理をも って、 ア

セス メ ント の実施に代える こ と ができ る 。 こ の場合において、 就労選択支援事業者は、

次項の規定によ る 会議の開催、 アセス メ ント の結果の作成又は指定障害福祉サービス

事業者その他の関係機関と の連絡調整に当たり 、 当該障害者就業・ 生活支援センタ ー

その他の機関に対し 、 当該会議への参加その他の必要な協力を求める こ と ができ る 。

3 　 就労選択支援事業者は、 アセス メ ント の結果の作成に当たり 、 利用者及び市町村、

指定特定相談支援事業者等、 公共職業安定所その他の関係機関の担当者等を招集し て

会議（ テレ ビ電話装置等を活用し て行う こ と ができ る も のと する 。 ） を開催し 、 当該

利用者の就労に関する 意向を改めて確認する と と も に、 当該担当者等に意見を求める

も のと する 。

4 　 就労選択支援事業者は、 アセス メ ント の結果を作成し たと き は、 当該結果に係る 情

報を利用者及び指定特定相談支援事業者等に提供し なければなら ない。

　 　 （ 関係機関と の連絡調整等の実施）

第 6 0 条の 7 　 就労選択支援事業者は、 アセス メ ント の結果を踏ま え、 必要に応じ て公

共職業安定所、 障害者就業・ 生活支援センタ ーその他の関係機関と の連絡調整を行わ

なければなら ない。

2 　 就労選択支援事業者は、 法第 8 9 条の 3 第 1 項に規定する 協議会への定期的な参加、

公共職業安定所への訪問等によ り 、 地域における 就労支援に係る 社会資源、 雇用に関

する 事例等に関する 情報の収集に努める と と も に、 利用者に対し て進路選択に資する

情報を提供する よ う 努めなければなら ない。

　 　 （ 準用）

第 6 0 条の 8 　 第 8 条、 第 9 条（ 第 2 項第 1 号を除く 。 ） 、 第 1 3 条から 第 1 6 条ま で、

第 1 9 条、 第 2 4 条から 第 2 6 条ま で、 第 2 8 条から 第 3 2 条の 2 ま で、 第 3 4 条か

ら 第 3 6 条ま で、 第 3 8 条、 第 4 1 条、 第 4 3 条、 第 4 4 条及び第 4 5 条から 第 4 9
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条ま での規定は、 就労選択支援の事業について準用する 。 こ の場合において、 第 9 条

第 2 項第 2 号中「 第 2 8 条第 2 項」 と ある のは「 第 6 0 条の 8 において準用する 第 2

　 8 条第 2 項」 と 、 同項第 3 号中「 第 3 0 条第 2 項」 と ある のは「 第 6 0 条の 8 におい

て準用する 第 3 0 条第 2 項」 と 、 同項第 4 号中「 第 3 2 条第 2 項」 と ある のは「 第 6

　 0 条の 8 において準用する 第 3 2 条第 2 項」 と 、 第 1 6 条第 1 項中「 次条第 1 項に規

定する 療養介護計画に基づき 、 利用者の心身の状況等に応じ て」 と ある のは「 利用者

の心身の状況等に応じ て」 と 読み替える も のと する 。

　 　 第 6 8 条の次に次の 1 条を加える 。

　 　 （ 就労選択支援に関する 情報提供）

第 6 8 条の 2 　 就労移行支援事業者は、 利用者に対し 、 指定計画相談支援を行う 者と 連

携し 、 定期的に就労選択支援に関する 情報提供を行う も のと する 。

　 第 8 4 条中「 及び第 5 3 条」 を「 、 第 5 3 条及び第 6 8 条の 2 」 に改める 。

　 第 8 7 条中「 第 5 3 条」 の次に「 、 第 6 8 条の 2 」 を加える 。

　 （ 熊本県障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する 条例の一部改正）

第 6 条　 熊本県障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する 条例（ 平成 2 4 年熊本県条

例第 7 9 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 　 第 3 条に次の 2 項を加える 。

4 　 障害者支援施設は、 利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮し つつ、 利

用者の地域生活への移行に関する 意向を把握し 、 当該意向を定期的に確認する と と も

に、 法第 7 7 条第 3 項各号に掲げる 事業を行う 者又は一般相談支援事業（ 法第 5 条第

1 8 項に規定する 一般相談支援事業をいう 。 以下同じ 。 ） 若し く は特定相談支援事業

（ 同項に規定する 特定相談支援事業をいう 。 以下同じ 。 ） を行う 者と 連携を図り つつ、

利用者の希望に沿って地域生活への移行に向けた措置を講じ なければなら ない。

5 　 障害者支援施設は、 利用者の当該障害者支援施設以外における 指定障害福祉サービ

ス 等（ 法第 2 9 条第 1 項に規定する 指定障害福祉サービス 等をいう 。 以下同じ 。 ） の

利用状況等を把握する と と も に、 利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮

し つつ、 利用者の当該障害者支援施設以外における 指定障害福祉サービス 等の利用に

関する 意向を定期的に確認し 、 一般相談支援事業又は特定相談支援事業を行う 者と 連

携を図り つつ、 必要な援助を行わなければなら ない。

　 　 第 1 1 条中「 又は作業療法士」 を「 、 作業療法士又は言語聴覚士」 に改める 。

　 第 1 8 条中第 5 項を第 6 項と し 、 第 2 項から 第 4 項ま でを 1 項ずつ繰り 下げ、 第 1 項

の次に次の 1 項を加える 。

2 　 障害者支援施設は、 利用者が自立し た日常生活又は社会生活を営むこ と ができ る よ

う 、 利用者の意思決定の支援に配慮する よ う 努めなければなら ない。
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　 第 1 9 条第 1 0 項中「 第 7 項」 を「 第 8 項」 に、 「 第 8 項」 を「 第 9 項」 に改め、 同

項を同条第 1 1 項と し 、 同条第 9 項を同条第 1 0 項と し 、 同条第 8 項を同条第 9 項と し 、

同条第 7 項中「 利用者」 の次に「 及び当該利用者に対し て指定計画相談支援（ 法第 5 1

条の 1 7 第 2 項に規定する 指定計画相談支援をいう 。 ） を行う 者」 を加え、 同項を同条

第 8 項と し 、 同条第 6 項中「 第 4 項」 を「 第 5 項」 に改め、 同項を同条第 7 項と し 、 同

条第 5 項中「 利用者」 の次に「 及び当該利用者」 を、 「 担当者等」 の次に「 （ 地域移行

等意向確認担当者を含む。 ） 」 を、 「 開催し 」 の次に「 、 当該利用者の生活に対する 意

向等を改めて確認する と と も に」 を加え、 同項を同条第 6 項と し 、 同条第 4 項を同条第

5 項と し 、 同条第 3 項を同条第 4 項と し 、 同条第 2 項中「 行い」 を「 行う と と も に、 利

用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮し つつ」 に改め、 同項に後段と し て次

のよ う に加える 。

　 こ の場合において、 サービス 管理責任者は、 第 2 0 条の 3 第 1 項の地域移行等意向

確認担当者（ 以下「 地域移行等意向確認担当者」 と いう 。 ） が把握し た利用者の地域

生活への移行に関する 意向等を踏ま える も のと する 。

　 　 第 1 9 条第 2 項の次に次の 1 項を加える 。

3 　 サービス 管理責任者は、 アセス メ ント に当たっては、 利用者が自ら 意思を決定する

こ と に困難を抱える 場合には、 適切に意思決定の支援を行う ため、 当該利用者の意思

及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握し なければなら ない。

　 　 第 2 0 条に次の 1 項を加える 。

2 　 サービス 管理責任者は、 業務を行う に当たっては、 利用者の自己決定の尊重を原則

と し た上で、 利用者が自ら 意思を決定する こ と に困難を抱える 場合には、 適切に利用

者への意思決定の支援が行われる よ う 努めなければなら ない。

　 　 第 2 0 条の次に次の 2 条を加える 。

　 　 （ 地域と の連携等）

第 2 0 条の 2 　 障害者支援施設は、 施設障害福祉サービス の提供に当たっては、 地域住

民と 連携し 、 又はその自発的な活動等に協力する 等地域と の交流を図ら なければなら

ない。

2 　 障害者支援施設は、 利用者が地域住民と 交流でき る 機会を確保する よ う 努めなけれ

ばなら ない。

3 　 障害者支援施設は、 施設障害福祉サービス の提供に当たっては、 利用者及びその家

族、 地域住民の代表者、 施設障害福祉サービス について知見を有する 者並びに市町村

の担当者等によ り 構成さ れる 協議会（ テレ ビ電話装置等を活用し て行う こ と ができ る

も のと する 。 以下こ の条において「 地域連携推進会議」 と いう 。 ） を開催し 、 おおむ

ね 1 年に 1 回以上、 地域連携推進会議において、 事業の運営に係る 状況を報告する と
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と も に、 必要な要望、 助言等を聴く 機会を設けなければなら ない。

4 　 障害者支援施設は、 前項に規定する 地域連携推進会議の開催のほか、 おおむね 1 年

に 1 回以上、 地域連携推進会議の構成員が障害者支援施設を見学する 機会を設けなけ

ればなら ない。

5 　 障害者支援施設は、 第 3 項の報告、 要望、 助言等についての記録を作成する と と も

に、 当該記録を公表し なければなら ない。

6 　 前 3 項の規定は、 障害者支援施設がその提供する 施設障害福祉サービス の質に係る

外部の者によ る 評価及び当該評価の実施状況の公表又はこ れに準ずる 措置と し て知事

が定める も のを講じ ている 場合には、 適用し ない。

　 　 （ 地域移行等意向確認担当者の選任等）

第 2 0 条の 3 　 障害者支援施設は、 利用者の地域生活への移行に関する 意向の把握、 利

用者の当該障害者支援施設以外における 指定障害福祉サービス 等の利用状況等の把握

及び利用者の当該障害者支援施設以外における 指定障害福祉サービス 等の利用に関す

る 意向の定期的な確認（ 以下こ の条において「 地域移行等意向確認等」 と いう 。 ） を

適切に行う ため、 地域移行等意向確認等に関する 指針を定める と と も に、 地域移行等

意向確認担当者を選任し なければなら ない。

2 　 地域移行等意向確認担当者は、 前項の指針に基づき 、 地域移行等意向確認等を実施

し 、 アセス メ ント の際に地域移行等意向確認等において把握又は確認し た内容をサー

ビス 管理責任者に報告する と と も に、 当該内容を第 1 9 条第 6 項に規定する 施設障害

福祉サービス 計画の作成に係る 会議に報告し なければなら ない。

3 　 地域移行等意向確認担当者は、 地域移行等意向確認等に当たっては、 法第 7 7 条第

3 項各号に掲げる 事業を行う 者又は一般相談支援事業若し く は特定相談支援事業を行

う 者と 連携し 、 地域における 障害福祉サービス の体験的な利用に係る 支援その他の地

域生活への移行に向けた支援を行う よ う 努めなければなら ない。

　 　 第 4 0 条に次の 2 項を加える 。

3 　 障害者支援施設は、 感染症の予防及び感染症の患者に対する 医療に関する 法律（ 平

成 1 0 年法律第 1 1 4 号） 第 6 条第 1 7 項に規定する 第二種協定指定医療機関（ 次項

において「 第二種協定指定医療機関」 と いう 。 ） と の間で、 新興感染症（ 同条第 7 項

に規定する 新型イ ンフ ルエンザ等感染症、 同条第 8 項に規定する 指定感染症又は同条

第 9 項に規定する 新感染症をいう 。 次項において同じ 。 ） の発生時等の対応を取り 決

める よ う 努めなければなら ない。

4 　 障害者支援施設は、 協力医療機関が第二種協定指定医療機関である 場合においては、

当該第二種協定指定医療機関と の間で、 新興感染症の発生時等の対応について協議を

行わなければなら ない。
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　 　 第 4 4 条を次のよ う に改める 。

　 第 4 4 条　 削除

　 　 　 附　 則

　 （ 施行期日）

1 　 こ の条例は、 令和 6 年 4 月 1 日から 施行する 。 ただし 、 第 2 条及び第 5 条の規定は、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する ための法律等の一部を改正する 法律

（ 令和 4 年法律第 1 0 4 号） 附則第 1 条第 4 号に掲げる 規定の施行の日から 施行する 。

　 （ 経過措置）

2 　 こ の条例の施行の日から 令和 7 年 3 月 3 1 日ま での間、 第 1 条の規定によ る 改正後の

熊本県指定障害福祉サービス の事業等の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例（ 以

下「 新指定障害福祉サービス 基準条例」 と いう 。 ） 第 1 9 8 条の 7 （ 新指定障害福祉サ

ービス 基準条例第 2 0 1 条の 2 2 において準用する 場合を含む。 以下同じ 。 ） 及び第 1

　 9 8 条の 1 0 の規定の適用については、 新指定障害福祉サービス 基準条例第 1 9 8 条の

7 第 2 項及び第 3 項並びに第 1 9 8 条の 1 0 第 2 項及び第 3 項中「 設けなければ」 と あ

る のは「 設ける よ う 努めなければ」 と 、 新指定障害福祉サービス 基準条例第 1 9 8 条の

7 第 4 項及び第 1 9 8 条の 1 0 第 4 項中「 公表し なければ」 と ある のは「 公表する よ う

努めなければ」 と する 。

3 　 こ の条例の施行の日から 令和 7 年 3 月 3 1 日ま での間、 第 3 条の規定によ る 改正後の

熊本県指定障害者支援施設の人員、 設備及び運営の基準等に関する 条例（ 以下「 新指定

障害者支援施設基準条例」 と いう 。 ） 第 2 8 条の 2 の規定の適用については、 同条第 3

項及び第 4 項中「 設けなければ」 と ある のは「 設ける よ う 努めなければ」 と 、 同条第 5

項中「 公表し なければ」 と ある のは「 公表する よ う 努めなければ」 と する 。

4 　 こ の条例の施行の日から 令和 8 年 3 月 3 1 日ま での間、 新指定障害者支援施設基準条

例第 2 8 条の 3 の規定の適用については、 同条第 1 項中「 選任し なければ」 と ある のは

「 選任する よ う 努めなければ」 と 、 同条第 2 項中「 報告し なければ」 と ある のは「 報告

する よ う 努めなければ」 と する 。

5 　 こ の条例の施行の日から 令和 7 年 3 月 3 1 日ま での間、 第 6 条の規定によ る 改正後の

熊本県障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する 条例（ 以下「 新障害者支援施設基

準条例」 と いう 。 ） 第 2 0 条の 2 の規定の適用については、 同条第 3 項及び第 4 項中「

設けなければ」 と ある のは「 設ける よ う 努めなければ」 と 、 同条第 5 項中「 公表し なけ

れば」 と ある のは「 公表する よ う 努めなければ」 と する 。

6 　 こ の条例の施行の日から 令和 8 年 3 月 3 1 日ま での間、 新障害者支援施設基準条例第

2 0 条の 3 の規定の適用については、 同条第 1 項中「 選任し なければ」 と ある のは「 選

任する よ う 努めなければ」 と 、 同条第 2 項中「 報告し なければ」 と ある のは「 報告する
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よ う 努めなければ」 と する 。

　 （ 提案理由）

　 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する ための法律に基づく 指定障害福祉サ

ービス の事業等の人員、 設備及び運営に関する 基準（ 平成 1 8 年厚生労働省令第 1 7 1 号）

の一部改正等を踏ま え、 関係条例の規定を整備する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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第　 5 3 　 号

熊本県病院及び診療所の人員、 施設等の基準に関する 条例の一部を改正する 条例の

制定について

　 熊本県病院及び診療所の人員、 施設等の基準に関する 条例の一部を改正する 条例を次の

よ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県病院及び診療所の人員、 施設等の基準に関する 条例の一部を改正する 条例

　 熊本県病院及び診療所の人員、 施設等の基準に関する 条例（ 平成 2 4 年熊本県条例第 5

3 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 第 6 条第 1 項第 4 号中「 栄養士」 を「 栄養士又は管理栄養士」 に改める 。

　 　 　 附　 則

　 こ の条例は、 令和 6 年 4 月 1 日から 施行する 。

　 （ 提案理由）

　 医療法施行規則（ 昭和 2 3 年厚生省令第 5 0 号） の一部改正に伴い、 関係規定を整理す

る 必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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第　 5 4 　 号

　 　 　 熊本県立職業能力開発校条例の一部を改正する 条例の制定について

　 熊本県立職業能力開発校条例の一部を改正する 条例を次のよ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県立職業能力開発校条例の一部を改正する 条例

　 熊本県立職業能力開発校条例（ 昭和 4 4 年熊本県条例第 4 3 号） の一部を次のよ う に改

正する 。

　 第 6 条を第 1 2 条と し 、 第 5 条の次に次の 6 条を加える 。

　 （ 使用の許可）

第 6 条　 別表に掲げる 施設を使用し よ う と する 者は、 知事の許可を受けなければなら ない。

2 　 知事は、 前項の許可をする 場合において、 管理上必要な条件を付する こ と ができ る 。

　 （ 使用の許可の基準）

第 7 条　 知事は、 前条第 1 項の許可を受けよ う と する 者が次の各号のいずれかに該当する

と 認める と き は、 許可をし ないこ と ができ る 。

（ 1 ）　 職業能力開発校における 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがある と 認めら れ

る と き 。

（ 2 ）　 職業能力開発校の施設又は設備を毀損し 、 又は滅失する おそれがある と 認めら れ

る と き 。

（ 3 ）　 その使用が暴力団員によ る 不当な行為の防止等に関する 法律（ 平成 3 年法律第 7

　 7 号） 第 2 条第 2 号に規定する 暴力団を利する おそれがある と 認めら れる と き 。

（ 4 ）　 その他使用さ せる こ と が職業能力開発校の管理上支障がある と 認めら れる と き 。

　 （ 許可の取消し 等）

第 8 条　 知事は、 第 6 条第 1 項の許可を 受けた者（ 次条第 1 項において「 使用者」 と い

う 。 ） が次の各号のいずれかに該当する と 認める と き 、 又は管理上支障がある と 認める

と き は、 当該許可を取り 消し 、 若し く はその内容を変更し 、 又は使用を停止さ せる こ と

ができ る 。

（ 1 ）　 こ の条例又はこ の条例に基づく 規則に違反し たと き 。

（ 2 ）　 第 6 条第 2 項の規定によ り 付さ れた許可の条件に違反し たと き 。

（ 3 ）　 偽り その他不正の手段によ り 許可を受けたと き 。

（ 4 ）　 前条第 3 号に該当する こ と と なったと き 。

　 （ 使用料）

第 9 条　 使用者は、 別表に定める 額を使用料と し て納めなければなら ない。

2 　 前項の使用料は、 前納と する 。
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3 　 既納の使用料は、 還付し ない。 ただし 、 知事が特別の事情がある と 認める と き は、 そ

の全部又は一部を還付する こ と ができ る 。

　 （ 使用料の減免）

第 1 0 条　 知事は、 特別の事情がある と 認める と き は、 使用料の全部又は一部を免除する

こ と ができ る 。

　 （ 損害賠償）

第 1 1 条　 故意又は過失によ り 職業能力開発校の施設又は設備を毀損し 、 又は滅失し た者

は、 こ れによ って生じ た損害を賠償し なければなら ない。 ただし 、 知事が特別の事情が

ある と 認める と き は、 損害賠償義務の全部又は一部を免除する こ と ができ る 。

　 附則の次に次の別表を加える 。

別表（ 第 6 条、 第 9 条関係）

　 備考　 使用する 時間に 1 時間未満の端数がある と き は、 その端数を 1 時間と みなす。

　 　 　 附　 則

　 こ の条例は、 令和 6 年 4 月 1 日から 施行する 。

　 （ 提案理由）

　 熊本県立高等技術専門校内に新たに技能振興センタ ーを設置する こ と に伴い、 当該施設

の実習室の使用許可、 使用料等に関する 規定を整備する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。

区分 単位 金額

技能振興センタ ー

実習室

全面 1 時間につき 1 ， 6 0 0 円

半面 1 時間につき 8 0 0 円
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第　 5 5 　 号

　 　 　 熊本県漁港管理条例等の一部を改正する 条例の制定について

　 熊本県漁港管理条例等の一部を改正する 条例を次のよ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県漁港管理条例等の一部を改正する 条例

　 （ 熊本県漁港管理条例の一部改正）

第 1 条　 熊本県漁港管理条例（ 昭和 3 7 年熊本県条例第 1 7 号） の一部を次のよ う に改正

する 。

　 第 1 条中「 漁港漁場整備法」 を「 漁港及び漁場の整備等に関する 法律」 に改め、 「 昭

和 2 5 年法律第 1 3 7 号」 の次に「 。 以下「 法」 と いう 。 」 を加える 。

　 第 1 条の 2 第 2 項、 第 4 条第 1 項及び第 1 1 条第 1 項中「 漁港漁場整備法」 を「 法」

に改める 。

　 第 1 5 条の 2 第 1 項中「 漁港漁場整備法」 を「 法」 に、 「 採取又は」 を「 採取若し く

は」 に改め、 「 受けた者」 の次に「 又は法第 4 3 条第 4 項に規定する 認定計画実施者（

法第 4 4 条第 1 項に規定する 認定計画において法第 4 2 条第 2 項第 2 号及び第 3 号に掲

げる 事項（ 水面又は土地の占用に係る も のに限る 。 ） 又は法第 5 0 条第 1 項各号に掲げ

る 事項を定めた者に限る 。 ） 」 を加え、 「 「 以下」 を「 以下「 」 に改め、 同項ただし 書

中「 同法」 を「 法」 に改める 。

　 第 2 0 条第 1 項中「 。 以下「 法」 と いう 。 」 を削る 。

　 第 2 4 条中「 法」 を「 地方自治法」 に改める 。

　 （ 熊本県知事の権限に属する 事務処理の特例に関する 条例の一部改正）

第 2 条　 熊本県知事の権限に属する 事務処理の特例に関する 条例（ 平成 1 1 年熊本県条例

第 5 8 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 別表第 1 1 号事務の欄（ 5）中「 事務」 の次に「 （ 法第 4 3 条第 4 項に規定する 認定計

画実施者に係る も のを除く 。 ） 」 を加える 。

　 （ 熊本県一般海域管理条例の一部改正）

第 3 条　 熊本県一般海域管理条例（ 平成 1 2 年熊本県条例第 3 1 号） の一部を次のよ う に

改正する 。

　 　 第 2 条中「 漁港漁場整備法」 を「 漁港及び漁場の整備等に関する 法律」 に改める 。

　 　 　 附　 則

　 こ の条例は、 令和 6 年 4 月 1 日から 施行する 。

　 （ 提案理由）

　 漁港漁場整備法（ 昭和 2 5 年法律第 1 3 7 号） の一部改正等に伴い、 関係規定を整理す
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る 必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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占用物件

占用料

単位
所在地

甲地 乙地 丙地

法第 3 2

条第 1 項

第 1 号に

掲げる 工

作物

第一種電柱 1 本につ

き 1 年

6 7 0 6 2 0 6 0 0

第二種電柱 1 ， 0 0 0 9 5 0 9 2 0

第三種電柱 1 ， 4 0 0 1 ， 3 0 0 1 ， 2 0 0

第一種電話柱 6 0 0 5 5 0 5 4 0

第二種電話柱 9 6 0 8 8 0 8 6 0

第三種電話柱 1 ， 3 0 0 1 ， 2 0 0 1 ， 2 0 0

その他の柱類 6 0 5 5 5 4

共架電線その他上空に設ける 線類長さ 1 メ

ート ルに

つき 1 年

6 6 5

地下に設ける 電線その他の線類 4 3 3

路上に設ける 変圧器 1 個につ

き 1 年

5 9 0 5 4 0 5 3 0

地下に設ける 変圧器 占用面積

1 平方メ

ート ルに

つき 1 年

3 6 0 3 3 0 3 2 0

変圧塔その他こ れに類する も の及

び公衆電話所

1 個につ

き 1 年

1 ， 2 0 0 1 ， 1 0 0 1 ， 1 0 0

郵便差出箱及び信書便差出箱 5 1 0 4 6 0 4 5 0

広告塔 表示面積

1 平方メ

2 ， 2 0 0 8 3 0 5 5 0

第　 5 6 　 号

　 　 　 熊本県道路占用料徴収条例の一部を改正する 条例の制定について

　 熊本県道路占用料徴収条例の一部を改正する 条例を次のよ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県道路占用料徴収条例の一部を改正する 条例

　 熊本県道路占用料徴収条例（ 昭和 4 3 年熊本県条例第 1 6 号） の一部を次のよ う に改正

する 。

　 別表中備考以外の部分を次のよ う に改める 。

別表（ 第 2 条関係）
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ート ルに

つき 1 年

その他のも の 占用面積

1 平方メ

ート ルに

つき 1 年

1 ， 2 0 0 1 ， 1 0 0 1 ， 1 0 0

法第 3 2

条第 1 項

第 2 号に

掲げる 物

件

外径が 0 ． 0 7 メ ート ル未満のも

の

長さ 1 メ

ート ルに

つき 1 年

2 5 2 3 2 3

外径が 0 ． 0 7 メ ート ル以上 0 ．

1 メ ート ル未満のも の

3 6 3 3 3 2

外径が 0 ． 1 メ ート ル以上 0 ． 1

5 メ ート ル未満のも の

5 4 5 0 4 8

外径が 0 ． 1 5 メ ート ル以上 0 ．

2 メ ート ル未満のも の

7 2 6 6 6 4

外径が 0 ． 2 メ ート ル以上 0 ． 3

メ ート ル未満のも の

1 1 0 9 9 9 7

外径が 0 ． 3 メ ート ル以上 0 ． 4

メ ート ル未満のも の

1 4 0 1 3 0 1 3 0

外径が 0 ． 4 メ ート ル以上 0 ． 7

メ ート ル未満のも の

2 5 0 2 3 0 2 3 0

外径が 0 ． 7 メ ート ル以上 1 メ ー

ト ル未満のも の

3 6 0 3 3 0 3 2 0

外径が 1 メ ート ル以上のも の 7 2 0 6 6 0 6 4 0

法第 3 2

条第 1 項

第 3 号に

掲げる 施

設

自動運行補助施設法第 2 条第

2 項第 5 号

に規定する

自動運行装

置によ る 検

知の対象と

し て設置す

る 導線その

他の線類

地下

に設

ける

も の

長さ 1 メ

ート ルに

つき 1 年

4 3 3

その

他の

も の

1 2 1 1 1 1

道路の構造又は

交通の状況を表

1 本につ

き 1 年

9 6 0 8 8 0 8 6 0
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示する 標示柱そ

の他の柱類

その他のも

の

上空

に設

ける

も の

占用面積

1 平方メ

ート ルに

つき 1 年

6 0 0 5 5 0 5 4 0

地下

に設

ける

も の

3 6 0 3 3 0 3 2 0

その他のも の 1 ， 2 0 0 1 ， 1 0 0 1 ， 1 0 0

法第 3 2 条第 1 項第 4 号に掲げる 施設 占用面積

1 平方メ

ート ルに

つき 1 年

1 ， 2 0 0 1 ， 1 0 0 1 ， 1 0 0

法第 3 2

条第 1 項

第 5 号に

掲げる 施

設

地下街及び地下室階数が 1 のも の Ａ に 0 ． 0 0 4 を乗じ て得た額

階数が 2 のも の Ａ に 0 ． 0 0 6 を乗じ て得た額

階数が 3 以上の

も の

Ａ に 0 ． 0 0 7 を乗じ て得た額

上空に設ける 通路 1 ， 1 0 0 4 2 0 2 7 0

地下に設ける 通路 6 6 0 2 5 0 1 6 0

その他のも の 1 ， 2 0 0 1 ， 1 0 0 1 ， 1 0 0

法第 3 2

条第 1 項

第 6 号に

掲げる 施

設

祭礼、 縁日その他の催し に際し 、

一時的に設ける も の

占用面積

1 平方メ

ート ルに

つき 1 日

2 2 8 5

その他のも の 占用面積

1 平方メ

ート ルに

つき 1 月

2 2 0 8 3 5 5

令第 7 条

第 1 号に

掲げる 物

件

看板（ アーチであ

る も のを除く 。 ）

一時的に設ける

も の

表示面積

1 平方メ

ート ルに

つき 1 月

2 2 0 8 3 5 5

その他のも の 表示面積

1 平方メ

ート ルに

2 ， 2 0 0 8 3 0 5 5 0
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つき 1 年

標識 1 本につ

き 1 年

9 6 0 8 8 0 8 6 0

旗ざお 祭礼、 縁日その

他の催し に際し

、 一時的に設け

る も の

1 本につ

き 1 日

2 2 8 5

その他のも の 1 本につ

き 1 月

2 2 0 8 3 5 5

幕（ 令第 7 条第 4

号に掲げる 工事用

施設である も のを

除く 。 ）

祭礼、 縁日その

他の催し に際し

、 一時的に設け

る も の

その面積

1 平方メ

ート ルに

つき 1 日

2 2 8 5

その他のも の その面積

1 平方メ

ート ルに

つき 1 月

2 2 0 8 3 5 5

アーチ 車道を横断する

も の

1 基につ

き 1 月

2 ， 2 0 0 8 3 0 5 5 0

その他のも の 1 ， 1 0 0 4 2 0 2 7 0

令第 7 条第 2 号に掲げる 工作物 占用面積

1 平方メ

ート ルに

つき 1 年

1 ， 2 0 0 1 ， 1 0 0 1 ， 1 0 0

令第 7 条第 3 号に掲げる 施設 Ａ に 0 ． 0 3 1 を乗じ て得た額

令第 7 条第 4 号に掲げる 工事用施設及び同

条第 5 号に掲げる 工事用材料

占用面積

1 平方メ

ート ルに

つき 1 月

2 2 0 8 3 5 5

令第 7 条第 6 号に掲げる 仮設建築物及び同

条第 7 号に掲げる 施設

1 2 0 1 1 0 1 1 0

令第 7 条

第 8 号に

掲げる 施

設

ト ンネルの上又は高架の道路の路

面下に設ける も の

占用面積

1 平方メ

ート ルに

つき 1 年

Ａ に 0 ． 0

1 2 を乗じ

て得た額

Ａ に 0 ． 0

1 4 を乗じ

て得た額

Ａ に 0 ． 0

1 7 を乗じ

て得た額

上空に設ける も の Ａ に 0 ． 0 1 7 を乗じ て得た額

地下（ ト ンネルの

上の地下を除く 。

階数が 1 のも の Ａ に 0 ． 0 0 4 を乗じ て得た額

階数が 2 のも の Ａ に 0 ． 0 0 6 を乗じ て得た額
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） に設ける も の 階数が 3 以上の

も の

Ａ に 0 ． 0 0 7 を乗じ て得た額

その他のも の Ａ に 0 ． 0 2 5 を乗じ て得た額

令第 7 条

第 9 号に

掲げる 施

設

建築物 Ａ に 0 ． 0

1 5 を乗じ

て得た額

Ａ に 0 ． 0

1 9 を乗じ

て得た額

Ａ に 0 ． 0

2 2 を乗じ

て得た額

その他のも の Ａ に 0 ． 0

1 1 を乗じ

て得た額

Ａ に 0 ． 0

1 4 を乗じ

て得た額

Ａ に 0 ． 0

1 5 を乗じ

て得た額

令第 7 条

第 1 0 号

に掲げる

施設及び

自動車駐

車場

建築物 Ａ に 0 ． 0 2 2 を乗じ て得た額

その他のも の Ａ に 0 ． 0

1 1 を乗じ

て得た額

Ａ に 0 ． 0

1 4 を乗じ

て得た額

Ａ に 0 ． 0

1 5 を乗じ

て得た額

令第 7 条

第 1 1 号

に掲げる

応急仮設

建築物

ト ンネルの上又は高架の道路の路

面下に設ける も の

Ａ に 0 ． 0

1 5 を乗じ

て得た額

Ａ に 0 ． 0

1 9 を乗じ

て得た額

Ａ に 0 ． 0

2 2 を乗じ

て得た額

上空に設ける も の Ａ に 0 ． 0 2 2 を乗じ て得た額

その他のも の Ａ に 0 ． 0 3 1 を乗じ て得た額

令第 7 条第 1 2 号に掲げる 器具 Ａ に 0 ． 0 2 5 を乗じ て得た額

令第 7 条

第 1 3 号

に掲げる

施設

ト ンネルの上又は高速自動車国道

若し く は自動車専用道路（ 高架の

も のに限る 。 ） の路面下に設ける

も の

Ａ に 0 ． 0

1 5 を乗じ

て得た額

Ａ に 0 ． 0

1 9 を乗じ

て得た額

Ａ に 0 ． 0

2 2 を乗じ

て得た額

上空に設ける も の Ａ に 0 ． 0 2 2 を乗じ て得た額

その他のも の Ａ に 0 ． 0 3 1 を乗じ て得た額

令第 7 条第 1 4 号に掲げる 施設 Ａ に 0 ． 0 3 1 を乗じ て得た額

　 　 　 附　 則

1 　 こ の条例は、 令和 6 年 4 月 1 日から 施行する 。

2 　 改正後の別表の規定は、 こ の条例の施行の日以後の占用に係る 占用料について適用し 、

同日前の占用に係る 占用料については、 なお従前の例によ る 。

　 （ 提案理由）

　 道路を占用する 場合の占用料の額等を見直す必要がある 。
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　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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区分 単位

所在地及び金額

熊本市 上益城郡益城

町　 　 　 　 　

八代市 水俣市

電柱 1 本 1 年に

つき

1 ， 1 0 0 円 1 ， 0 0 0 円 9 5 0 円 9 2 0 円

電話柱 1 本 1 年に

つき

6 4 0 円 6 0 0 円 5 5 0 円 5 4 0 円

支線柱 1 本 1 年に

つき

6 4 円 6 0 円 5 5 円 5 4 円

共架電線その他上

空に設ける 線類

1 メ ート ル

1 年につき

6 円 6 円 6 円 5 円

地下に設ける 電線

その他の線類

1 メ ート ル

1 年につき

4 円 4 円 3 円 3 円

変圧塔その他こ れ

に類する も の及び

公衆電話所

1 個 1 年に

つき

1 ， 3 0 0 円 1 ， 2 0 0 円 1 ， 1 0 0 円 1 ， 1 0 0 円

郵便差出箱及び信

書便差出箱

1 個 1 年に

つき

5 4 0 円 5 1 0 円 4 6 0 円 4 5 0 円

鉄塔 1 平方メ ー

ト ル 1 年に

つき

1 ， 3 0 0 円 1 ， 2 0 0 円 1 ， 1 0 0 円 1 ， 1 0 0 円

水道管

、 下水

道管、

外径 0 ． 0

7 メ ート ル

未満のも の

1 メ ート ル

1 年につき

2 7 円 2 5 円 2 3 円 2 3 円

第　 5 7 　 号

　 　 　 熊本県都市公園条例の一部を改正する 条例の制定について

　 熊本県都市公園条例の一部を改正する 条例を次のよ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県都市公園条例の一部を改正する 条例

　 熊本県都市公園条例（ 昭和 5 3 年熊本県条例第 9 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 別表第 1 の 3 の表を次のよ う に改める 。

3 　 法第 6 条第 1 項又は第 3 項の規定によ り 許可を受けて都市公園を占用する と き の使

用料
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ガス 管

その他

こ れら

に類す

る も の

外径 0 ． 0

7 メ ート ル

以上 0 ． 1

メ ート ル未

満のも の

1 メ ート ル

1 年につき

3 8 円 3 6 円 3 3 円 3 2 円

外径 0 ． 1

メ ート ル以

上 0 ． 1 5

メ ート ル未

満のも の

1 メ ート ル

1 年につき

5 8 円 5 4 円 5 0 円 4 8 円

外径 0 ． 1

5 メ ート ル

以上 0 ． 2

メ ート ル未

満のも の

1 メ ート ル

1 年につき

7 7 円 7 2 円 6 6 円 6 4 円

外径 0 ． 2

メ ート ル以

上 0 ． 3 メ

ート ル未満

のも の

1 メ ート ル

1 年につき

1 2 0 円 1 1 0 円 9 9 円 9 7 円

外径 0 ． 3

メ ート ル以

上 0 ． 4 メ

ート ル未満

のも の

1 メ ート ル

1 年につき

1 5 0 円 1 4 0 円 1 3 0 円 1 3 0 円

外径 0 ． 4

メ ート ル以

上 0 ． 7 メ

ート ル未満

のも の

1 メ ート ル

1 年につき

2 7 0 円 2 5 0 円 2 3 0 円 2 3 0 円

外径 0 ． 7

メ ート ル以

上 1 メ ート

ル未満のも

1 メ ート ル

1 年につき

3 8 0 円 3 6 0 円 3 3 0 円 3 2 0 円
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の

外径 1 メ ー

ト ル以上の

も の

1 メ ート ル

1 年につき

7 7 0 円 7 2 0 円 6 6 0 円 6 4 0 円

興行、 展示会、 集

会その他こ れら に

類する 催し のため

設けら れる 仮設工

作物（ 使用期間が

1 月未満のも のに

限る 。 ）

1 平方メ ー

ト ル 1 日に

つき

3 5 円 2 4 円 8 円 5 円

興行、 展示会、 集

会その他こ れら に

類する 催し のため

設けら れる 仮設工

作物（ 使用期間が

1 月以上のも のに

限る 。 ）

1 平方メ ー

ト ル 1 日に

つき

3 2 円 2 2 円 8 円 5 円

その他の物件 1 平方メ ー

ト ル 1 月に

つき

3 2 0 円 2 2 0 円 8 3 円 5 5 円

　 　 　 附　 則

1 　 こ の条例は、 令和 6 年 4 月 1 日から 施行する 。

2 　 改正後の別表第 1 の 3 の表の規定は、 こ の条例の施行の日以後の占用に係る 使用料に

ついて適用し 、 同日前の占用に係る 使用料については、 なお従前の例によ る 。

　 （ 提案理由）

　 都市公園を占用する 場合の使用料の額を見直す必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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第　 5 8 　 号

　 　 　 熊本県流域下水道事業の設置等に関する 条例の一部を改正する 条例の制定について

　 熊本県流域下水道事業の設置等に関する 条例の一部を改正する 条例を次のよ う に制定す

る こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県流域下水道事業の設置等に関する 条例の一部を改正する 条例

　 熊本県流域下水道事業の設置等に関する 条例（ 昭和 6 3 年熊本県条例第 3 8 号） の一部

を次のよ う に改正する 。

　 題名中「 流域下水道事業」 を「 下水道事業」 に改める 。

　 第 1 条中「 流域下水道事業」 を「 公共下水道事業及び流域下水道事業」 に、 「 流域下水

道の」 を「 公共下水道及び流域下水道の」 に改める 。

　 第 3 条中「 流域下水道事業」 を「 公共下水道事業及び流域下水道事業（ 以下 ｢下水道事

業｣ と 総称する 。 ） 」 に改める 。

　 第 4 条中「 流域下水道事業」 を「 下水道事業」 に改め、 「 財務規定等」 の次に「 （ 次項

において「 財務規定等」 と いう 。 ） 」 を加え、 「 令和 2 年 4 月 1 日から 」 を削り 、 同条に

次の 1 項を加える 。

2 　 財務規定等の適用を開始する 日（ 以下こ の項において「 適用開始日」 と いう 。 ） は、

次のと おり と する 。

　 第 5 条第 1 項中「 流域下水道事業」 を「 下水道事業」 に改め、 同条第 2 項を同条第 3 項

と し 、 同条第 1 項の次に次の 1 項を加える 。

2 　 公共下水道事業の施設と し て設置する 公共下水道の名称及び処理区域の存する 市町村

は、 次のと おり と する 。

　 第 6 条から 第 8 条ま での規定並びに第 9 条第 1 項及び第 2 項第 3 号中「 流域下水道事業」

を「 下水道事業」 に改める 。

　 第 1 0 条の見出し 中「 流域下水道」 を「 公共下水道及び流域下水道」 に改め、 同条中「

第 2 5 条の 3 0 第 1 項において準用する 同法第 7 条第 2 項に規定する 条例で定める 流域下

水道」 を「 第 7 条第 2 項に規定する 条例で定める 公共下水道の構造の技術上の基準及び同

法第 2 5 条の 3 0 第 1 項において準用する 同法第 7 条第 2 項に規定する 条例で定める 流域

下水道事業 適用開始日

公共下水道事業令和 6 年 4 月 1 日

流域下水道事業令和 2 年 4 月 1 日

名称 処理区域の存する 市町村

熊本セミ コ ン公共下水道合志市　 菊陽町
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下水道」 に改める 。

　 第 1 4 条中「 流域下水道」 を「 公共下水道又は流域下水道」 に改める 。

　 第 1 5 条中「 第 2 5 条の 3 0 第 1 項において準用する 同法第 2 1 条第 2 項」 を「 第 2 1

条第 2 項（ 同法第 2 5 条の 3 0 第 1 項において準用する 場合を含む。 ） 」 に改める 。

　 第 1 6 条中「 流域下水道」 を「 公共下水道及び流域下水道」 に改める 。

　 第 1 7 条から 第 1 9 条ま での規定中「 流域下水道」 を「 公共下水道又は流域下水道」 に

改める 。

　 　 　 附　 則

　 こ の条例は、 令和 6 年 4 月 1 日から 施行する 。 ただし 、 第 1 条の改正規定（ 「 流域下水

道の」 を「 公共下水道及び流域下水道の」 に改める 部分に限る 。 ） 、 第 5 条第 2 項を同条

第 3 項と し 、 同条第 1 項の次に 1 項を加える 改正規定、 第 1 0 条（ 見出し を含む。 ） の改

正規定及び第 1 4 条から 第 1 9 条ま での改正規定は、 同日又は下水道法（ 昭和 3 3 年法律

第 7 9 号） 第 4 条第 1 項の規定によ る 公共下水道の事業計画を定めた日のいずれか遅い日

から 施行する 。

　 （ 提案理由）

　 下水道法（ 昭和 3 3 年法律第 7 9 号） に基づく 公共下水道を設置し 、 公共下水道事業に

地方公営企業法（ 昭和 2 7 年法律第 2 9 2 号） に基づく 財務規定等を適用する ため、 関係

規定を整備する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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区分

使用料

単位
所在地

第 1 級地 第 2 級地 第 3 級地 第 4 級地

電柱、 電

線、 変圧

塔、 郵便

差出箱、

公衆電話

所、 広告

塔その他

こ れら に

類する 工

作物

第一種電柱 1 本につき

1 年

7 2 0 6 7 0 6 2 0 6 0 0

第二種電柱 1 ， 1 0 0 1 ， 0 0 0 9 5 0 9 2 0

第三種電柱 1 ， 5 0 0 1 ， 4 0 0 1 ， 3 0 0 1 ， 2 0 0

第一種電話柱 6 4 0 6 0 0 5 5 0 5 4 0

第二種電話柱 1 ， 0 0 0 9 6 0 8 8 0 8 6 0

第三種電話柱 1 ， 4 0 0 1 ， 3 0 0 1 ， 2 0 0 1 ， 2 0 0

その他の柱類 6 4 6 0 5 5 5 4

共架電線その他上空

に設ける 線類

長さ 1 メ ー

ト ルにつき

1 年

6 6 6 5

地下に設ける 線類そ

の他の線類

4 4 3 3

路上に設ける 変圧器 1 個につき

1 年

6 3 0 5 9 0 5 4 0 5 3 0

地下に設ける 変圧器使用面積 1

平方メ ート

ルにつき 1

年

3 8 0 3 6 0 3 3 0 3 2 0

変圧塔その他こ れに

類する も の及び公衆

電話所

1 個につき

1 年

1 ， 3 0 0 1 ， 2 0 0 1 ， 1 0 0 1 ， 1 0 0

郵便差出箱及び信書

便差出箱

5 4 0 5 1 0 4 6 0 4 5 0

第　 5 9 　 号

　 　 　 熊本県港湾管理条例の一部を改正する 条例の制定について

　 熊本県港湾管理条例の一部を改正する 条例を次のよ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県港湾管理条例の一部を改正する 条例

　 熊本県港湾管理条例（ 昭和 4 1 年熊本県条例第 4 2 号） の一部を次のよ う に改正する 。

　 別表第 2 中備考以外の部分を次のよ う に改める 。

別表第 2 （ 第 5 条、 第 6 条関係）
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広告塔 表示面積 1

平方メ ート

ルにつき 1

年

3 ， 2 0 0 2 ， 2 0 0 8 3 0 5 5 0

その他のも の 使用面積 1

平方メ ート

ルにつき 1

年

1 ， 3 0 0 1 ， 2 0 0 1 ， 1 0 0 1 ， 1 0 0

水管、 下

水道管、

ガス 管そ

の他こ れ

ら に類す

る 物件

外径が 0 ． 0 7 メ ー

ト ル未満のも の

長さ 1 メ ー

ト ルにつき

1 年

2 7 2 5 2 3 2 3

外径が 0 ． 0 7 メ ー

ト ル以上 0 ． 1 メ ー

ト ル未満のも の

3 8 3 6 3 3 3 2

外径が 0 ． 1 メ ート

ル以上 0 ． 1 5 メ ー

ト ル未満のも の

5 8 5 4 5 0 4 8

外径が 0 ． 1 5 メ ー

ト ル以上 0 ． 2 メ ー

ト ル未満のも の

7 7 7 2 6 6 6 4

外径が 0 ． 2 メ ート

ル以上 0 ． 3 メ ート

ル未満のも の

1 2 0 1 1 0 9 9 9 7

外径が 0 ． 3 メ ート

ル以上 0 ． 4 メ ート

ル未満のも の

1 5 0 1 4 0 1 3 0 1 3 0

外径が 0 ． 4 メ ート

ル以上 0 ． 7 メ ート

ル未満のも の

2 7 0 2 5 0 2 3 0 2 3 0

外径が 0 ． 7 メ ート

ル以上 1 メ ート ル未

満のも の

3 8 0 3 6 0 3 3 0 3 2 0

外径が 1 メ ート ル以

上のも の

7 7 0 7 2 0 6 6 0 6 4 0

通路、 浄上空に設ける 通路 使用面積 1 1 ， 6 0 0 1 ， 1 0 0 4 2 0 2 7 0
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化槽その

他こ れら

に類する

施設

地下に設ける 通路 平方メ ート

ルにつき 1

年

9 6 0 6 6 0 2 5 0 1 6 0

その他のも の 1 ， 3 0 0 1 ， 2 0 0 1 ， 1 0 0 1 ， 1 0 0

露店、 商

品置場そ

の他こ れ

ら に類す

る 施設

祭礼、 縁日その他の

催し に際し 、 一時的

に設ける も の

使用面積 1

平方メ ート

ルにつき 1

日

3 2 2 2 8 5

その他のも の 使用面積 1

平方メ ート

ルにつき 1

月

3 2 0 2 2 0 8 3 5 5

看板、 標

識、 旗ざ

お、 幕及

びアーチ

看板（ ア

ーチであ

る も のを

除く 。 ）

一時的に設

ける も の

表示面積 1

平方メ ート

ルにつき 1

月

3 2 0 2 2 0 8 3 5 5

その他のも

の

表示面積 1

平方メ ート

ルにつき 1

年

3 ， 2 0 0 2 ， 2 0 0 8 3 0 5 5 0

標識 1 本につき

1 年

1 ， 0 0 0 9 6 0 8 8 0 8 6 0

旗ざお 祭礼、 縁日

その他の催

し に際し 、

一時的に設

ける も の

1 本につき

1 日

3 2 2 2 8 5

その他のも

の

1 本につき

1 月

3 2 0 2 2 0 8 3 5 5

幕（ 工事

用板囲、

足場、 詰

所その他

の工事用

祭礼、 縁日

その他の催

し に際し 、

一時的に設

ける も の

その面積 1

平方メ ート

ルにつき 1

日

3 2 2 2 8 5
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施設であ

る も のを

除く 。 ）

その他のも

の

その面積 1

平方メ ート

ルにつき 1

月

3 2 0 2 2 0 8 3 5 5

アーチ 車道を横断

する も の

1 基につき

1 月

3 ， 2 0 0 2 ， 2 0 0 8 3 0 5 5 0

その他のも

の

1 ， 6 0 0 1 ， 1 0 0 4 2 0 2 7 0

工事用板囲、 足場、 詰所その

他の工事用施設及び土石、 竹

木、 瓦その他の工事用材料

使用面積 1

平方メ ート

ルにつき 1

月

3 2 0 2 2 0 8 3 5 5

　 　 　 附　 則

1 　 こ の条例は、 令和 6 年 5 月 1 日から 施行する 。

2 　 改正後の別表第 2 の規定は、 こ の条例の施行の日以後の使用に係る 使用料について適

用し 、 同日前の使用に係る 使用料については、 なお従前の例によ る 。

　 （ 提案理由）

　 臨港地区内の道路に工作物、 物件又は施設を設け、 継続的に当該道路を使用する 場合の

使用料の額を見直す必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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第　 6 0 　 号

　 　 　 熊本県公立学校情報機器整備基金条例の制定について

　 熊本県公立学校情報機器整備基金条例を次のよ う に制定する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県公立学校情報機器整備基金条例

　 （ 設置）

第 1 条　 県又は市町村が行う 初等中等教育段階の公立学校における 情報機器の整備に係る

事業に要する 資金を積み立てる ため、 熊本県公立学校情報機器整備基金（ 以下「 基金」

と いう 。 ） を設置する 。

　 （ 積立て）

第 2 条　 基金と し て積み立てる 額は、 熊本県一般会計歳入歳出予算（ 以下「 予算」 と いう

　 で定める 。

　 （ 管理）

第 3 条　 基金に属する 現金は、 金融機関への預金その他最も 確実かつ有利な方法によ り 保

管し なければなら ない。

2 　 基金に属する 現金は、 必要に応じ 、 最も 確実かつ有利な有価証券に代える こ と ができ

る 。

　 （ 運用益金の処理）

第 4 条　 基金の運用から 生ずる 利益は、 予算に計上し て、 こ の基金に編入する も のと する 。

　 （ 繰替運用）

第 5 条　 知事は、 財政上必要がある と 認める と き は、 確実な繰戻し の方法、 期間及び利率

を定めて基金に属する 現金を歳計現金に繰り 替えて運用する こ と ができ る 。

　 （ 基金の処分）

第 6 条　 知事は、 第 1 条の事業に要する 経費の財源に充てる 場合に限り 、 予算の定める と

こ ろによ り 基金の全部又は一部を処分する こ と ができ る 。

　 （ 委任）

第 7 条　 こ の条例に定める も ののほか、 基金の管理に関し 必要な事項は、 知事が定める 。

　 　 　 附　 則

　 （ 施行期日）

1 　 こ の条例は、 公布の日から 施行する 。

　 （ 失効）

2 　 こ の条例は、 令和 1 1 年 3 月 3 1 日限り 、 その効力を失う 。 ただし 、 同日ま でに実施

さ れた第 1 条の事業に係る 精算については、 こ の条例の規定は、 同年 6 月 3 0 日（ 同日

。）
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前に当該精算が完了し た場合にあっては、 当該精算が完了し た日） ま での間は、 なおそ

の効力を有する 。

3 　 こ の条例の失効の際現に基金に残余財産がある と き は、 当該残余財産の額に相当する

金額を予算に計上し て、 国庫に納付する も のと する 。

　 （ 提案理由）

　 県又は市町村が行う 初等中等教育段階の公立学校における 情報機器の整備に係る 事業に

要する 資金を積み立てる ため、 基金を設置する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。
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第　 6 1 　 号

熊本県警察の職員の特殊勤務手当に関する 条例の一部を改正する 条例の制定につい

て

　 熊本県警察の職員の特殊勤務手当に関する 条例の一部を改正する 条例を次のよ う に制定

する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 　 　 熊本県警察の職員の特殊勤務手当に関する 条例の一部を改正する 条例

　 熊本県警察の職員の特殊勤務手当に関する 条例（ 昭和 2 9 年熊本県条例第 4 1 号） の一

部を次のよ う に改正する 。

　 別表第 2 4 号作業の項を次のよ う に改める 。

　 　 　 附　 則

　 こ の条例は、 令和 6 年 4 月 1 日から 施行する 。

　 （ 提案理由）

　 警察職員の特殊勤務手当の額を見直す必要がある 。

　 こ れが、 こ の条例案を提出する 理由である 。

第 2 4 号作業 遠隔地水上警戒作業（ 本土から 遠隔

の地にある 離島の周辺の海域におい

て海上保安庁の巡視船に乗り 組んで

行う 警戒の作業で、 人事委員会の定

める も のをいう 。 ）

1 日につき 　 1 ， 1 0 0 円（ 当

該作業が夜間（ 日没時から 日出

時ま での時間をいう 。 以下こ の

項において同じ 。 ） に及んだと

き 、 又は当該作業が夜間に行わ

れたと き は、 当該額にその 1 0

0 分の 5 0 に相当する 額を加算

し た額）

船舶警ら 等作業（ 船舶に乗り 組んで

行う 作業（ 遠隔地水上警戒作業であ

る も のを除く 。 ） に限る 。 ）

1 日につき 　 3 4 0 円
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第　 6 2 　 号

　 　 　 財産の減額貸付けについて

　 財産を次のよ う に減額し て貸し 付ける こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 （ 提案理由）

　 一般財団法人熊本テルサに財産を減額し て貸し 付ける ため、 地方自治法（ 昭和 2 2 年法

律第 6 7 号） 第 9 6 条第 1 項第 6 号の規定によ り 議会の議決を経る 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。

区分 所在地 面　 積
貸付けの

相 手 方

貸付けの

目　 　 的
貸付期間 摘　 要

土地

及び

建物

熊本市中央

区水前寺公

園 2 8 2 番

及び 2 9 0

番 2

土地

18，487．69

平方メ ート

ル

建物

15，261．18

平方メ ート

ルのう ち熊

本県の共有

持分40．107

26パーセン

ト

車庫

54．00 平 方

メ ート ル

一般財団

法人熊本

テルサ

熊本勤労

者総合福

祉センタ

ーの管理

運営

令和 6 年 4

月 1 日から

令和 1 1 年

3 月 3 1 日

ま で

熊本勤労者総

合福祉センタ

ー建物接地部

分の59．89274

パーセント に

相当する 土地

（ 面積3，239．

77平方メ ート

ル） 以外の土

地、 建物及び

車庫を無償と

する 。
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第　 6 3 　 号

　 　 　 財産の取得について

　 財産を次のよ う に取得する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 （ 提案理由）

　 新規工業団地整備事業を実施する ため、 土地を取得する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。

取得する 財産の表示
取得の相手方 取得の目的 取得の予定価格

区分 所在地 面　 積

土地 菊池市旭志

川辺字六西

沖 1 4 4 6

番 1 ほか 1

0 0 筆

230，750．

83平方メ

ート ル

個人（ 7 2 人）

旭志村土地改良

区

新規工業団

地整備事業

の用地

913，748，484円
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第　 6 4 　 号

　 　 　 工事請負契約の締結について

　 上杉地区農村地域防災減災事業（ 湛防） 第 1 号工事他合併について、 次のよ う に請負契

約を締結する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

1 　 工　 　 事　 　 名　 上杉地区農村地域防災減災事業（ 湛防） 第 1 号工事他合併

2 　 工　 事　 内　 容　 排水ポンプ設備製作据付工

3 　 工　 事　 場　 所　 熊本市南区富合町上杉地内

4 　 工　 　 　 　 　 期　 契約締結の日の翌日から 令和 9 年 3 月 3 0 日ま で

5 　 契　 約　 金　 額　 1 ， 5 6 8 ， 9 3 3 ， 9 6 0 円

6 　 契 約 の 相 手 方　 福岡県福岡市中央区渡辺通二丁目 1 番 8 2 号電気ビル内

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 株式会社酉島製作所九州支店

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 代表者　 支店長　 石崎顕史

7 　 契 約 の 方 法　 一般競争入札

　 （ 提案理由）

　 上杉地区農村地域防災減災事業（ 湛防） 第 1 号工事他合併請負契約の締結について、 議

会の議決に付すべき 契約に関する 条例（ 昭和 3 9 年熊本県条例第 3 0 号） 第 2 条の規定に

よ り 議会の議決を経る 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。
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第　 6 5 　 号

　 　 　 工事請負契約の変更について

　 令和 2 年 1 1 月熊本県議会定例会において議決さ れた竜北地区農村地域防災減災事業

（ 湛防） Ｒ 1 補正第 1 7 号工事他合併請負契約のう ち、 契約金額「 9 1 4 ， 1 7 5 ， 1 8

1 円」 を「 9 4 2 ， 6 4 1 ， 3 0 2 円」 に変更する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 （ 提案理由）

　 工事内容の変更のため、 契約金額を変更する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。
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第　 6 6 　 号

　 　 　 工事請負契約の変更について

　 令和 4 年 2 月熊本県議会定例会において議決さ れた益南地区農村地域防災減災事業（ 湛

防） 第 3 号工事他合併請負契約のう ち、 工期「 契約締結の日の翌日から 令和 6 年 3 月 2 9

日ま で」 を「 契約締結の日の翌日から 令和 6 年 6 月 2 8 日ま で」 に、 契約金額「 5 4 0 ，

6 2 8 ， 6 1 6 円」 を「 5 7 5 ， 4 9 9 ， 2 5 6 円」 に変更する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 （ 提案理由）

　 工事内容の変更のため、 工期及び契約金額を変更する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。



87

第　 6 7 　 号

　 　 　 工事請負契約の変更について

　 令和 5 年 2 月熊本県議会定例会において議決さ れた竜北地区農村地域防災減災事業（ 湛

防） 第 1 8 号工事他合併請負契約のう ち、 工期「 契約締結の日の翌日から 令和 7 年 3 月 1

4 日ま で」 を「 契約締結の日の翌日から 令和 8 年 3 月 1 3 日ま で」 に、 契約金額「 1 ， 1

8 7 ， 9 9 9 ， 9 5 6 円」 を「 1 ， 2 1 1 ， 6 9 4 ， 9 2 4 円」 に変更する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 （ 提案理由）

　 工事内容の変更のため、 工期及び契約金額を変更する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。



88

第　 6 8 　 号

　 　 　 工事請負契約の変更について

　 令和 5 年 2 月熊本県議会定例会において議決さ れた芦北管内地区県営災・ 工事費（ 過年）

第 1 6 号工事他合併請負契約のう ち、 工期「 契約締結の日の翌日から 令和 6 年 9 月 3 0 日

ま で」 を「 契約締結の日の翌日から 令和 7 年 3 月 1 8 日ま で」 に、 契約金額「 8 3 2 ， 7

0 0 ， 0 0 0 円」 を「 8 8 0 ， 3 2 0 ， 8 5 2 円」 に変更する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫

　 （ 提案理由）

　 工事内容の変更のため、 工期及び契約金額を変更する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。



89

第　 6 9 　 号

　 　 　 工事請負契約の変更について

　 令和 5 年 1 2 月熊本県議会定例会において議決さ れた牛深漁港水産物供給基盤機能保全

（ 牛深ハイ ヤ大橋橋梁補修） 工事他合併請負契約のう ち、 工期「 契約締結の日の翌日から

令和 6 年 3 月 2 9 日ま で」 を「 契約締結の日の翌日から 令和 7 年 3 月 1 4 日ま で」 に変更

する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 （ 提案理由）

　 工事内容の変更のため、 工期を変更する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。



90

第　 7 0 　 号

　 　 　 工事請負契約の締結について

　 鹿児島本線大野下・ 玉名間 1 6 9 ｋ 3 5 2 ｍ付近境川橋梁（ 仮称） 新設工事について、

次のよ う に契約を締結する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

1 　 工　  事　  名　 鹿児島本線大野下・ 玉名間 1 6 9 ｋ 3 5 2 ｍ付近境川橋梁（ 仮称） 新

設工事

2 　 工 事 内 容　 ボッ ク ス カルバート 工

3 　 工 事 場 所　 玉名市中地内

4 　 工　 　 　 　 期　 契約締結の日から 令和 7 年 3 月 3 1 日ま で

5 　 契 約 金 額　 7 1 8 ， 9 8 3 ， 0 0 0 円

6 　 契約の相手方　 福岡県福岡市博多区博多駅前三丁目 2 5 番 2 1 号

　 　 　 　 　 　 　 　 　 九州旅客鉄道株式会社　 代表取締役社長　 古宮洋二

7 　 契 約 の 方 法　 随意契約

　 （ 提案理由）

　 鹿児島本線大野下・ 玉名間 1 6 9 ｋ 3 5 2 ｍ付近境川橋梁（ 仮称） 新設工事請負契約の

締結について、 議会の議決に付すべき 契約に関する 条例（ 昭和 3 9 年熊本県条例第 3 0 号）

第 2 条の規定によ り 議会の議決を経る 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。



91

第　 7 1 　 号

　 　 　 工事請負契約の変更について

　 令和 5 年 2 月熊本県議会定例会において議決さ れた熊本工業高校実習棟（ 第三期） 改築

工事請負契約のう ち、 工期「 契約締結の日の翌日から 令和 6 年 3 月 2 9 日ま で」 を「 契約

締結の日の翌日から 令和 6 年 1 0 月 3 1 日ま で」 に、 契約金額「 1 ， 3 5 4 ， 6 5 0 ， 0

0 0 円」 を「 1 ， 4 2 6 ， 0 4 1 ， 0 9 8 円」 に変更する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 （ 提案理由）

　 工事内容の変更のため、 工期及び契約金額を変更する 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。



92

第　 7 2 　 号

　 　 　 第 5 次く ま も と 2 1 ヘルス プラ ンの策定について

　 第 5 次く ま も と 2 1 ヘルス プラ ンを次のよ う に策定する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 第 5 次く ま も と 2 1 ヘルス プラ ン（ 熊本県健康増進計画）（ 別冊）

　 （ 提案理由）

　 第 5 次く ま も と 2 1 ヘルス プラ ンの策定については、 熊本県行政に係る 基本的な計画の

策定等を議会の議決事件と し て定める 条例（ 平成 1 6 年熊本県条例第 3 5 号） 第 3 条の規

定によ り 議会の議決を経る 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。



93

第　 7 3 　 号

　 　 　 包括外部監査契約の締結について

　 地方自治法（ 昭和 2 2 年法律第 6 7 号） 第 2 5 2 条の 2 7 第 2 項に規定する 包括外部監

査契約について、 次のよ う に締結する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

1 　 契 約 の 内 容　 地方自治法第 2 5 2 条の 2 7 第 2 項に規定する 包括外部監査契約に基

づく 監査及び当該監査の結果に関する 報告

2 　 契 約 の 期 間　 令和 6 年 4 月 1 日から 令和 7 年 3 月 3 1 日ま で

3 　 契約の相手方　 住所　 熊本市中央区菅原町 6 番 2 0 号カーサ・ サリ ーレ 2 0 3 号室

　 　 　 　 　 　 　 　 　 氏名　 本吉幸雄

　 　 　 　 　 　 　 　 　 資格　 公認会計士

　 （ 提案理由）

　 包括外部監査契約の締結について、 地方自治法第 2 5 2 条の 3 6 第 1 項の規定によ り 議

会の議決を経る 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。



94

第　 7 4 　 号

　 　 　 権利の放棄について

　 次のと おり 権利を放棄する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 （ 提案理由）

　 権利の放棄については、 地方自治法（ 昭和 2 2 年法律第 6 7 号） 第 9 6 条第 1 項の規定

によ り 議会の議決を経る 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。

権利の根拠
相手方

放棄する 権利
理由

種類 貸付年度 内訳 金額等

母子福

祉資金

貸付金

平成 1 8

年度

個人 未償還元金 1 7 9 ， 3 2 2 円 　 貸付けの相

手方の破産及

び連帯保証人

によ る 消滅時

効の援用によ

り 今後回収の

見込みがない

ため。

その他 未償還元金に係る

違約金の請求権



95

第　 7 5 　 号

　 　 　 権利の放棄について

　 次のと おり 権利を放棄する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

　 （ 提案理由）

　 権利の放棄については、 地方自治法（ 昭和 2 2 年法律第 6 7 号） 第 9 6 条第 1 項の規定

によ り 議会の議決を経る 必要がある 。

　 こ れが、 こ の議案を提出する 理由である 。

権利の根拠
相手方

放棄する 権利
理由

種類 貸与年度 内訳 金額

熊本県

地域改

善対策

高等学

校等奨

学資金

貸与金

平成 1 3

年度から

平成 1 5

年度ま で

個人 未償還元金 9 0 8 ， 1 0 0 円 　 貸与の相手

方の破産によ

り 今後回収の

見込みがない

ため。

延滞利息 1 8 5 ， 7 6 7 円



96

第　 7 6 　 号

　 　 　 専決処分の報告及び承認について

　 地方自治法（ 昭和 2 2 年法律第 6 7 号） 第 1 7 9 条第 1 項の規定によ り 専決処分し た事

件について、 同条第 3 項の規定によ り 次のと おり 報告し 、 承認を求める 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

専第　 5 2 　 号

　 　 　 和解及び損害賠償額の決定について

　 次に掲げる 日、 路線名等、 場所及び原因で発生し た事故に関し 、 和解の相手方と 熊本県

と の間に次のと おり 損害賠償の額を決定し 、 和解する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 1 月 2 2 日専決

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

発　 　 生　 　 日

路　 線　 名　 等

発　 生　 場　 所

事 故 の 原 因

和解の相手方 損害賠償の額 和 解 事 項

令和 5 年 9 月 2 0 日

一般県道一勝地神瀬線

葦北郡芦北町大字告地

内

落石

江藤建設有限会社

（ 車両所有者）

3 3 7 ， 3 7 0 円 　 当事者双方は、

今 後 本 件 に 関 し

て、 裁判上又は裁

判外において一切

の異議及び請求の

申立てをし ないこ

と 。



97

第　 7 7 　 号

　 　 　 専決処分の報告及び承認について

　 地方自治法（ 昭和 2 2 年法律第 6 7 号） 第 1 7 9 条第 1 項の規定によ り 専決処分し た事

件について、 同条第 3 項の規定によ り 次のと おり 報告し 、 承認を求める 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

専第　 5 5 　 号

　 　 　 和解及び損害賠償額の決定について

　 次に掲げる 日、 路線名等、 場所及び原因で発生し た事故に関し 、 和解の相手方と 熊本県

と の間に次のと おり 損害賠償の額を決定し 、 和解する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 1 月 2 3 日専決

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

発　 　 生　 　 日

路　 線　 名　 等

発　 生　 場　 所

事 故 の 原 因

和解の相手方 損害賠償の額 和 解 事 項

令和 5 年 9 月 2 8 日

主要地方道熊本益城大津

線

上益城郡益城町大字田原

地内

落枝

個　 人

（ 車両所有者）

4 8 7 ， 7 8 0 円 　 当事者双方は、

今 後 本 件 に 関 し

て、 裁判上又は裁

判外において一切

の異議及び請求の

申立てをし ないこ

と 。



98

第　 7 8 　 号

　 　 　 専決処分の報告及び承認について

　 地方自治法（ 昭和 2 2 年法律第 6 7 号） 第 1 7 9 条第 1 項の規定によ り 専決処分し た事

件について、 同条第 3 項の規定によ り 次のと おり 報告し 、 承認を求める 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

専第　 5 3 　 号

　 　 　 和解及び損害賠償額の決定について

　 次に掲げる 日、 路線名等、 場所及び原因で発生し た事故に関し 、 和解の相手方と 熊本県

と の間に次のと おり 損害賠償の額を決定し 、 和解する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 1 月 2 2 日専決

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

発　 　 生　 　 日

路　 線　 名　 等

発　 生　 場　 所

事 故 の 原 因

和解の相手方 損害賠償の額 和 解 事 項

令和 5 年 1 1 月 2 6 日

主要地方道熊本高森線

上益城郡益城町大字小谷

地内

段差

個　 人

（ 車両所有者）

4 5 ， 0 6 1 円 　 当事者双方は、

今 後 本 件 に 関 し

て、 裁判上又は裁

判外において一切

の異議及び請求の

申立てをし ないこ

と 。



99

第　 7 9 　 号

　 　 　 専決処分の報告及び承認について

　 地方自治法（ 昭和 2 2 年法律第 6 7 号） 第 1 7 9 条第 1 項の規定によ り 専決処分し た事

件について、 同条第 3 項の規定によ り 次のと おり 報告し 、 承認を求める 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

専第　 5 4 　 号

　 　 　 和解及び損害賠償額の決定について

　 次に掲げる 日、 路線名等、 場所及び原因で発生し た事故に関し 、 和解の相手方と 熊本県

と の間に次のと おり 損害賠償の額を決定し 、 和解する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 1 月 2 2 日専決

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

発　 　 生　 　 日

路　 線　 名　 等

発　 生　 場　 所

事 故 の 原 因

和解の相手方 損害賠償の額 和 解 事 項

令和 5 年 1 2 月 1 7 日

主要地方道小川嘉島線

宇城市豊野町上郷地内

穴ぼこ

個　 人

（ 車両所有者）

8 5 ， 3 6 0 円 　 当事者双方は、

今 後 本 件 に 関 し

て、 裁判上又は裁

判外において一切

の異議及び請求の

申立てをし ないこ

と 。



100

報告第　 1 　 号

　 　 　 一般社団法人熊本県果実生産出荷安定基金協会の経営状況を説明する 書類の提出に

ついて

　 地方自治法（ 昭和 2 2 年法律第 6 7 号） 第 2 4 3 条の 3 第 2 項の規定によ り 、 一般社団

法人熊本県果実生産出荷安定基金協会の令和 4 年度決算に関する 書類及び令和 5 年度事業

計画に関する 書類を別冊のと おり 提出する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　



101

報告第　 2 　 号

　 　 　 専決処分の報告について

　 地方自治法（ 昭和 2 2 年法律第 6 7 号） 第 1 8 0 条第 1 項の規定によ り 専決処分し た事

件について、 次のと おり 報告する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

専第　 5 6 　 号

　 　 　 和解について

　 次に掲げる 日及び場所で発生し た和解の相手方の車両等と 熊本県職員が運転する 公用車

によ る 交通事故に関し 、 和解の相手方と 熊本県と の間に次のと おり 和解する こ と と する 。

　 　 令和 6 年 1 月 2 5 日専決

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

発　 　 生　 　 日

発　 生　 場　 所

和 解 の 相 手 方

相手方の車両等
和　 解　 事　 項

令和 5 年 6 月 1 3 日

八代市西片町地内

個　 人

（ 車両所有者）

（ 車両運転者）

自転車

　 当事者双方は、 今後本件に関し

て、 裁判上又は裁判外において一

切の異議及び請求の申立てをし な

いこ と 。



102

報告第　 3 　 号

　 　 　 専決処分の報告について

　 地方自治法（ 昭和 2 2 年法律第 6 7 号） 第 1 8 0 条第 1 項の規定によ り 専決処分し た事

件について、 次のと おり 報告する 。

　 　 令和 6 年 2 月 9 日提出

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

専第　 5 1 　 号

　 　 　 和解及び損害賠償額の決定について

　 次に掲げる 日及び場所で発生し た和解の相手方使用の車両等と 熊本県警察職員が運転す

る 公用車によ る 交通事故に関し 、 和解の相手方と 熊本県と の間に次のと おり 損害賠償の額

を決定し 、 和解する こ と と する 。

　 　 令和 5 年 1 2 月 2 8 日専決

熊本県知事　 蒲　 島　 郁　 夫　 　 　

番

号

発　 　 生　 　 日

発　 生　 場　 所

和 解 の 相 手 方

相手方の車両等
損害賠償の額 和解事項

1

令和 5 年 8 月 2 8 日

熊本市西区二本木地内

個　 人

（ 車両所有者）

軽乗用車

2 4 6 ， 7 8 0 円 　 当事者双

方は、 今後

本件に関し

て、 裁判上

又は裁判外

において一

切の異議及

び請求の申

立てをし な

いこ と 。

2

令和 5 年 1 1 月 1 8 日

熊本市南区十禅寺地内

個　 人

（ 車両所有者）

軽乗用車

7 1 ， 0 0 0 円
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